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第１章 調査実施概要 

１. 調査の目的 

全国の特別養護老人ホーム（地域密着型を含む。）の入所申込者の状況、施設の

空床状況、施設の転用等について、実態を明らかにし、報告書および各自治体・施

設の参考となるように事例集を取りまとめることを目的とする。有識者会議を立ち

上げ、有識者の意見を聞きながら、自治体や施設を対象にしたアンケート調査・ヒ

アリング調査を実施する。 

 

２. 調査の実施方法 

本調査研究では、都道府県、市区町村、特別養護老人ホーム（施設）に対するア

ンケート調査と、施設の機能転換・規模縮小事例を対象としたヒアリング調査を実

施した。 

 

３. 有識者会議の概要 

事業の進め方や調査結果について検討するため有識者会議を設置した。 

 

 開催日 アジェンダ 

第 1回 令和 6年 9月 9日 

15:00～17:00 

 調査研究の概要について 

 有識者からの情報提供 

第 2回 令和 6年 12月 20日 

13:00～15:00 

 アンケート調査結果速報 

 ヒアリング調査結果速報 

第 3回 令和７年３月３日 

14:00～16:00 

 調査研究報告書案について 
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第２章 アンケート調査 

１. 調査の実施方法 

項目 内容 

対象 都道府県、市区町村、特別養護老人ホーム 

※特別養護老人ホームについては、無作為抽出した 2,500 施

設を対象に調査を実施 

調査方法 郵送配布、WEB回答（一部郵送回収） 

期間 令和 6年（2024年）10月 16日～11月 22日 

 

○対象 

都道府県、市区町村、特別養護老人ホーム 

   ※特別養護老人ホームについては、無作為抽出した 2,500施設を対象に調査を実施 

○調査方法 

郵送配布、WEB回答（一部郵送回収） 

 

２. 回収状況 

 母集団※1 配布数 有効回収数 有効回収率 

都道府県 47 47 47 100.0% 

市区町村 1,741 1,741 877 50.4％ 

施設 10,938 2,500 650 26.0％ 

※1 特別養護老人ホームは介護サービス情報の公表システムデータのオープンデータ

（2024年 9月 9日時点分）を用いた。（広域型：8,432施設、地域密着型：2,506施設） 
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第３章 都道府県調査の結果 

１. 回答都道府県の概要 

① 介護保険サービスの基盤整備状況等  

(1)特別養護老人ホーム 

1)施設数 

図表 ３-1 施設数（問 2） 

 ｎ 平均値 中央値 

広域型 47 155.0 122.0 

地域密着型 46 43.4 41.5 

 

2)定員数 

図表 ３-2 居室形態と居室形態ごとの定員数（問 2） 

 ｎ 平均値 中央値 

広域型_従来型(多床室、従来型個室) 47 155.0 122.0 

広域型_ユニット型 

（ユニット型個室的多床室を含む） 
46 43.4 41.5 

地域密着型_従来型 

(多床室、従来型個室) 
47 155.0 122.0 

地域密着型_ユニット型 

（ユニット型個室的多床室を含む） 
46 43.4 41.5 

 

3)稼働状況 

図表 ３-3 稼働状況（問 2） 
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施設によ ては空きが る
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稼働状況を  していない
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(2)特別養護老人ホーム以外の介護保険施設等 

1)施設数 

図表 ３-4 施設数（問 2） 

 ｎ 平均値 中央値 

介護老人保健施設 47 72.6 62.0 

介護医療院 47 16.5 14.0 

特定施設：有料老人ホーム･サービス付

き高齢者向け住宅 
47 85.2 46.0 

特定施設：養護老人ホーム･軽費老人ホ

ーム 
47 20.2 15.0 

 

2)定員数 

図表 ３-5 定員数（問 2） 

 ｎ 平均値 中央値 

介護老人保健施設 47 6,277.0 5,139.0 

介護医療院 47 872.5 655.0 

特定施設：有料老人ホーム･サービス付

き高齢者向け住宅 
46 5,113.0 1,902.0 

特定施設：養護老人ホーム･軽費老人ホ

ーム 
46 1,018.8 755.0 
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3)稼働状況 

図表 ３-6 稼働状況（問 2） 
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② 介護保険サービスの 5年後の見込み 

都道府県では管轄地域において増加見込みのサービスは「介護医療院」が 89.4％

で り最も多か た。「認知症対応型共同生活介護（グループホーム）」は 87.2％、

「在宅サービス」は 87.2％、「特別養護老人ホーム」は 83.0％で  た。 

図表 ３-7 自治体に設置されている介護保険サービスの 5年後の見込み（ｎ＝47）(問 3) 

 

※１ 特別養護老人ホームは介護老人福祉施設を指す 

※２ 地域密着型を含む  

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

   

   

    

    

    

    

    

    

   

   

   

    

 

 

    

 

 

   

   

 

 

 

 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

                  

 特別養護老人ホーム  

  特別養護老人ホーム（広域型）  
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 介護老人保健施設
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 認知症対応型共同生活介護

（グループホーム）

 介護付き有料老人ホーム  

 住宅型有料老人ホーム  

 サービス付き高齢者住宅  
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 軽費老人ホーム（ケア  ス）  

 在宅サービス

増加見込み 横 い見込み   見込み 内 は  していない 無回答
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２. 特別養護老人ホームの入所申込登録者等 

① 入所申込登録者状況  調査 

(1)厚生労働省実施の「特別養護老人ホームの入所申込者の状況」調査の活用状況 

厚生労働省実施の「特別養護老人ホームの入所申請者の状況」調査について、入

所申込の実態  以外での活用状況は、「介護保険事業支援計画への反映（施設整

備）」が 55.3％で り、「特に活用していない」が 31.9％で  た。 

図表 ３-8 厚生労働省実施の「特別養護老人ホームの入所申込者の状況」調査の活用状況

（n=47）(問 4_1)（複数回答） 

 
 

② 自治体独自の入所申込登録者状況  調査の実施状況 

(1)実施の有無 

自治体独自での入所申込登録者状況  調査の実施状況について、「実施してい

る」が 74.5%、「実施していない」が 25.5%で  た。 

図表 ３-9 実施の有無（n=47）(問 4_2)  
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住 への情報開 
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9 

1)（実施している場合）活用状況 

調査を実施している場合、入所申込状況の実態  以外での活用状況は「介護保

険事業支援計画への反映（施設整備）」が 48.9%で最も多か た。次いで、「住 へ

の情報開 」が 12.8％で  た。「特に活用していない」は 4.3%で  た。 

図表 ３-10 活用状況（n=47）(問 4_3)（複数回答） 

 

 

③ 特別養護老人ホームの入所評価項目等 

(1)入所評価項目・配点の設定 

1)入所評価項目・配点の設定の有無 

「設定している」が 83.0%、「設定していない」が 17.0%で  た。 

図表 ３-11 入所評価項目・配点の設定の有無(n=47)（問 5_1） 
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2)（設定している場合）項目 

入所評価項目・配点の設定項目は、「要介護度」が 80.9%で  た。 

「介護者の状況」および「居宅（または施設）サービスの利用状況」が 76.6%で

  た。 

 

図表 ３-12 入所評価項目(n=47）（問 5_2）(複数回答） 

 
※介護者の状況とは年齢、障害、疾病、就労状況、要介護状態等、 に育児や介護を必要とす
る家族等へのケアの実施状況などを指す。 
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認知症の 度

障害（知的・  ）、  疾 の状態・ 度

医療的ケアの必要 

介護者の有無

介護者の状況

居宅（または施設）サービスの利用状況

住居  

本人と介護者との関係  （介護  等）

所 （  状況）

入所申込日（時期）

 の 
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(2)入所指針の見直し 

1)見直しの有無 

入所指針の見直しの有無は、「 る」が 85.1%、「ない」が 14.9%で  た。 

図表 ３-13 見直し有無(n=47）（問 5_3） 

 

 

2)（ る場合）見直しの時期 

直近の入所指針の見直しの時期は、「2016年～2020年」が 37.5％で  た。2021

年以降は 32.5％、2015年以前が 30.0％で  た。 

図表 ３-14 直近の見直しの時期（ｎ＝40）（問 5_４） 
 

n % 

2015年以前 12 30.0 

2016年～2020年 15 37.5 

2021年以降 13 32.5 

無回答 0 0.0 

全体 40 100.0 

 

3)（ る場合）見直しの頻度 

入所方針の見直しの頻度は、「4年以上に 1回 度」が 52.5%で最も多か た。次

で、「過去 1回だけ見直した」が 35.0%で  た。 

図表 ３-15 見直しの頻度(n=40）（問 5_5） 

 

          

                  

ない  る

               

                  

 ～ 年に 回 度  年以上に 回 度 過去 回だけ見直した
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④ 都道府県内の特別養護老人ホームにおける新規入所者 

(1)令和５年度の新規入所者数と特例入所扱い、措置入所での入所者数 

1)  の有無 

新規入所者数の  の有無は、「  している」が 19.1％、「  していない」が

80.9％で  た。 

特例入所扱いの新規入所者数の  の有無は、「  している」が 8.5％、「  

していない」が 91.5％で  た。 

措置入所扱いの新規入所者数の  の有無は、「  している」が 23.4％、「  

していない」が 76.6％で  た。 

図表 ３-16 新規入所者数_  の有無(n=47）（問６_1） 

 

 

2)（  している場合）人数  

令和 5年度 1年間に新規に入所した者の総数は平均 4,276.0人で  た。 

令和 5年度 1年間に特例入所の扱いで新規に入所した者の総数は平均 96.0人で 

 た。令和 5年度 1年間に措置入所の扱いで新規に入所した者の総数は平均 12.1人

で  た。 

令和 5年度 1年間に特例入所の扱いで新規に入所した者の全体（令和 5年度 1年

間に新規入所した者の総数）に対する割合は、算出が可能で  た 4 件において、

平均 4.5％で  た。 

  

    

   

    

    

    

    

新規入所

特例入所扱い

措置入所

                  

  している   していない
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図表 ３-17 人数（問６_１、２、３）（単位：人） 

 ｎ 平均値 中央値 

Q6(1)sq 令和５年度１年間に新規に入

所した者の総数 
9 4,276.0 2,190.0 

Q6(2)sq 令和５年度１年間に特例入所

の扱いで新規に入所した者の総数 
4 96.0 39.5 

Q6(3)sq 令和５年度１年間に措置入所

の扱いで新規に入所した者の総数 
10 12.1 4.5 

 

図表 ３-18 令和５年度１年間に特例入所および措置入所の扱いで新規に入所した者の全

体に対する割合（単位：％） 

 ｎ 平均値 

令和５年度1年間に特例入所扱いで新規

に入所した者の全体に対する割合 
4 4.51 

令和５年度1年間に措置入所扱いで新規

に入所した者の全体に対する割合 
4 0.03 

※平均値は小数点第 2位表記 

⑤ 特例入所の制度の運用状況 

特例入所の制度の運用状況は、「特例入所は運用されている」が97.9%を占めた。 

図表 ３-19 特例入所の制度の運用状況(n=47）（問 6_4） 

 

  

     

    

                  

特例入所は運用されている

特例入所に係る関係団体と協議に基  指針が定められているが、 知されていな

か たり 政指 などにより、特例入所は実 的に運用されていない

特例入所に係る関係団体と協議に基  指針が定められておら （または定められ

ているかどうか から ）、特例入所は運用されていない
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(1)（運用されている場合）対象者 

対象者は、「認知症の利用者」が 87.2%で  た。「単身世帯や同居家族の高齢・

病弱等かつ地域のサービスを受けられない利用者」が 85.1%で  た。「知的・ 

 障害の利用者」が 83.0％で  た。「深刻な虐待を受けている利用者」は 80.9%

で  た。なお、「 の （地域の実情等を踏まえ、各自治体において必要と認め

る事情）」については 29.8％で  た。 

図表 ３-20 対象者（ｎ＝47）（問 6_5）(複数回答） 

 

 

(2)特例入所についての都道府県の考え方 

特例入所についての都道府県の考え方は、「現 通りでよい」が76.6%で  た。

「地域の実情に応じて、4 つの考慮事情に限ら 、特例入所をより積極的に認めて

い べき」が 14.9％で り、「特別養護老人ホームは中重度の要介護者を支える施

設として重点化されていることを踏まえて、特例入所はより慎重に運用するべき」

が 4.3%で  た。 

  

     

     

     

     

     

                  

認知症の利用者

知的・  障害の利用者

深刻な虐待を受けている利用者

単身世帯や同居家族の高齢・病弱等かつ地

域のサービスを受けられない利用者

 の （地域の実情等を踏まえ、各自治体

において必要と認める事情）
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図表 ３-21 特例入所についての都道府県の考え方(n=47）（問 6_6） 

 

⑥ 実 的な入所申込登録者の規模の  状況 

以下のとおりの 問をした。 

( 問文） 

 特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）（地域密着型含む）の入所申込登録者

は、(1)複数施設へ登録したり、すぐに入所する意思や条件が整 ない段階で事前

に登録している者が含まれていたり、(2)登録されているものの施設側で体制が整

 ないために実際上受け入れが困難な医療的ケアが必要な者などが含まれている

ため、実 的に入所可能な者よりも多 計上される場合が ります。 

 貴都道府県においては、入所申込登録者のうち、 れらの(1)登録者側の事情や、

(2)施設側の事情に該当する者を除いた実 的に入所可能な入所申込登録者の規模

を  していますか。 

 

実 的に入所可能な入所申込登録者の規模の  状況は、「(1)登録者側の事情に

該当する者も、(2)施設側の事情に該当する者も  ・推計していない」が61.7%で

半数以上で  た。「(1)登録者側の事情に該当する者は  ・推計しているが、(2)

施設側の事情に該当する者は  ・推計していない」が 29.8%で  た。 

  

    

          

    

                  

特別養護老人ホームは中重度の要介護者を支える施設として重点化されていること

を踏まえて、特例入所はより慎重に運用するべき

地域の実情に応じて、  つの考慮事情に限ら 、特例入所をより積極的に認めてい

 べき

現 通りでよい

 の 
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図表 ３-22 実 的に入所可能な入所申込登録者の規模の  状況(n=47)（問 7） 

 

⑦ 今後（5～10年後）の入所申込登録者の増 見込みと の対応の考え方 

今後（5～10 年後）の入所申込登録者の増 見込みについて、「  すると見込ん

でいる」が 36.2％で最も多か た。次いで、「 からない」が 34.0%、「増加すると

見込んでいる」および「大きな増 はないと見込んでいる」が 14.9％で  た。 

図表 ３-23 今後（5～10年後）の入所申込登録者の増 見込み(n=47）（問 18_1） 

 

 

 

 

 

              

                  

   登録者側の事情に該当する者も、    施設側の事情に該当する者も  ・推計

して、「実 的に入所可能な入所申込登録者」も  ・推計している

   登録者側の事情に該当する者は  ・推計しているが、    施設側の事情に該

当する者は  ・推計していない

   登録者側の事情に該当する者は  ・推計していないが、    施設側の事情に

該当する者は  ・推計している

   登録者側の事情に該当する者も、    施設側の事情に該当する者も  ・推計

していない

                    

                  

増加すると見込んでいる 大きな増 はないと見込んでいる

  すると見込んでいる  からない
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(1)現在の入所申込登録者について、  させるための対策を打つ必要  

入所申込登録者の見込みについて、「増加すると見込んでいる」「大きな増 はな

いと見込んでいる」と回答した都道府県に、入所申込登録者を  させるための対

策の必要 についてた ねたところ、「入所申込者を  させるための対策を打つ

必要が る」が 57.1%で  た。 

 

図表 ３-24 対策の必要 の有無(n=14）（問 18_2） 

 

 

1)(入所申込登録者を  させるための対策を打つ必要が る)入所申込登録者につ

いて、  させるための対策 

「入所申込登録者を  させるための対策を打つ必要が る」と回答した市区町

村に、対策をた ねたところ、「介護職員確保に関する支援」が 87.5％で最も多か

 た。次いで「特別養護老人ホーム（地域密着型）」、「在宅サービス充実・強化す

る」が 62.5％で  た。「看護職員確保に関する支援」が 50.0％で  た。 

  

          

                  

入所申込登録者を  させるための対策を打つ必要が る

入所申込登録者を  させるための対策を打つ必要はない
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図表 ３-25 対策（ｎ=8）（問 18_3）（複数回答） 

 
※1特別養護老人ホームは介護老人福祉施設を指す 
※2有料老人ホーム（介護付）・サービス付き高齢者向け住宅）（地域密着型を含む） 
※3地域密着型を含む  

     

     

    

     

     

     

     

     

    

     

     

    

    

     

     

    

    

     

                  

特別養護老人   （広域型） 

特別養護老人   （地域密着型） 

介護老人保健施設

介護医療院

介護職員確保に関する支援

医療体制強化に関する支援

看護 確保に関する支援

  員増員に関する支援

特別養護老人ホーム特例入所に関する  

特定施設入居者生活介護（介護付き有 

特定施設入居者生活介護 

有料老人ホーム（住宅型）

サービス付き高齢者向け住宅

認知症対応型共同生活介護 

在宅サービスを充実・強化する

特になし

 明・今後検討 定

 の 

特別養護老人   （広域型）  

特別養護老人   （地域密着型）   

介護老人保健施設

介護医療院

介護職員確保に関する支援

医療体制強化に関する支援

看護 確保に関する支援

  員増員に関する支援

特別養護老人ホーム特例入所に関する

  な運用

特定施設入居者生活介護  

特定施設入居者生活介護（養護・軽

費）  

有料老人ホーム（住宅型）

サービス付き高齢者向け住宅

認知症対応型共同生活介護（グループ

ホーム）

在宅サービスを充実・強化する

特になし

 明・今後検討 定

 の 
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2)（  すると見込んでいる場合）  の主な理由 

今後（5～10 年後）の入所申込登録者の増 見込みについて「  すると見込ん

でいる」と回答した 17 件のうち、  の主な理由は、「要介護の利用者数が  し

てい ため」が 35.3％で  た。「特別養護老人ホーム以外の介護サービスの希望

者が増加すると見込まれるため」および「特別養護老人ホーム以外の介護サービス

の供給量を増やす 定のため」が れぞれ 17.6％で  た。 

図表 ３-26   の主な理由(n=17）（問 18_4）(複数回答） 

 

  

                    

                  

要介護の利用者数が  してい ため

特別養護老人ホーム以外の介護サービスの希望者が増加すると見込まれるため

特別養護老人ホーム以外の介護サービスの供給量を増やす 定で るため

 の 
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３. 特別養護老人ホームの空床状況等 

① 空床状況 

(1)空床が る施設について 

空床が生じている事例を  しているかについて、「空床が生じており、具体的

な施設と数を  している」が 38.3％、「空床の実態を  していない」が 31.9%、

「空床が生じているが、具体的な施設と数までは  していない」が 29.8%で  

た。 

図表 ３-27 空床状況の  (n=47）（問 8_1） 

 

 

1)（空床を  している場合）今後（令和 7～11年度）の空床状況 

今後（令和 7～11 年度）の空床状況は、「 明」が 60.６％で最も多か た。「現

状維持の見込み」は 18.2％で  た。「増える見込みで る」は 12.1％で  た。 

図表 ３-28 （空床が生じている）今後（令和７～11年度）の空床状況（ｎ＝33）（問

8_2） 

 

 

               

                  

空床が生じており、具体的な施設と数を  している

空床が生じているが、具体的な施設と数までは  していない

空床の実態を  していない

                   

                  

空床は増える見込みで る 空床は現状維持となる見込みで る

空床は る見込みで る  明
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2)（空床が生じていない・実態を  していない）今後（令和７～11 年度）の空床

状況 

今後（令和 7～11 年度）の空床状況の見通しは、「 明」が 87.5％で最も多か 

た。「空床が発生する見込みで る」および「空床は発生しない見込みで る」は

6.3％で  た。 

 

図表 ３-29 （空床が生じていない・実態を  していない）今後（令和７～11年度）の

空床状況（ｎ＝16）（問 8_3） 

 

② 介護保険事業支援計画の施設整備等の見込みの算定への空床状況の反映 

計画の施設整備等の見込みに「空床状況を反映している」は 40.4％で、「反映し

ていない」が 57.4％で  た。 

 

図表 ３-30 介護保険事業支援計画の施設整備等の見込みへの空床状況の反映    （ｎ

＝47）（問 9） 

 

 

 

 

 

  

        

     

                  

空床が発生する見込みで る 空床は発生しない見込みで る  明

          

    

                  

はい いいえ 無回答
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③ 空床への課題感 

施設が有効活用されていないことへの危機感等（空床への課題感）についてどの

 度感じているか、担当部署（ るいは担当者）の主観的な感覚について回答いた

だいた。「課題感を感じている」は 38.3％で最も多か た。「課題感を感じ始めてい

る」が 25.5％、「やや課題感を感じている」が 17.0％で  た。「全 感じていない、

 からない」は 14.9%で  た。 

 

図表 ３-31 空床への課題感（ｎ＝47）（問 10_1） 

 

④ 特別養護老人ホームの空床発生理由・原因（寄与度） 

影響を与えている理由・原因として考えられるものについて、「影響を与えてい

る可能 が る」、「やや影響を感じている」、「影響を感じている」、「かなり影響を

感じている」、「大いに影響していると感じる」と回答した割合の合計値を集計した。 

影響を与えている理由・原因として考えられるのは「介護職員 足による影響」

が 70.2％で最も多か た。次いで「看護職員 足による影響」61.7％、「ユニット

型は入所費が従来型（多床室）に比べ高額で るため、人気がないから」、「近隣に

競合ができた（施設系サービスの充実）から」、「施設の建物の老朽化による影響」

46.8％で  た。 

  

                    

        

                  

 （全 感じていない、 からない）  （課題感を感じ始めている）

 （やや課題感を感じている）  （課題感を感じている）

 （かなり課題感を感じている）  （  に課題感を感じている）
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図表 ３-32 空床発生理由・原因（寄与度）（ｎ＝47）（問 11） 

 
※1 施設の建物の老朽化による影響とは居室内の設備が古い、個室が ない、バリアフリー整
備の充足が足りていない等 

※2 介護保険事業支援計画の施設整備のための需要ニーズ見込みとの乖離とは、介護保険事業
支援計画の施設整備のための需要ニーズ見込みとの特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）
の見込みに乖離が生じている状態を指す 

    

    

    

    

    

   

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

   

   

    

    

   

   

   

    

   

   

   

   

    

   

   

    

   

    

    

    

    

   

    

   

    

   

    

    

   

   

    

   

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

                  

高齢者人 自体の  

要介護度（   ）人 自体の  

近隣に競合ができた（施設系サービスの充実）

から

在宅での介護ニーズが高い（居宅系サービス等

の充実）から

ユニット型は入所費が従来型（多床室）に比べ

高額で るため、人気がないから

介護職員 足による影響

看護職員 足による影響

施設の建物の老朽化による影響

地域に対して十分に営業活 ができていない、

施設の 在を 知できていないから

地域の公的機関として特例入所・措置入所のた

めに空床が必要と考えているから

介護保険事業支援計画の施設整備のための需要

ニーズ見込みとの乖離

新規入所者よりも、既 入所者の健康 化等に

よる医療機関への入院が多い

 の 

 （全 寄与していない、 からない）  （影響を与えている可能 が る）

 （やや影響を感じている）  （影響を感じている）

 （かなり影響を感じている）  （大いに影響していると感じる）

無回答

高齢者人 自体の   

要介護度（3 5）人 自体の   

近隣に競合ができた（施設系サービスの充

実）から 

在宅での介護ニーズが高い（居宅系サービ

ス等の充実）から 

ユニット型は入所費が従来型（多床室）に

比べ高額で るため、人気がないから 

介護職員 足による影響 

看護職員 足による影響 

施設の建物の老朽化による影響※1 

地域に対して十分に営業活 ができていな

い、施設の 在を 知できていないから 

地域の公的機関として特例入所・措置入所

のために空床が必要と考えているから 

介護保険事業支援計画の施設整備のための

需要ニーズ見込みとの乖離※2 

新規入所者よりも、既 入所者の健康 化

等による医療機関への入院が多い 

 の  
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⑤ 生じている空床への対策 

生じている空床への対策について、「対策の必要が ると考えている」は 66.0％、

「対策の必要はないと考えている」は 31.9％で  た。 

図表 ３-33 生じている空床への対策の必要 （ｎ=47）(問 12) 

 

 

(1)（対策の必要が ると考えている）空床対策として既に実施している対策 

空床対策として既に実施している対策について、「施設の人材確保支援（既 特

別養護老人ホームの利用者受け入れ余力の向上のため）」が 58.1％で最も多か た。

次いで、「特別養護老人ホームの供給調整（い ゆる総量規制）」51.6％、「入所見

込みがない空床分の一部を の機能・施設（ショートステイ・サ高住等）への用途

を転換」は 3.2％で  た。 

  

          

    

                  

対策の必要はないと考えている 対策の必要が ると考えている 無回答
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図表 ３-34 既に実施している空床対策（ｎ＝31）（問 13）（複数回答） 

 

※1 入居待機者のマッチング支援等（認知症 者や医療的依 度の高い方に向け、施設体験支
援や施設見学支援等） 

※2 入所者の見込みがない、空床分の一部を の機能・施設（ショートステイ・サ高住等）へ
の用途転換を支援とは、空床を理由としない地域包括ケアシステムの観点から、事前に施設
転換を実施している場合は除 。 

※3 入所者のニーズに合 せたサービス提供とは入所者の趣味・嗜好への対応等をはじめとし
た入所者増に向けた取組の支援 

  

     

     

    

    

    

    

     

                  

特別養護老人ホームの供給量調整（い ゆ

る総量規制）

施設の人材確保支援（既 特別養護老人

ホームの利用者受入れ余力の向上のため）

入居待機者のマッチング支援等（認知症 

者や医療的依 度の高い方に向け、施設  

認知症 者や医療依 度の高い方等を受け

入れる体制の充実や受け入れ体制  に  

入所者の見込みがない、空床分の一部を 

の機能・施設（ショートステイ・サ高住  

入所者のニーズに合 せたサービス提供

（入所者の趣味・嗜好への対応等）をは  

 の の具体的な内容

特別養護老人ホームの供給量調整（い 

ゆる総量規制）

施設の人材確保支援（既 特別養護老人

ホームの利用者受入れ余力の向上のた

め）

入居待機者のマッチング支援等   

認知症 者や医療依 度の高い方等を受

け入れる体制の充実や受け入れ体制  

に関 る支援

入所者の見込みがない、空床分の一部を

 の機能・施設（ショートステイ・サ高

住等）への用途転換を支援   

入所者のニーズに合 せたサービス提供

  

 の の具体的な内容
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⑥ 空床対策を実施するき かけ 

空床対策を実施するに至 たき かけついて、「自治体で実施している各種調査

結果に基 き、都道府県として必要 を認識した」が 54.8％で最も多か た。次い

で、「管内の施設より要望が  た」が 12.9％、「審議会における委員から意見が出

された」が 3.2％で  た。 

図表 ３-35 空床対策を実施するに至 たき かけ（ｎ＝31）（問 16） 

 

  

          

    

     

                  

自治体で実施している各種調査結果に基 き、都道府県として必要 を認識した

管内の施設より要望が  た

審議会における委員から意見が出された

 の 



27 

⑦ 空床対策として今後必要になると想定される対策 

空床対策として今後必要になると想定される対策について、「施設の人材確保支

援（既 特別養護老人ホームの利用者受入れ余力の向上のため）」が 83.0％で最も

多か た。次いで「特別養護老人ホームの供給量調整（い ゆる総量規制）」が

38.3％、「認知症 者や医療依 度の高い方等を受け入れる体制の充実や受け入れ

態勢  に関 る支援」、「入所者の見込みがない、空床分の一部を の機能・施設

（ショートステイ・サ高住等）への用途転換を支援」が 23.4％で  た。 

図表 ３-36 今後必要となると想定される対策（ｎ＝47）（問 17）（複数回答） 

 

※1 入居待機者のマッチング支援等（認知症 者や医療的依 度の高い方に向け、施設体験支
援や施設見学支援等） 

※2 入所者の見込みがない、空床分の一部を の機能・施設（ショートステイ・サ高住等）へ
の用途転換を支援とは、空床を理由としない地域包括ケアシステムの観点から、事前に施設
転換を実施している場合は除 。 

※3 入所者のニーズに合 せたサービス提供とは入所者の趣味・嗜好への対応等をはじめとし
た入所者増に向けた取組の支援  

     

     

     

     

     

     

     

                  

特別養護老人ホームの供給量調整（い ゆる

総量規制）

施設の人材確保支援（既 特別養護老人ホー

ムの利用者受入れ余力の向上のため）

入居待機者のマッチング支援等（認知症 者

や医療的依 度の高い方に向け、施設体験支

援や施設見学支援等）

認知症 者や医療依 度の高い方等を受け入

れる体制の充実や受け入れ体制  に関 る

支援

入所者の見込みがない、空床分の一部を の

機能・施設（ショートステイ・サ高住等）へ

の用途転換を支援 空床を理由としない、 

入所者のニーズに合 せたサービス提供（入

所者の趣味・嗜好への対応等）をはじめとし

た入所者増に向けた取組の支援

 の 具体的な内容

特別養護老人ホームの供給量調整（い 

ゆる総量規制） 

施設の人材確保支援（既 特別養護老人

ホームの利用者受入れ余力の向上のた

め） 

入居待機者のマッチング支援等※1 

認知症 者や医療依 度の高い方等を受

け入れる体制の充実や受け入れ体制  

に関 る支援 

入所者の見込みがない、空床分の一部を

 の機能・施設（ショートステイ・サ高

住等）への用途転換を支援※2 

入所者のニーズに合 せたサービス提供

※3 

 の の具体的な内容 
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第４章 市区町村調査の結果 

１. 回答市区町村の概要 

① 基本情報 

(1)自治体区分 

自治体区分は、「（上記以外の）市・特別区」が 47.5％、「町村」が 44.9％で  

た。 

図表 ４-1 自治体区分（ｎ＝877）（問 1_2） 

 

 

(2) 保険者 

保険者は、「市町村・特別区」が 93.8％、「広域連合・一部事務組合」が 6.2％で

  た。 

図表 ４-2 保険者（ｎ＝877）（問 1_3） 

 

  

        

          

                  

政令指定都市 中 市 （上記以外の）市・特別区 町村

         

                  

市町村・特別区 広域連合・一部事務組合
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(3)人  

人 は平均 98,680.4人、中央値で 31,852.0人で  た。 

図表 ４-3 人 の分布（問 1_4）（単位：人） 

 ｎ 平均値 中央値 

人  877 98,680.4 31,852.0 

図表 ４-4 人 の分布（ｎ＝877）（問 1_4）（単位：％） 

 

(4)高齢化率 

高齢化率は平均 34.8％で  た。「30％以上 40％未 」が 44.4％で  た。 

図表 ４-5 高齢化率（問 1_4）（単位：％） 

 ｎ 平均値 中央値 

高齢化率 877 34.8 34.4 

図表 ４-6 高齢化率の分布(n=877）（問 1_4） 

 

    ％

    ％

    ％

    ％

   ％

   ％

   ％

                               

１ 人未 

１ 人以上～５ 人未 

５人以上～   人未 

   人以上～   人未 

   人以上～   人未 

   人以上

未回答

   ％

    ％

    ％

    ％

   ％

   ％

   ％

                 

  ％未 

  ％以上～  ％未 

  ％以上～  ％未 

  ％以上～  ％未 

  ％以上～  ％未 

  ％以上

無回答
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② 介護保険サービスの基盤整備状況等  

(1)特別養護老人ホーム 

1)施設数 

図表 ４-7 施設数（問 2） 

 ｎ 平均値 中央値 

広域型 873 6.2 3.0 

地域密着型 839 2.0 1.0 

 

2)定員数 

図表 ４-8 居室形態と居室形態ごとの定員数（問 2） 

 ｎ 平均値 中央値 

広域型_従来型(多床室、従来型個室) 812 272.2 130.0 

広域型_ユニット型（ユニット型個室的

多床室を含む） 
811 214.2 80.0 

地域密着型_従来型(多床室、従来型個

室) 
237 11.1 0.0 

地域密着型_ユニット型（ユニット型個

室的多床室を含む） 
237 87.9 46.0 

 

3)稼働状況 

図表 ４-9 稼働状況（問 2） 

   

     

     

     

    

     

    

     

    

    

    

    

     

                    

基本的に全ての施設で 員

施設によ ては空きが る

時期によ ては空きが る

 に空きが る

稼働状況を  していない

無回答

広域型       地域密着型       
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(2)特別養護老人ホーム以外の介護保険施設等 

1)施設数 

図表 ４-10 施設数（問 2） 

 ｎ 平均値 中央値 

介護老人保健施設 870 3.1 2.0 

介護医療院 866 0.7 0.0 

特定施設：有料老人ホーム･サービス付

き高齢者向け住宅 
870 6.0 2.0 

特定施設：養護老人ホーム･軽費老人ホ

ーム 
867 1.3 1.0 

 

2)定員数 

図表 ４-11 定員数（問 2） 

 ｎ 平均値 中央値 

介護老人保健施設 674 365.5 199.0 

介護医療院 274 136.7 77.0 

特定施設：有料老人ホーム･サービス付

き高齢者向け住宅 
587 455.1 138.0 

特定施設：養護老人ホーム･軽費老人ホ

ーム 
433 119.8 70.0 
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3)稼働状況 

 

図表 ４-12 稼働状況（問 2） 

 

  

     

     

     

    

     

    

     

     

     

    

     

    

     

     

    

    

     

    

     

     

     

    

     

    

              

基本的に全ての施設で 員

施設によ ては空きが る

時期によ ては空きが る

 に空きが る

稼働状況を  していない

無回答

介護老人保健施設        

介護医療院       

有料老人ホーム（介護付）・サービス付き高齢者向け住宅        

養護老人ホーム・軽費老人ホーム  ケア  ス）       
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③ 介護保険サービスの 5年後の見込み 

市区町村では管轄地域において増加見込みのサービスは「在宅サービス」が

52.0％で り最も多か た。「認知症対応型共同生活介護（グループホーム）」は

36.7％、「特別養護老人ホーム」は 35.3％で  た。 

 

図表 ４-13 自治体に設置されている介護保険サービスの 5年後の見込み      

（ｎ＝877）(問 3) 

 

 

※１ 特別養護老人ホームは介護老人福祉施設を指す 

※２ 地域密着型を含む 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

   

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

    

   

   

    

    

    

   

    

    

    

    

    

   

                  

 特別養護老人ホーム  

  特別養護老人ホーム（広域型）  

  特別養護老人ホーム（地域密着型）  

 介護老人保健施設

 介護医療院

 認知症対応型共同生活介護

（グループホーム）

 介護付き有料老人ホーム  

 住宅型有料老人ホーム  

 サービス付き高齢者住宅  

 養護老人ホーム  

 軽費老人ホーム（ケア  ス）  

 在宅サービス

増加見込み 横 い見込み   見込み 内 は  していない 無回答
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２. 特別養護老人ホームの入所申込登録者等 

① 入所申込登録者状況  調査 

(1)厚生労働省実施の「特別養護老人ホームの入所申込者の状況」調査の活用状況 

厚生労働省実施の「特別養護老人ホームの入所申込者の状況」調査について、入

所申込の実態  以外での活用状況は「特に活用していない」58.3％で最も多か 

た。次いで、「介護保険事業計画への反映（施設整備）」が 34.1％で  た。 

図表 ４-14 厚生労働省実施の「特別養護老人ホームの入所申込者の状況」調査活用状況

（n=877）（問 4_1）（複数回答） 

 
 

(2)自治体独自の入所申込登録者状況  調査の実施状況 

1)実施の有無 

自治体独自の入所申込登録者状況  調査の実施状況について、「実施している」

が 29.9％、「実施していない」が 69.3％で  た。 

図表 ４-15 実施の有無(n=877）（問 4_2） 

 

     

     

    

    

    

     

    

                  

介護保険事業計画への反映（施設整備）

介護保険事業計画への反映（保険料の算出）

介護保険事業計画への反映（ の ）

住 への情報開 

 の 

特に活用していない

無回答

          

    

                  

実施している 実施していない 無回答
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2)（実施している場合）活用状況 

調査を実施している場合、入所申込状況の実態  以外での活用状況は、「介護

保険事業計画への反映（施設整備）」が 65.6％で最も多か た。次いで、「介護保険

事業計画への反映（保険料の算出）」が 29.4％で  た。 

図表 ４-16 活用状況(n=262）（問 4_3）(複数回答） 

 
 

② 特別養護老人ホームへの入所申込登録者の名簿の管理の方法 

市町村での特別養護老人ホームへの入所申込登録者の名簿の管理の方法について

た ねたところ、「市町村内所在の各施設において、自施設への入所申込登録者の

名簿が各々作成・管理され、市町村には の総数の報告だけされている」が 43.2％

で最も多か た。次いで、「市町村内所在の各施設において、自施設への入所申込

登録者の名簿が各々作成・管理され、市町村に情報共有されている（名寄せによ 

て重複登録も  されている）」が 25.1％で  た。 

  

48.9%

8.5%

12.8%

17.0%

4.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護保険事業支援計画への反映（施設整備）

介護保険事業支援計画への反映（ の ）

住 への情報開 

 の 

特に活用していない
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図表 ４-17 特別養護老人ホームへの入所申込登録者の名簿の管理の方法     

(n=877）（問 5） 

  

               

            

                  

市町村内所在の各施設において、自施設への入所申込登録者の名簿が各々作成・

管理され、市町村に情報共有されている（名寄せによ て重複登録も  されて

いる）

市町村内所在の各施設において、自施設への入所申込登録者の名簿が各々作成・

管理され、市町村に情報共有されている（名寄せによる重複登録の  はされて

いない）

市町村内所在の各施設において、自施設への入所申込登録者の名簿が各々作成・

管理され、市町村には の総数の報告だけされている

市町村内所在の入所申込登録者の名簿が市町村等で作成・管理され、各施設は市

町村から全体の情報が共有される

市町村内所在の入所申込登録者の名簿が市町村等で作成・管理され、各施設は市

町村から自施設分だけ情報共有される

無回答
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③ 市町村内の特別養護老人ホームにおける新規入所者 

(1)令和 5年度の新規入所者数と特例入所扱い、措置入所での入所者数 

1)  の有無 

新規入所者数の  の有無は、「  している」が 76.6％、「  していない」が

23.0％で  た。 

特例入所扱い新規入所者数の  の有無は、「  している」が 40.4％、「  し

ていない」が 59.3％で  た。 

措置入所の新規入所者数の  の有無は、「  している」が 34.8％、「  して

いない」が 64.1％で  た。 

 

図表 ４-18 新規入所者数_  の有無(n=877）（問 6） 

 

2)（  している場合）人数  

令和 5年度 1年間に新規に入所した者の総数は平均 179.4人で  た。 

令和 5 年度 1 年間に特例入所の扱いで新規に入所した者の総数は平均 8.5 人で 

 た。令和 5 年度 1 年間に措置入所の扱いで新規に入所した者の総数は平均 4.5 人

で  た。 

令和５年度１年間に特例入所の扱いで新規に入所した者の全体（令和 5 年度 1 年

間に新規入所した者の総数）に対する割合は、算出が可能で  た82件において、

平均 11.8％で  た。 

 

 

 

 

     

     

     

     

     

     

   ％

   ％

   ％

新規入所

特例入所扱い

措置入所

                  

  している   していない 無回答
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図表 ４-19 人数（問６_１、２、３）（単位：人） 

 ｎ 平均値 中央値 

Q6(1)sq 令和５年度１年間に新規に入

所した者の総数 
197 179.4 34.0 

Q6(2)sq 令和５年度１年間に特例入所

の扱いで新規に入所した者の総数 
342 8.5 1.0 

Q6(3)sq 令和５年度１年間に措置入所

の扱いで新規に入所した者の総数 
189 4.5 0.0 

 

図表 ４-20 令和５年度１年間に特例入所および措置入所の扱いで新規に入所した者の全

体に対する割合（単位：％） 

 ｎ 平均値 

令和５年度1年間に特例入所扱いで新規

に入所した者の全体に対する割合 
82 11.8 

令和５年度1年間に措置入所扱いで新規

に入所した者の全体に対する割合 
46 11.9 

 

④ 特例入所の制度の運用状況 

特例入所の制度の運用状況は、「特例入所は運用されている」が 87.9％を占めた。 

「特例入所に係る関係団体と協議に基  指針が定められておら （または定め

られているかどうか から ）、特例入所は運用されていない」が 10.3％で  た。 

図表 ４-21 特例入所の制度の運用状況(n=877）（問 6_4） 

 

     

    

     

    

                  

特例入所は運用されている

特例入所に係る関係団体と協議に基  指針が定められているが、 知されてい

なか たり 政指 などにより、特例入所は実 的に運用されていない

特例入所に係る関係団体と協議に基  指針が定められておら （または定めら

れているかどうか から ）、特例入所は運用されていない

無回答
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(1)（運用されている場合）対象者 

対象者は、「単身世帯や同居家族の高齢・病弱等かつ地域のサービスを受けられ

ない利用者」が 90.8％で最も多か た。次いで、「認知症の利用者」が 87.9％で 

 た。 

図表 ４-22 対象者(n=771）（問 6_5）(複数回答） 

 

(2)特例入所についての市区町村の考え方 

特例入所についての市区町村の考え方は、「現 通りでよい」が 72.9％で  た。

「特別養護老人ホームは中重度の要介護者を支える施設として重点化されているこ

とを踏まえて、特例入所はより慎重に運用するべき」が 20.8％で  た。 

  

     

     

     

     

    

    

                  

認知症の利用者

知的・  障害の利用者

深刻な虐待を受けている利用者

単身世帯や同居家族の高齢・病弱等かつ地域の

サービスを受けられない利用者

 の （地域の実情等を踏まえ、各自治体にお

いて必要と認める事情）

無回答



40 

図表 ４-23 特例入所についての市町村の考え方(n=877）（問 6_6） 

 

⑤ 特別養護老人ホームへの入所がすぐには困難な申込者への支援の実施状況や内容 

「当該入所申込登録者の管轄地域包括支援センターまたは担当介護支援専門員に

サービス調整等を依頼する」が 49.3％で最も多か た。次いで、「特別養護老人ホ

ーム以外の施設等（有料老人ホーム、医療機関等）を紹介する」が 49.0％で  た。 

  

     

    

     

        

                  

特別養護老人ホームは中重度の要介護者を支える施設として重点化されているこ

とを踏まえて、特例入所はより慎重に運用するべき

地域の実情に応じて、  つの考慮事情に限ら 、特例入所をより積極的に認めてい

 べき

現 通りでよい

 の 

無回答
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図表 ４-24 特別養護老人ホームへの入所がすぐには困難な申込者への支援の実施状況や

内容(n=877）（問 7）(複数回答） 

 

  

     

     

     

     

    

     

    

                  

  ショートで対応する（   期入所受入加算）

やむを ない事由による措置で対応する（老人福祉

法第  条の 第 項もし は第  条第 項）

特別養護老人ホーム以外の施設等（有料老人ホー

ム、医療機関等）を紹介する

当該入所申込登録者の管轄地域包括支援センターま

たは担当介護支援専門員にサービス調整等を依頼 

 の 

特に実施していない

無回答

  ショートで対応する（   期入所受

入加算）

やむを ない事由による措置で対応する

（老人福祉法第  条の 第 項もし は第  

条第 項）

特別養護老人ホーム以外の施設等（有料老

人ホーム、医療機関等）を紹介する

当該入所申込登録者の管轄地域包括支援セ

ンターまたは担当介護支援専門員にサービ

ス調整等を依頼する

 の 

特に実施していない

無回答
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⑥ 特別養護老人ホームの入所指針の作成・活用状況 

特別養護老人ホームの入所指針の作成・活用状況は、「都道府県が作成した入所

指針を のまま用いている」が 58.4％で最も多か た。次いで、「入所指針を作成

も活用もしていない」が 22.6％で  た。 

 

図表 ４-25 特別養護老人ホームの入所指針の作成・活用状況(n=877）（問 8）   (複

数回答） 

 

  

     

     

    

    

     

    

                  

都道府県が作成した入所指針を のまま用いて

いる

都道府県が作成した入所指針を自治体（保険

者）用に一部  して用いている

都道府県が作成した入所指針とは全 別に、自

治体（保険者）独自の基 を作成し、活用して

いる

 の 

入所指針を作成も活用もしていない

無回答
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⑦ 特別養護老人ホームの入所決定に関する自治体の関与の状況 

「施設が当該施設の入所判定（検討）委員会において決定している」が 58.3％で

最も多か た。次いで、「特例入所について意見を出している」が 57.0％で  た。 

図表 ４-26 特別養護老人ホームの入所決定に関する自治体の関与の状況(n=877）  

（問 9）(複数回答） 

 

  

    

     

     

    

     

    

    

    

                  

自治体（保険者）が  入所の順位付けを

  ている

特例入所について意見を出している

施設が当該施設の入所判定（検討）委員会に

おいて決定している

入所判定委員会を自治体が開催している

入所判定委員会に自治体職員が参加している

自治体（保険者）は必要に応じて当委員会の

議事録提出を めている

 の 

無回答
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⑧ 実 的に入所可能な入所申込登録者の規模の  状況 

以下のとおりの 問をした。 

（ 問文） 

 特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）（地域密着型含む）の入所申込登録

者は、(1)複数施設へ登録したり、すぐに入所する意思や条件が整 ない段階

で事前に登録している者が含まれていたり、(2)登録されているものの施設側

で体制が整 ないために実際上受け入れが困難な医療的ケアが必要な者などが

含まれているため、実 的に入所可能な者よりも多 計上される場合が りま

す。 

 貴市区町村においては、入所申込登録者のうち、 れらの(1)登録者側の事情

や、(2)施設側の事情に該当する者を除いた実 的に入所可能な入所申込登録

者の規模を  していますか。 

 

実 的に入所可能な入所申込登録者の規模の  状況は、「(1)登録者側の事情に

該当する者も、(2)施設側の事情に該当する者も  ・推計していない」が 78.4％

で最も多か た。次いで、「(1)登録者側の事情に該当する者は  ・推計している

が、(2)施設側の事情に該当する者は  ・推計していない」が 11.9％で  た。 

図表 ４-27 実 的に入所可能な入所申込登録者の規模の  状況(n=877）（問 10） 

 

         

    

     

    
                  

   登録者側の事情に該当する者も、    施設側の事情に該当する者も  ・推計し

て、「実 的に入所可能な入所申込登録者」も  ・推計している

   登録者側の事情に該当する者は  ・推計しているが、    施設側の事情に該当

する者は  ・推計していない

   登録者側の事情に該当する者は  ・推計していないが、    施設側の事情に該

当する者は  ・推計している

   登録者側の事情に該当する者も、    施設側の事情に該当する者も  ・推計し

ていない

無回答
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⑨ 今後（5～10年後）の入所申込登録者の増 見込みと の対応の考え方 

今後（5～10 年後）の入所申込登録者の増 見込みについて、「大きな増 はない

と見込んでいる」が 41.5％で最も多か た。次いで、「増加すると見込んでいる」

が 29.4％で  た。 

図表 ４-28 今後（５～10年後）の入所申込登録者の増 見込み (n=877）（問 21_1） 

 
(1)現在の入所申込登録者について、  させるための対策を打つ必要  

入所申込登録者の見込みについて、「増加すると見込んでいる」「大きな増 はな

いと見込んでいる」と回答した市区町村に、入所申込登録者を  させるための対

策の必要 についてた ねたところ、「入所申込登録者を  させるための対策を

打つ必要はない」が 62.7％で最も多か た。次いで、「入所申込登録者を  させ

るための対策を打つ必要が る」が 37.1％で  た。 

図表 ４-29 対策の必要 の有無 (n=622）（問 21_2） 

 

  

                    

    
                  

増加すると見込んでいる 大きな増 はないと見込んでいる

  すると見込んでいる  からない

無回答

    ％      

    
                  

入所申込登録者を  させるための対策を打つ必要が る

入所申込登録者を  させるための対策を打つ必要はない

無回答
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1)（入所申込登録者を  させるための対策を打つ必要が る）入所申込登録者に

ついて、  させるための対策 

「入所申込登録者を  させるための対策を打つ必要が る」と回答した市区町

村に、対策をた ねたところ、「在宅サービスを充実・強化」が 53.2％で最も多か

 た。次いで、「介護職員確保に関する支援」が 48.9％で  た。 

図表 ４-30 対策(n=231）（問 21_3）（複数回答） 

 
※1特別養護老人ホームは介護老人福祉施設を指す 
※2有料老人ホーム（介護付）・サービス付き高齢者向け住宅）（地域密着型を含む） 
※3地域密着型を含む 

16.5

13.4

2.2

5.6

48.9

15.2

19.0

10.0

6.5

14.7

4.3

7.4

4.8

25.5

53.2

0.9

7.4

12.1

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特別養護老人   （広域型）* 

特別養護老人   （地域密着型）* 

介護老人保健施設

介護医療院

介護職員確保に関する支援

医療体制強化に関する支援

看護 確保に関する支援

  員増員に関する支援

特別養護老人ホーム特例入所に関する  な運用

特定施設入居者生活介護*** 

特定施設入居者生活介護（養護・軽費）**

有料老人ホーム（住宅型）

サービス付き高齢者向け住宅

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

在宅サービスを充実・強化する

特になし

 明・今後検討 定

 の 

無回答

特別養護老人ホーム（広域型）※1  

特別養護老人ホーム（地域密着型） ※1  

介護老人保健施設 

介護医療院 

介護職員確保に関する支援 

医療体制強化に関する支援 

看護 確保に関する支援 

  員増員に関する支援 

特別養護老人ホーム特例入所に関する  

な運用 

特定施設入居者生活介護※2 

特定施設入居者生活介護（養護・軽費）※3 

有料老人ホーム（住宅型） 

サービス付き高齢者向け住宅 

認知症対応型共同生活介護（グループホー

ム） 

在宅サービスを充実・強化する 

特になし 

 明・今後検討 定 

 の  

無回答 

 

 の  
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2)（  すると見込んでいる場合）  の主な理由 

今後（5～10 年後）の入所申込登録者の増 見込みについて「  すると見込ん

でいる」と回答した 252 件のうち、  の主な理由は、「要介護の利用者数が  

してい ため」が 30.6％で  た。「特別養護老人ホーム以外の介護サービスの希

望者が増加すると見込まれるため」が 4.4％、「特別養護老人ホーム以外の介護サー

ビスの供給量を増やす 定のため」が 2.0％で  た。 

 

図表 ４-31   の主な理由 (n=252）（問 21_4）(複数回答） 

 

  

         

    

    

                  

要介護の利用者数が  してい ため

特別養護老人ホーム以外の介護サービスの希望者が増加すると見込まれるため

特別養護老人ホーム以外の介護サービスの供給量を増やす 定で るため

 の 
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３. 特別養護老人ホームの空床状況等 

① 空床状況 

(1)空床が る施設について 

空床が生じている事例を  しているかについて、「空床は生じていないことを

  している」が 39.5％で最も多か た。次いで、「空床の実態を  していない」

29.1％で  た。 

図表 ４-32 空床状況の   (n=877）（問 11）

 

 

1)（空床が生じている）今後（令和７～11年度）の空床状況 

今後（令和 7～11年度）の空床状況は、「空床は現状維持となる見込みで る」が

39.7％で最も多か た。次いで、「 明」が 33.8％で  た。 

図表 ４-33 （空床が生じている）今後（令和７～11年度）の空床状況 (n=272）  

（問 11_2） 

 

 

                    

    

                  

空床が生じており、具体的な施設と数を  している

空床が生じているが、具体的な施設と数までは  していない

空床は生じていないことを  している

空床の実態を  していない

無回答

                   

                  

空床は増える見込みで る 空床は現状維持となる見込みで る

空床は る見込みで る  明
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2)（空床が生じていない・実態を  していない）今後（令和 7～11 年度）の空床

状況 

今後（令和 7～11 年度）の空床状況の見通しは、「空床は発生しない見込みで 

る」が 55.2％で最も多か た。次いで、「 明」が 42.6％で  た。 

図表 ４-34 （空床が生じていない・実態を  していない）今後（令和７～11年度）の

空床状況 (n=601）（問 11_3） 

 

② 介護保険事業支援計画の施設整備等の見込みの算定等への空床の反映 

計画の施設整備等の見込みに「はい(空床状況を反映している)」は 33.2％で、「い

いえ(反映していない)」が 66.2％で  た。 

図表 ４-35 介護保険事業計画の施設整備等の見込みの算定等への空床状況の反映 

(n=877）（問 12） 

 

  

    

          

                  

空床が発生する見込みで る 空床は発生しない見込みで る  明

          

    

                  

はい いいえ 無回答
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③ 空床への課題感 

施設が有効活用されていないことへの危機感等（空床への課題感）についてどの

 度感じているか、担当部署（ るいは担当者）の主観的な感覚について回答いた

だいた。「全 感じてない、 からない」が 53.7％で最も多か た。次いで、「課題

感を感じ始めている」17.0％で  た。 

図表 ４-36 空床への課題感(n=877）（問 13_1） 

 

 

④ 特別養護老人ホームの空床理由・原因 

影響を与えている理由・原因として考えられるものについて、「影響を与えてい

る可能 が る」、「やや影響を感じている」、「影響を感じている」、「かなり影響を

感じている」、「大いに影響していると感じる」と回答した割合の合計値を集計した。 

影響を与えている理由・原因として考えられるのは、「介護職員 足による影響」

が 73.2％で最も多か た。次いで「看護職員 足による影響」68.9％、「ユニット

型は入所費が従来型（多床室）に比べ高額で るため、人気がないから」52.0％、

「施設の建物の老朽化による影響」47.2％、「高齢者人 自体の  」が 42.9％で

  た。 

  

                    

            

                  

 （全 感じていない、 からない）  （課題感を感じ始めているている）

 （やや課題感を感じている）  （課題感を感じている）

 （かなり課題感を感じている）  （  に課題感を感じている）

無回答
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図表 ４-37 空床理由・原因(n=877）（問 14） 

 

※1 施設の建物の老朽化による影響とは居室内の設備が古い、個室が ない、バリアフリー整
備の充足が足りていない等 

※2 介護保険事業支援計画の施設整備のための需要ニーズ見込みとの乖離とは、介護保険事業
支援計画の施設整備のための需要ニーズ見込みとの特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）
の見込みに乖離が生じている状態を指す 

52.8

55.8

57.5

47.7

46.5

25.8

29.9

51.4

71.7

81.0

78.3

56.0

52.0

24.6

24.9

22.8

30.8

24.5

24.5

27.1

30.1

18.5

14.1

15.4

27.0

8.0

8.0

7.5

8.4

11.5

11.5

11.9

12.4

8.7

5.2

8.4

8.0

5.8

5.5

4.7

5.2

8.3

14.1

11.9

5.7

8.0

8.7

7.6

10.0

14.0

9.8

14.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢者人 自体の  

要介護度（3 5）人 自体の  

近隣に競合ができた（施設系サービスの充実）

から

在宅での介護ニーズが高い（居宅系サービス等

の充実）から

ユニット型は入所費が従来型（多床室）に比べ

高額で るため、人気がないから

介護職員 足による影響

看護職員 足による影響

施設の建物の老朽化による影響（居室内の設備

が古い、個室が ない、バリアフリー整備の…

地域に対して十分に営業活 ができていない、

施設の 在を 知できていないから

地域の公的機関として特例入所・措置入所のた

めに空床が必要と考えているから

介護保険事業支援計画の施設整備のための需要

ニーズ飲み込みとの特別養護老人ホーム（介…

新規入所者よりも、既 入所者の健康 化等に

よる医療機関への入院が多い

 の 

0（全 寄与していない、 からない） 1（影響を与えている可能 が る）

2（やや影響を感じている） 3（影響を感じている）

4（かなり影響を感じている） 5（大いに影響していると感じる）

無回答

高齢者人 自体の  

要介護度（3 5）人 自体の  

近隣に競合ができた（施設系サービスの充

実）から

在宅での介護ニーズが高い（居宅系サービス

等の充実）から

ユニット型は入所費が従来型（多床室）に比

べ高額で るため、人気がないから

介護職員 足による影響

看護職員 足による影響

施設の建物の老朽化による影響※ 

地域に対して十分に営業活 ができていない、

施設の 在を 知できていないから

地域の公的機関として特例入所・措置入所の

ために空床が必要と考えているから

介護保険事業支援計画の施設整備のための需

要ニーズ見込みとの乖離※ 

新規入所者よりも、既 入所者の健康 化等

による医療機関への入院が多い

 の 
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⑤ 生じている空床への対策 

生じている空床への対策について、「対策の必要はないと考えている」は 73.1％、

「対策の必要が ると考えている」が 25.4％で  た。 

図表 ４-38 生じている空床への対策 (n=877）（問 15） 

 

 

(1)（対策の必要が ると考えている）空床対策として既に実施している対策 

空床対策として既に実施している対策について、「施設の人材確保支援（既 特

別養護老人ホームの利用者受入れ余力の向上のため）」が 56.5％で最も多か た。

次いで、「特別養護老人ホームの供給量調整（い ゆる総量規制）」が 25.6％で  

た。 

  

          

    

                  

対策の必要はないと考えている 対策の必要が ると考えている 無回答
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図表 ４-39 既に実施している対策(n=223）（問 16）（複数回答） 

 
※1 入居待機者のマッチング支援等（認知症 者や医療的依 度の高い方に向け、施設体験支
援や施設見学支援等） 

※2 入所者の見込みがない、空床分の一部を の機能・施設（ショートステイ・サ高住等）へ
の用途転換を支援とは、空床を理由としない地域包括ケアシステムの観点から、事前に施設
転換を実施している場合は除 。 

※3 入所者のニーズに合 せたサービス提供とは入所者の趣味・嗜好への対応等をはじめとし
た入所者増に向けた取組の支援 

25.6%

56.5%

9.9%

11.2%

7.2%

5.4%

6.7%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特別養護老人ホームの供給量調整（い ゆる総

量規制）

施設の人材確保支援（既 特別養護老人ホーム

の利用者受入れ余力の向上のため）

入居待機者のマッチング支援等（認知症 者や

医療的依 度の高い方に向け、施設体験支援…

認知症 者や医療依 度の高い方等を受け入れ

る体制の充実や受け入れ体制  に関 る支援

入所者の見込みがない、空床分の一部を の機

能・施設（ショートステイ・サ高住等）への…

入所者のニーズに合 せたサービス提供（入所

者の趣味・嗜好への対応等）をはじめとした…

 の の具体的な内容

無回答

特別養護老人ホームの供給量調整（い 

ゆる総量規制） 

施設の人材確保支援（既 特別養護老人

ホームの利用者受入れ余力の向上のた

め） 

入居待機者のマッチング支援等※1 

認知症 者や医療依 度の高い方等を受

け入れる体制の充実や受け入れ体制  

に関 る支援 

入所者の見込みがない、空床分の一部を

 の機能・施設（ショートステイ・サ高

住等）への用途転換を支援※2 

入所者のニーズに合 せたサービス提供

※3 

 の の具体的な内容 

無回答 
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⑥ 空床対策を実施するに至 たき かけ 

空床対策を実施するに至 たき かけついて、「自治体で実施している各種調査

結果に基 き、市区町村として必要 を認識した」が 43.9％で最も多か た。次い

で、「管内の施設より要望が  た」が 22.9％で  た。 

図表 ４-40 空床対策を実施するに至 たき かけ(n=223）（問 19） 

 

⑦ 空床対策として今後必要になると想定される対策 

空床対策として今後必要になると想定される対策について、「施設の人材確保支

援（既 特別養護老人ホームの利用者受入れ余力の向上のため）」が 71.0％で最も

多か た。次いで、「認知症 者や医療依 度の高い方等を受け入れる体制の充実

や受け入れ体制  に関 る  に関 る支援」が 32.5％で  た。 

  

          

    

         

                  

自治体で実施している各種調査結果に基 き、市区町村として必要 を認識した

管内の施設より要望が  た

審議会における委員から意見が出された

 の 

無回答



55 

図表 ４-41 今後必要になると想定される対策(n=877）（問 20）（複数回答） 

 

※1 入居待機者のマッチング支援等（認知症 者や医療的依 度の高い方に向け、施設体験支
援や施設見学支援等） 

※2 入所者の見込みがない、空床分の一部を の機能・施設（ショートステイ・サ高住等）へ
の用途転換を支援とは、空床を理由としない地域包括ケアシステムの観点から、事前に施設
転換を実施している場合は除 。 

※3 入所者のニーズに合 せたサービス提供とは入所者の趣味・嗜好への対応等をはじめとし
た入所者増に向けた取組の支援 

  

31.6%

71.0%

27.1%

32.5%

23.7%

14.1%

4.4%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特別養護老人ホームの供給量調整（い ゆる

総量規制）

施設の人材確保支援（既 特別養護老人ホー

ムの利用者受入れ余力の向上のため）

入居待機者のマッチング支援等（認知症 者

や医療的依 度の高い方に向け、施設体験…

認知症 者や医療依 度の高い方等を受け入

れる体制の充実や受け入れ体制  に関 …

入所者の見込みがない、空床分の一部を の

機能・施設（ショートステイ・サ高住等）…

入所者のニーズに合 せたサービス提供（入

所者の趣味・嗜好への対応等）をはじめと…

 の の具体的な内容

無回答

特別養護老人ホームの供給量調整（い 

ゆる総量規制） 

施設の人材確保支援（既 特別養護老人

ホームの利用者受入れ余力の向上のた

め） 

入居待機者のマッチング支援等※1 

認知症 者や医療依 度の高い方等を受

け入れる体制の充実や受け入れ体制  

に関 る支援 

入所者の見込みがない、空床分の一部を

 の機能・施設（ショートステイ・サ高

住等）への用途転換を支援※2 

入所者のニーズに合 せたサービス提供

※3 

 の の具体的な内容 

無回答 
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第５章 特別養護老人ホームの調査の結果 

１. 回答施設の概要 

①  営主体 

 営主体は、「上記以外（社会福祉協議会以外）の社会福祉法人」が 90.6％を占

めた。 

図表 ５-1  営主体（ｎ＝650）（問 1_2） 

 

② 開設年 

開設年は「2011年～2020年」が 52.3％で  た。 

図表 ５-2 開設年（ｎ＝650）（問 1_2） 

 

    

    

    

    

    

     

    

都道府県

市区町村

広域連合・一部事務組合

日本 十 社・独立 政法人等

社会福祉協議会

上記以外の社会福祉法人

 の 

                  

   

    

    

    

   

   

                    

    年以前

    ～    年

    年～    年

    年～    年

    年以降

無回答
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③ 施設種別 

施設種別は、「広域型」が 73.7％、「地域密着型」が 26.3％で  た。 

 

図表 ５-3 施設種別(n=650）（問 1_4） 

 

 

④ 定員 

定員は平均 64.5 人、従来型（多床室、従来型個室）の定員は平均 30.8 人、ユニ

ット型（ユニット型個室的多床室を含む）の定員は平均 33.7人で  た。 

図表 ５-4 施設の定員数(問 2_1) 

 ｎ 平均値 中央値 

従来型（多床室、従来型個室） 649 30.8 0.0 

ユニット型（ユニット型個室的多床室

を含む） 

649 33.7 29.0 

合計 649 64.5 60.0 

 

⑤ 在所者数 

在所者数は平均 61.9 人、従来型（多床室、従来型個室）の在所者数は平均 29.4

人、ユニット型（ユニット型個室的多床室を含む）の在所者数の平均は 32.4人で 

 た。 

図表 ５-5 在所者数（問２_2） 

 ｎ 平均値 中央値 

従来型（多床室、従来型個室） 650 29.4 0.0 

ユニット型（ユニット型個室的多床室

を含む） 

650 32.4 29.0 

合計 650 61.9 58.5 

          

                  

広域型 地域密着型
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⑥  に実施しているサービス 

 に実施しているサービスは、「 の介護老人福祉施設」が 62.6％で最も多か 

た。次いで、「介護保険通所系居宅サービス」が 50.6％で  た。 

図表 ５-6 法人がほかに実施しているサービス（ｎ＝650）（問 3）（複数回答） 

 

     

    

    

    

    

    

     

    

    

     

    

    

     

     

     

    

    

     

     

    

    

                  

  の介護老人福祉施設

 介護老人保健施設

 介護医療院

  特定施設入居者生活介護（介護付き有料老  

  特定施設入居者生活介護（サービス付き高  

  特定施設入居者生活介護（養護老人ホーム）

  特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム  

 住宅型有料老人ホーム（ サ高住を除 ）

 サービス付き高齢者向け住宅

 認知症対応型共同生活介護（グループホー  

 定期 回・ 時対応型 問介護看護

  間対応型 問介護

 小規模多機能型居宅介護・看護小規模多機  

 介護保険 問系居宅サービス

 介護保険通所系居宅サービス

 病院

  養護老人ホーム（ 特定施設入居者生活介  

  軽費老人ホーム（ケア  ス）（ 特定施  

   の 具体的内容

  の の具体的内容

無回答

  の介護老人福祉施設

 介護老人保健施設

 介護医療院

   特定施設入居者生活介護（介護付き有料老人ホーム）

   特定施設入居者生活介護（サービス付き高齢者住宅）

   特定施設入居者生活介護（養護老人ホーム）

   特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム）

 住宅型有料老人ホーム（ サ高住を除 ）

 サービス付き高齢者向け住宅

 認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

 定期 回・ 時対応型 問介護看護

  間対応型 問介護

 小規模多機能型居宅介護・看護小規模多機能型居宅介護

 介護保険 問系居宅サービス

 介護保険通所系居宅サービス

 病院

   養護老人ホーム（ を除 ）

   軽費老人ホーム（ を除 ）

    の 具体的内容

  の の具体的内容

 無回答
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２. 入所申込登録者等の状況 

① 入所申込登録者の状況 

※「入所申込登録者」とは「特別養護老人ホームに入所の申込をして登録した者

のうち、令和 6 年 10月1日現在で、本人・家族からの入所辞退や登録期限 了によ

 て登録抹消とな た者および入所した者を除いた、入所申込登録が有効で る者」

とした。 

 

(1)入所申込登録者数（令和 6年 10月１日時点） 

令和 6 年 10 月１日時点の入所申込登録者数は１施設 たり平均 75.2 人（中央値

39.0人）で  た。 

図表 ５-7 入所申込登録者数（問４_1）（単位:人） 

 

ｎ 

合計値 

（回答施設

での総数） 

平均値 中央値 

令和6年10月1日時点の入所

申込登録者数 
650 48,775 75.2 39.0 

 

図表 ５-8 入所申込者数の分布（ｎ＝650）（問４_1） 

 

     

     

     

    

    

     

    

    

    

                   

  人未 

  ～  人未 

  ～  人未 

  ～  人未 

  ～   人未 

   ～   人未 

   ～   人未 

   人以上

無回答
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(2) 別 

入所申込登録者の 別は、男 が 27.1人、女 が 48.2人で  た。 

図表 ５-9 入所申込登録者の内 _ 別（問 4_2）（単位：人） 

 ｎ 平均値 中央値 

男  650 27.1 14.0 

女  650 48.2 25.0 

 の  650 0.01 0.0 

 

図表 ５-10  別（ｎ＝48,872）（問４_2） 

 

(3)年代 

入所申込登録者の年代は 80歳代が 30.6人、90歳代が 23.9人で、70歳代が 11.1

人で  た。 

 

図表 ５-11 登録者内 _年代（問 4_3）（単位：人） 

 ｎ 平均値 中央値 

65歳未  650 0.8 0.0 

65歳～69歳 650 1.9 1.0 

70歳代 650 11.1 6.0 

80歳代 650 30.6 18.0 

90歳代 650 23.9 12.0 

100歳以上 650 1.7 0.0 

 

 

 

 

 

 

          

                  

男 女 
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図表 ５-12 年代（ｎ＝45,274）（問４_3） 

 

 

(4)申込時期 

入所申込登録者の申込時期は「3 年以上前」が 22.1人、「1～2 年前」が 12.8人で

  た。 

 

図表 ５-13 入所申込登録者の内 _申込時期（問 4_4）（単位：人） 

 ｎ 平均値 中央値 

3か月以内（令和6年7月～9月） 650 10.6 7.0 

4～6か月前（令和6年4月～6月） 650 9.3 6.0 

7～12か月前（令和5年10月～令和6年3月） 650 11.２ 7.0 

1～2年前 （令和4年10月～令和5年9月） 650 12.８ 6.0 

2～3年前（令和3年10月～令和4年9月） 650 8.４ 3.0 

3年以上（令和3年9月以前) 650 22.1 4.0 

 

図表 ５-14 申込時期（ｎ＝48,280）（問４_4） 

 

  

        

               

    

                  

  歳以上   歳～  歳   歳代   歳代   歳代    歳以上

                              

                  

３か月以内 ３～６か月前 ７～１２か月前

１～２年前 ２～３年前 ３年以上
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(5)居所 

入所申込登録者の居所が「在宅」は 25.5 人で最も多 、次いで、「医療機関（病

院または診療所）」が 14.9人、「介護老人保健施設」が 10.2人で  た。 

 

図表 ５-15 入所申込登録者の内 _居所（問 4_5）（単位：人） 

 ｎ 平均値 中央値 

在宅 650 25.5 12.0 

医療機関（病院または診療所） 650 14.9 7.0 

介護医療院 650 0.6 0.0 

介護老人保健施設 650 10.2 5.0 

 の特別養護老人ホーム 650 1.2 0.0 

養護老人ホーム 650 0.4 0.0 

軽費老人ホーム 650 0.4 0.0 

有料老人ホーム（サービス付き高

齢者向け住宅を除 ） 
650 

3.7 1.0 

サービス付き高齢者向け住宅 650 1.7 0.0 

認知症対応型共同生活介護（グル

ープホーム） 
650 

3.1 1.0 

 の  650 2.2 0.0 

 からない 650 6.3 0.0 

 

図表 ５-16 居所（ｎ＝45,274）（問 4_5） 

 

     

     

    

     

    

    

    

    

    

    

    

    

              

在宅

医療機関（病院または診療所）

介護医療院

介護老人保健施設

 の特別養護老人ホーム

養護老人ホーム

軽費老人ホーム

有料老人ホーム（サ高住を除 ）

サービス付き高齢者向け住宅

認知症対応型共同生活介護  

 の 

分からない

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

在宅 

医療機関（病院または診療所） 

介護医療院 

介護老人保健施設 

 の特別養護老人ホーム 

養護老人ホーム 

軽費老人ホーム 

 有料老人ホーム（サ高住を除 ） 

 サービス付き高齢者向け住宅 

 の  

分からない 
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(6)要介護度 

入所申込登録者の要介護度は「要介護３」が 26.0人、「要介護４」が 21.1人で 

 た。 

 

図表 ５-17 入所申込登録者の内 _要介護度（問 4_6）（単位：人）  

 ｎ 平均値 中央値 

要介護1 650 2.3 0.0 

要介護2 650 3.9 1.0 

要介護3 650 26.0 15.0 

要介護4 650 21.1 12.5 

要介護5 650 11.8 6.0 

 からない 650 5.5 0.0 

 

図表 ５-18 要介護度（ｎ＝45,682）（問 4_6） 

  

        

                   

                  

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 分からない
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(7)医療的ケアの必要  

入所申込登録者の医療ケアの必要 は「なし」が 34.2 人、「 り（施設で対応可

能で り､入所に影響なし）」が 10.9人、「 り（施設で対応 可で り､入所に影響

 り）」が 3.5人で  た。 

 

図表 ５-19 入所申込登録者の内 _医療的ケアの必要 （問 4_7）（単位：人） 

 ｎ 平均値 中央値 

なし 650 34.2 13.0 

 り（施設で対応可能で り、入

所に影響なし） 
650 

10.9 2.0 

 り（施設で対応 可能で り、

入所に影響 り） 
650 

3.5 0.0 

 からない 650 18.5 0.0 

 

図表 ５-20 医療的ケアの必要 （ｎ＝43,431）（問 4_7） 

 

(8)住所地 

入所申込登録者の住所地が「同一市区町村内」は 54.8 人、「 市区町村」が 11.6

人、「 都道府県」は 1.8人で  た。 

 

図表 ５-21 入所申込登録者の内 _所在地（問 4_8）（単位：人） 

 ｎ 平均値 中央値 

同一市区町村内 650 54.8 29.0 

 市区町村 650 11.6 4.0 

 都道府県 650 1.8 0.0 

 からない 650 2.8 0.0 

          

    

     

                  

なし

 り（施設で対応可能で り、入所に影響なし）

 り（施設で対応 可能で り、入所に影響 り）

分からない
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図表 ５-22 所在地（ｎ＝45,274）（問 4_8） 

 

② 新規入所申込者の状況 

※ここでは、入所申込時に本人・家族と施設側の  によ て 式な入所申込登録に至ら

なか た者は除いた。 の後入所した、辞退した人全てを含む。 

 

(1)新規入所申込者（令和 5年度） 

令和 5年度の新規入所申込者数は平均 45.8人（中央値 32.0人）で  た。 

 

図表 ５-23 新規入所申込者（問 5_1）（単位:人） 

 ｎ 平均値 中央値 

令和５年度の新規入所申込者数 650 45.8 32.0 

 

図表 ５-24 新規入所申込者（ｎ＝650）（問 5_1） 

 

  

          

        

                  

同一市区町村内  市区町村  都道府県 分からない

    

     

     

     

     

    

    

           

  人未 

  ～  人未 

  ～  人未 

  ～  人未 

  ～   人未 

   人以上

無回答
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(2)新規入所申込者の状況 

新規入所申込者の状況について「一人暮らしで る」は「新規入所申込者の一部

に当てはまる（2～3割 度）」が 42.3％で  た。 

「介護者が高齢、障害、疾病、要介護状態等の理由により十分な介護が困難」は

「新規入所申込者の約半分に当てはまる（4～6割 度）」が 28.6％で  た。「新規

入所申込者のほとんどに当てはまる（9割以上）」が 17.7％で  た。 

「介護者が就労しており、十分な介護が困難」は「新規入所申込者の約半分に当

てはまる（4～6割 度）」が 30.5％で  た。「9割以上」が 13.7％で  た。 

「入所申込者の に、育児、介護、看護を必要とする者がいる」は「新規入所申

込者のほとんどに当てはまらない（1割未 ）」が 40.2％で  た。 

「介護者の介護負担が大きい」は「新規入所申込者のほとんどに当てはまる（9

割以上）」が 36.5％で  た。 

「医療機関・施設からの退院・退所に たり、戻れる家がない」は「新規入所申

込者の一部に当てはまる（2～3割 度）」が 28.8％で  た。 

「認知症や  疾 等により、入所前の居所での生活が困難」は「新規入所申込

者の約半分に当てはまる（4～6割 度）」が 25.7％で  た。 

「医療的ケアの必要 が生じ（増し）、入所前の居所での生活が困難」は「新規

入所申込者のほとんどに当てはまらない（1割未 ）」が 45.2％で  た。 

「現在利用している介護サービスの利用だけでは入所前の居所での生活が困難」

は「新規入所申込者のほとんどに当てはまらない（1割未 ）」が 28.3％で  た。 

「入所申込者の居住地域に、本人の状態に適した居宅サービス事業者がない（ 

ない）」は「新規入所申込者のほとんどに当てはまらない（1 割未 ）」が 72.5％で

  た。 

「介護に係る金銭的負担が大きい」は「新規入所申込者のほとんどに当てはまら

ない（1割未 ）」が 38.6％で  た。 

 の （やむを ない事由による措置入所を含む）は「新規入所申込者のほとん

どに当てはまらない（1割未 ）」が 78.2％で  た。 

  



67 

図表 ５-25 新規入所申込者の状況(n=650）（問５_2） 

 

    

   

   

    

   

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

   

    

    

    

    

    

    

    

    

    

   

    

   

    

    

   

    

    

    

   

    

   

    

   

   

    

    

   

    

   

   

   

   

    

                  

一人暮らしで る

介護者が高齢、障害、疾病、要介護状態等

の理由により、十分な介護が困難

介護者が就労しており、十分な介護が困難

入所申込者のほかに、育児、介護、看護を

必要とする者がいる

介護者の介護負担が大きい

医療機関・施設からの退院・退所に た

り、戻れる家がない

認知症や  疾 等により、入所前の居所

での生活が困難

医療的ケアの必要 が生じ（増し）、入所

前の居所での生活が困難

現在利用している介護サービスの利用だけ

では入所前の居所での生活が困難

入所申込者の居住地域に、本人の状態に適

した居宅サービス事業者がない（ ない）

介護に係る金銭的負担が大きい

 の （やむを ない事由による措置入所

を含む）

新規入所申込者のほとんどに当てはまらない（１割未 ）

新規入所申込者の一部に当てはまる（２～３割 度）

新規入所申込者の約半分に当てはまる（４～６割 度）

新規入所申込者の大半に当てはまる（７～８割 度）

新規入所申込者のほとんどに当てはまる（ 割 度）

該当なし

無回答
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(3)令和 6年 4月～9月の新規入所申込者の傾向 

令和 6 年 4 月～9 月の新規入所申込者の傾向は、「例年どおり」が 41.7％、「例年

より  傾向」が 39.4％で  た。 

 

図表 ５-26 新規入所者数の傾向（ｎ＝650）（問 5_3） 

 

 

③ 入所辞退者の状況（令和 5年度） 

※本人・家族により入所辞退した者。 の後、施設で登録抹消したか、登録継続かは問 

ない。入所申込時期は令和 5年度以前の場合を含む。 

 

(1)入所辞退者の状況（令和 5年度） 

令和 5年度の入所辞退者数は平均 20.3人（中央値 11.0人）で  た。 

 

図表 ５-27 入所辞退者数（問６_1）（単位:人） 

 ｎ 平均値 中央値 

入所辞退者数 650 20.3 11.0 

 

(2)辞退理由 

辞退理由について、施設に上位 3つまでの理由をた ねたところ、「 の特別養護

老人ホームへの入所が決定した」が 83.2％で最も多か た。 

次いで、「本人が死亡した」が 77.7％、「医療機関に入院した」が 49.2％で  た。 

  

               

    

                  

例年より増加傾向 例年より  傾向 例年どおり 無回答
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図表 ５-28 辞退理由（問 6_2）（複数回答） 

 

 

(3)辞退理由_ の の施設に入所が決定 

前問で「 の の施設に入所が決定した」を回答した施設で令和５年度で入所 

として該当する施設は「介護老人保健施設」が 65.1％で最も多か た。次いで、

「特定施設入居者生活介護（介護付き有料老人ホーム）」が 25.4％、「認知症対応型

共同生活介護（グループホーム）」が 24.9％で  た。 

  

     

     

     

     

     

     

    

     

    

    

                  

 の特別養護老人ホームへの入所が決定

した

医療機関に入院した

当 の間、在宅介護（居宅サービス利

用）の継続が可能で り、辞退した

医療ニーズへの対応が困難で ることを

 明し、入所を  した

本人または家族が入所を  した

本人が死亡した

入所費用の負担が困難で  た

 の の施設に入所が決定した

 の の具体的内容

無回答
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図表 ５-29 辞退理由_ の の施設に入所が決定の入所 （ｎ＝169）（問 7）    

（複数回答） 

 

  

65.1%

20.1%

25.4%

17.8%

1.2%

1.8%

13.6%

10.1%

24.9%

3.6%

0.6%

9.5%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①介護老人保健施設

②介護医療院

01特定施設入居者生活介護（介護付き有料老人…

02特定施設入居者生活介護（サービス付き高齢者…

01特定施設入居者生活介護（養護老人ホーム）

02特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム（ケ…

⑤住宅型有料老人ホーム（⑥サ高住⑦を除 ）

⑥サービス付き高齢者向け住宅

⑦認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

01養護老人ホーム（④特定施設入居者生活介護…

02軽費老人ホーム（ケア  ス）（④特定施設入…

03 の の具体的内容

無回答

①介護老人保健施設 

②介護医療院 

③01特定施設入居者生活介護（介護付き有料老人ホーム） 

③02特定施設入居者生活介護（サービス付き高齢者住宅） 

④01特定施設入居者生活介護（養護老人ホーム） 

④02特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム） 

⑤住宅型有料老人ホーム（⑥サ高住⑦を除 ） 

⑥サービス付き高齢者向け住宅 

⑦認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

⑧01養護老人ホーム（④を除 ） 

⑧02軽費老人ホーム（ケア  ス）（④を除 ） 

⑧03 の の具体的内容 

⑨無回答 
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④ 入所手続きが 送りにな ている人 

※令和 6 年 10月1日現在の入所申込登録者のうち、施設側で、実 的に入所させることが

困難で るため、入所手続きが 送りとな ている者 

 

(1)実 的に入所させることが困難で るため入所手続きが 送りにな ている人数 

（令和 6年 10月 1日時点） 

令和 6 年 10 月 1 日時点で、入所手続きが 送りにな ている人数は平均 9.1 人

（中央値 2.0人）で  た。 

 

図表 ５-30 令和 6年 10月 1日現在の入所申込登録者に対して入所手続きが 送りにな 

ている人数（問 8_1）（単位:人） 

 ｎ 平均値 中央値 

入所手続きが 送りとな ている

者の人数 
650 9.1 2.0 

 

図表 ５-31 令和 6年 10月 1日現在の入所申込登録者に対して入所手続きが 送りにな 

ている人数（問 8_1） 

 

 

(2)実 的に入所させることが困難で るため、入所手続きを 送りしている理由 

入所手続きを 送りしている理由は、「認知症（ 辺症状を含む）が重度で る

ため現 の職員体制で対応しきれない」が平均 2.2人で  た。 

「  疾 等(認知症を含ま ）に対して現 の職員体制で対応しきれない」が平

均 1.3人で  た。 

「医療的ケアの必要 が高 現 の職員体制で対応しきれない」が平均 4.0 人で

     

     

     

    

     

    

              

 人

１人 ５人

６人～１ 人

１１人～２ 人

２１人以上

無回答
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  た。 

「看取り希望に対して現 の職員体制で対応しきれない」が平均 0.2 人で  た。 

「身元保証人や身寄りがな  の諸手続きについて現 の  員の体制で対応し

きれない」が平均 0.6人で  た。 

「年金等の収入が低 利用料の支払い能力がない」が平均 0.7人で  た。 

「要介護度３未 で る等、特別養護老人ホームの入所要件を たさない」が平

均 4.4人で  た。 

 

図表 ５-32 入所手続きを 送りしている理由（問 8_2）（単位:人） 

 ｎ 平均値 中央値 

認知症（ 辺症状を含む）が重度で るため現 の職員

体制で対応しきれない 
650 2.2 0.0 

  疾 等（認知症を含ま ）に対して現 の職員体制

で対応しきれない 
650 1.3 0.0 

医療的ケアの必要 が高 現 の職員体制で対応しきれ

ない 
650 4.0 1.0 

看取り希望に対して現 の職員体制で対応しきれない 650 0.2 0.0 

身元保証人や身寄りがな  の諸手続きについて現 の

  員の体制で対応しきれない 
650 0.6 0.0 

年金等の収入が低 利用料の支払い能力がない 650 0.7 0.0 

要介護度3未 で る等、特別養護老人ホームの入所要件

を たさない 
650 4.4 0.0 

 の 困難な状況 650 1.3 0.0 
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３. 入所申込の受付や入所の検討、特例入所、措置入所等 

① 入所申込の受付等 

(1)入所申込のルール 

入所申込のルールは、「基本的に本人・家族からの直接入所申込を受け付ける」

が 85.8％を占めた。 

 

図表 ５-33 入所申込のルール(n=650）（問 9_1） 

 

 

(2) 入所申込の有効期限 

入所申込の有効期限は「 り」が 10.2％、「なし」が 89.8％で  た。 

 

図表 ５-34 入所申込の有効期限の有無(n=650）（問 9_2） 

 

  

     

    

        

                  

基本的に本人・家族からの直接入所申込を受け付ける

入所申込は必 自治体等を通して受け付ける

入所申込は必 居宅介護支援事業所を通じて受け付ける

 の   の の具体的理由について 単に回答 ださい。

          

                  

 り なし
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② 入所検討委員会 

(1)入所検討委員会の 成員 

入所検討委員会の 成員は、「生活  員」が 98.6％で最も多か た。次いで、

「施設長」が 97.8％、「看護職員」が 90.8％、「介護支援専門員」が 89.1％で  

た。 

 

図表 ５-35 入所検討委員会の 成員(n=650）（問 10_1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

     

     

     

     

     

     

    

     

    

                  

施設長

生活  員

介護職員

看護職員

介護支援専門員

 の 施設職員

自治体（保険者）職員

利用者家族代表

 の 

無回答
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(2)入所検討委員会の開催実績 

令和 5年度における入所検討委員会の開催実績は平均 11.2回で  た。 

 

図表 ５-36 入所検討委員会の開催実績（問 10_2）（単位:回） 

 ｎ 平均値 中央値 

令和5年度における入所検討委員会の開催実績 647 11.2 12 

 

図表 ５-37 入所検討委員会の開催実績（問 10_2） 

 

③ 入所指針・入所評価項目等 

(1)施設の入所指針と自治体が定める入所指針との関係 

施設の入所指針と自治体が定める入所指針との関係をた ねたところ、「都道府

県または市町村（保険者）が作成した入所指針を のまま用いている」が 54.0％で

最も多か た。次いで、「都道府県または市町村（保険者）が作成した入所指針を

一部  して用いている」が 40.3％で  た。 

  

   

    

    

    

   

   

                 

５回未 

５回以上～１ 回未 

１ 回以上～１５回未 

１５回以上～２ 回未 

２ 回以上

無回答
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図表 ５-38 入所検討委員会の 成員(n=650）（問 11_1） 

 

 

(2)入所評価項目 

入所評価項目は、「要介護度」が 98.9％で最も多か た。次いで、「認知症の 度」

が 93.8％、「介護者の状況（年齢、障害、疾病、就労状況、要介護状態等、 に育

児や介護を必要とする家族等へのケアの実施状況）」が 87.2％で  た。 

  

          

        
    

                  

都道府県または市町村（保険者）が作成した入所指針を のまま用いている

都道府県または市町村（保険者）が作成した入所指針を自施設用に一部  して用

いている

都道府県または市町村（保険者）が作成した入所指針とは全 別に、施設独自の基

 を作成・活用している

 の 

無回答
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図表 ５-39 入所評価項目(n=650）（問 11_2）(複数回答） 

 

  

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

    

                  

要介護度

認知症の 度

障害（知的・  ）、  疾 の状態・ 度

医療的ケアの必要 

身元 受人や保証人の有無

介護者の有無

介護者の状況（年齢、障害、疾病、就労状

況、要介護状態等、 に育児や介護を必要  

居宅（または施設）サービスの利用状況

住居  

本人と介護者との関係  （介護  等）

所 （居室等の利用者負担の能力）

入所申込日（時期）

 の 

介護者の状況（年齢、障害、疾病、就労状況、

要介護状態等、 に育児や介護を必要とする

家族等へのケアの実施状況）
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(3)入所申込者の中で「  して入所させるべき」と考える人の条件等 

1)条件 

「  して入所させるべき」と考える人の条件は、「介護者が 在、一人暮らし、

またはいても介護が困難なこと（下記、「介護放棄・虐待等の疑いが ること」を

除 ）」が 78.5％で最も多か た。次いで、「介護放棄・虐待等の疑いが ること」

が 75.4％で  た。 

 

図表 ５-40 条件 (n=650）（問 11_3_1）(複数回答) 

 

  

     

     

     

     

     

     

     

    

                  

前問（     ）の入所評価項目点数が一定

  以上で ること

認知症による  等の 辺症状が ること

介護者が 在、一人暮らし、またはいても

介護が困難なこと（下記、「介護放棄・虐

待等の疑いが ること」を除 ）

介護放棄・虐待等の疑いが ること

施設・病院から退所・退院を られている

状況で ること

現在利用している介護サービスの利用だけ

では入所前の居所での生活が困難で るこ

と

入所申込者の居住地域に、本人の状態に適

した居宅サービス事業者がない（ ない）

ため介護が困難なこと

 の 
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2)  して入所させるべきと考えるべき人に該当する者の人数 

令和５年度の新規入所申込者のうち、  して入所させるべきと考える人に該当

する者の人数は平均 9.1人で  た。 

 

図表 ５-41 条件 （問 11_3_2） 

 ｎ 平均値 中央値 

現在の入所申込登録者のうち、上記の「  して入所さ

せるべき」と考える人に該当する者の人数 
646 9.1 2.0 

 

図表 ５-42 条件 （問 11_3_2） 

 
 

④ 特例入所について 

(1)特例入所の制度の運用状況 

特例入所の制度の運用状況は、「特例入所は運用されている」が 78.6％を占め、

「特例入所に係る関係団体と協議に基  指針が定められているが、 知されてい

なか たり 政指 などにより、特例入所は実 的に運用されていない」が 12.9％、

「特例入所に係る関係団体と協議に基  指針が定められておら （または定めら

れているかどうか から ）、特例入所は運用されていない」が 4.5％で  た。 

  

     

     

     

    

    

    

              

 人

１人 ５人

６人～１ 人

１１人～２ 人

２１人以上

無回答
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図表 ５-43 特例入所の制度の運用状況 (n=650）（問 12_1_1） 

 

1)（運用されている場合）対象者 

対象者は、「単身世帯や同居家族の高齢・病弱等かつ地域のサービスを受けられ

ない利用者」が 77.5％で最も多か た。次いで、「深刻な虐待を受けている利用者」

が 75.0％、「認知症の利用者」が 69.5％で  た。 

 

図表 ５-44 対象者 (n=511）（問 12_1_2） 

 

          

            

                  

特例入所は運用されている

特例入所に係る関係団体と協議に基  指針が定められているが、 知されていな

か たり 政指 などにより、特例入所は実 的に運用されていない

特例入所に係る関係団体と協議に基  指針が定められておら （または定められて

いるかどうか から ）、特例入所は運用されていない

 の の具体的内容

無回答

     

     

     

     

    

                  

認知症の利用者

知的・  障害の利用者

深刻な虐待を受けている利用者

単身世帯や同居家族の高齢・病弱等かつ

地域のサービスを受けられない利用者

 の （地域の実情等を踏まえ、各自治

体において必要と認める事情）の具体  

 の （地域の実情等を踏まえ、各自治

体において必要と認める事情）の具体的

内容



81 

(2)特例入所の 4つの考慮事情のい れかに該当する者の申込人数（令和 5年度） 

 

図表 ５-45 特例入所の４つの考慮事情のい れかに該当する者の申込人数 （問 12_1_3） 

 ｎ 平均値 中央値 

令和5年度の新規入所申込者のうち、特例入所の4つの考

慮事情のい れかに該当者数 
643 1.3 0.0 

 

図表 ５-46 特例入所の４つの考慮事情のい れかに該当する者の申込人数 （問 12_1_3） 

 

 

(3)特例入所申込者の申込機関 

特例入所申込者の申込機関は、「居宅介護支援事業所（ケアマネジャー）」が

61.3％、「地域包括支援センター」が 29.0％、「市町村担当者部署」が 27.2％で  

た。 

  

     

     

    

    

    

    

                  

 人

１人

２人

３～５人

６人以上

無回答
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図表 ５-47 特例入所申込者の申込機関 (n=217）（問 12_1_4）(複数回答） 

 
 

(4)特例入所申込への一般的な対応 

特例入所申込への一般的な対応は、「通 の入所申込登録者と同じ基 で入所さ

せている」が 48.9％で最も多か た。次いで、「特例入所の要件に該当する者が入

所申込をしてきたことがない」が 27.5％、「通 の入所申込登録者よりも  的に

入所させている」が 22.0％で  た。 

 

図表 ５-48 特例入所申込への一般的な対応 (n=650）（問 12_1_5） 

 

     

     

     

    

    

     

    

    

                  

市区町村担当部署

地域包括支援センター

医療機関（地域連 室）

社会福祉協議会

 生委員

居宅介護支援事業所（ケアマネ  

 の 

無回答

          

    

     

    

                  

入所申込登録の上で通 の入所申込登録者と同じ基 で入所させている

入所申込登録の上で通 の入所申込登録者よりも  的に入所させている

入所申込時に登録を  ている。（登録を  ている理由について 単に回答

 ださい）
特例入所の要件に該当する者が入所申込をしてきたことがない

無回答

居宅介護支援事業所（ケアマネ

ジャー） 
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(5)特例入所についての考え方 

特例入所についての考え方は、「現 通りでよい」が 41.4％で最も多か た。次

いで、「特別養護老人ホームは中重度の要介護者を支える施設として重点化されて

いることを踏まえて、特例入所はより慎重に運用するべき」が 34.0％、「地域の実

情に応じて、４つの考慮事情に限ら 、特例入所をより積極的に認めてい べき」

が 23.8％で  た。 

 

図表 ５-49 特例入所についての考え方(n=650）（問 12_1_6） 

 

(6)特例入所に関する変化 

特例入所について各自治体において必要と認める事情を考慮することができる旨

を加えた高齢者支援課長通知改 （令和 5年 4月 7日）後に、入所に関する変化は、

「変化がなか た」が 97.5％で  た。 

  

               

        

                  

特別養護老人ホームは中重度の要介護者を支える施設として重点化されているこ

とを踏まえて、特例入所はより慎重に運用するべき

地域の実情に応じて、  つの考慮事情に限ら 、特例入所をより積極的に認めて

い べき

現 通りでよい

 の 

無回答
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図表 ５-50 特例入所に関する変化(n=650）（問 12_1_7） 

 

⑤ 退所者について 

(1)退所理由 

令和 5年度の施設利用者において退所した者（死亡者含む）について、「本人が死

亡した」が 96.3％で最も多か た。次いで、「医療機関に入院した」90.9％で  

た。 

  

    

     

    

                  

変化が  た  の変化の内容について 単に回答 ださい

変化がなか た

無回答
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図表 ５-51 退所理由 (n=650）（問 13）（複数回答） 

 

 

(2)退所理由_ の の施設に入所が決定した 

前問で「 の の施設に入所が決定した」を回答した方について、令和 5 年度で

入所 として該当する施設は、「介護医療院」37.1％で最も多か た。次いで、「介

護老人保健施設」33.6％で  た。 

  

     

     

    

     

    

     

    

     

    

    

         

 の特別養護老人ホームへの入所が決定した

医療機関に入院した

当 の間、在宅介護の継続が可能で り、辞

退した

医療ニーズへの対応が困難で ることを 明

し、入所を  した

本人または家族が入所を  した

本人が死亡した

入所費用の負担が困難で  た

 の の施設に入所が決定した

 の の具体的内容

無回答
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図表 ５-52 退所理由_ の の施設に入所が決定の入所 （ｎ＝650）（問 14）    

（複数回答） 

 
 

  

33.6%

37.1%

12.1%

4.3%

1.7%

3.4%

8.6%

8.6%

10.3%

3.4%

0.0%

6.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①介護老人保健施設

②介護医療院

01特定施設入居者生活介護（介護付き有料老…

02特定施設入居者生活介護（サービス付き高…

01特定施設入居者生活介護（養護老人ホーム）

02特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム…

⑤住宅型有料老人ホーム（⑥サ高住を除 ）

⑥サービス付き高齢者向け住宅

⑦認知症対応型共同生活介護（グループホー…

01養護老人ホーム（④特定施設入居者生活介…

02軽費老人ホーム（ケア  ス）（④特定施…

03 の の具体的内容

①介護老人保健施設 

②介護医療院 

③01特定施設入居者生活介護（介護付き有料老人ホーム） 

③02特定施設入居者生活介護（サービス付き高齢者住宅） 

④01特定施設入居者生活介護（養護老人ホーム） 

④02特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム） 

⑤住宅型有料老人ホーム（⑥サ高住⑦を除 ） 

⑥サービス付き高齢者向け住宅 

⑦認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

⑧01養護老人ホーム（④を除 ） 

⑧02軽費老人ホーム（ケア  ス）（④を除 ） 

⑧03 の の具体的内容 
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４. 施設運営 

①  新規入所者数 

図表 ５-53 新規入所者数（問 15_1） 

 ｎ 平均値 中央値 

令和3年度 650 18.7 17 

令和4年度 650 20.5 18 

令和5年度 650 21.0 19 

 

図表 ５-54 新規入所者数（問 15_1） 

 

② 退所者数 

図表 ５-55 退所者数（問 15_1） 

 ｎ 平均値 中央値 

令和3年度 650 17.9 16 

令和4年度 650 19.8 18 

令和5年度 650 20.1 18 

  

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

                  

令和３年度

令和４年度

令和５年度

  人未   ～  人未   ～  人未   人以上
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図表 ５-56 退所者数（問 15_1） 

 

③ 稼働率 

図表 ５-57 稼働率（問 15_1） 

 ｎ 平均値 中央値 

令和3年度 650 88.2 95 

令和4年度 650 89.2 95 

令和5年度 650 90.9 95 

  

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

                  

令和３年度

令和４年度

令和５年度

  人未   ～  人未   ～  人未   人以上
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図表 ５-58 稼働率（問 15_1） 

 

 

④ 特例入所者数・措置入所者数 

図表 ５-59 特例入所者数・措置入所者数（問 15_1） 

 ｎ 平均値 中央値 

令和5年度 特例入所者数 650 0.6 0 

令和5年度 措置入所者数 650 0.2 0 

 

⑤ 介護看護職員 足による入所者受入れへの影響 

介護看護職員 足による入所者受入れへの影響は、「特に影響は出ていない」が

76.2％で最も多か た。次いで、「介護職員の人員 足により入所案内を控えた」

が 14.3％で  た。 

  

     

    

    

     

     

     

     

     

     

     

     

     

    

    

    

                  

令和３年度

令和４年度

令和５年度

  ％未   ％以上  ％未   ％以上   未 

  ％以上   ％未    ％以上



90 

図表 ５-60 介護看護職員 足の影響（ｎ＝650）（問 15_2）（複数回答） 

 

 

⑥ 今後（5～10年後）の施設定員に関する見通し 

今後の施設定員に関する見通しは、「現状維持」が 88.6％で最も多か た。次い

で、「 明」が 6.0％で  た。「 らす」が 2.0％、「増やす」が 1.0で  た。 

 

図表 ５-61 今後の施設定員に関する見通し（ｎ＝650）（問 15_3） 

 

  

    

     

    

     

    

    

                  

ユニットやフ アの一部を  した

介護職員の人員 足により入所案内を控

えた

看護職員の人員 足により入所案内を控

えた

特に影響は出ていない

 の の具体的内容

無回答

    

     

        

                  

増やす 現状維持  らす  明
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５. 空床状況等 

①  態的な空床状況 

令和 5年度の 1年間を通じて、 態的な空床は、「なか た（ に 床に近い状態

だ た。※手続き等を理由として一時的に空床となる場合を含む）」が 62.9％で最

も多か た。次いで、「 態的に 1 割 度の空床が  た」が 28.2％、「 態的に 2

～3割 度の空床が  た」が 7.4％で  た。 

 

図表 ５-62  態的な空床状況（ｎ＝650）（問 15_4） 

 

 

(1)（ 態的に空床がなか た施設）今後（令和 7～11年度）の空床状況 

今後（令和 7～11 年度）の空床状況は、「空床は発生しない見込みで る」が

49.1％で最も多か た。次いで、「 明」が 32.3％、「空床が発生する見込みで る」

が 18.1％で  た。 

  

              

            

                  

なか た（ に 床に近い状態だ た。  手続き等を理由として一時的に空床と

なる場合を含む）
 態的に 割 度の空床が  た

 態的に ～ 割 度の空床が  た

 態的に ～ 割 度の空床が  た

 態的に ～ 割 度の空床が  た

無回答
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図表 ５-63 （ 態的に空床がなか た施設）今後の見込み（ｎ＝409）（問 15_5） 

 

 

(2)（ 態的に空床が  た施設）今後（令和 7～11年度）の空床状況の見通し 

今後（令和 7～11 年度）の空床状況の見通しは、「空床は る見込みで る」が

34.2％で最も多か た。次いで、「空床は現状維持となる見込みで る」が 31.7％、

「空床は増える見込みで る」が 19.2％で  た。 

 

図表 ５-64 （ 態的に空床が  た施設） 態的な空床状況（ｎ＝240）（問 15_6） 

 
 

(3)（ 態的に空床が  た施設）空床状態の期間 

図表 ５-65  （ 態的に空床が  た施設）空床状態の期間（問 15_7） 

 ｎ 平均値 中央値 

空床状態の期間（年） 237 1.5 1.0 

 

② 空床への課題感 

空床への課題感について、「  に課題感を感じている」が 22.6％で最も多か 

た。次いで、「課題感を感じている」が 21.7％、「課題感を感じ始めている」「やや

課題感を感じている」が 14.8％で  た。 

 

               

    

                  

空床が発生する見込みで る 空床は発生しない見込みで る  明 無回答

                    

    

                  

空床は増える見込みで る 空床は現状維持となる見込みで る

空床は る見込みで る  明

無回答
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図表 ５-66 空床の課題感（ｎ＝650）（問 15_8_1） 

 

 

③ 特別養護老人ホームの空床理由・原因 

影響を与えている理由・原因として考えられるものについて、「影響を与えてい

る可能 が る」、「やや影響を感じている」、「影響を感じている」、「かなり影響を

感じている」、「大いに影響していると感じる」と回答した割合の合計値を集計した。 

影響を与えている理由・原因として考えられるのは、「新規入所者よりも、既 

入所者の健康 化等による医療機関への入院が多い」が 84.2％で最も多か た。次

いで「介護職員 足による影響」80.9％、「看護職員 足による影響」68.9％、「近

隣に競合ができた（施設系サービスの充実）から」78.8％、「ユニット型は入所費

が従来型（多床室）に比べ高額で るため、人気がないから」75.2％で  た。 

  

                              

    

                  

 （全 感じていない、 からない）  （課題感を感じ始めている）

 （やや課題感を感じている）  （課題感を感じている）

 （かなり課題感を感じている）  （  に課題感を感じている）

無回答
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図表 ５-67 空床の理由・原因（ｎ＝650）（問 15_9） 

 

  

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

   

    

    

    

    

    

    

    

    

    

   

    

    

   

    

    

    

    

    

    

    

   

   

    

   

    

   

   

    

   

    

    

   

   

   

    

   

   

   

    

    

    

    

   

    

   

    

                  

高齢者人 自体の  

要介護度（３ ５）人 自体の  

近隣に競合ができた（施設系サービスの充実）か

ら

在宅での介護ニーズが高い（居宅系サービス等の

充実）から

ユニット型は入所費が従来型（多床室）に比べ高

額で るため、人気がないから

介護職員 足による影響

看護職員 足による影響

施設の建物の老朽化による影響（居室内の設備が

古い、個室が ない、バリアフリー整備の充足 

地域に対して十分に営業活 ができていない、施

設の 在を 知できていないから

地域の公的機関として特例入所・措置入所のため

に空床が必要と考えているから

新規入所者よりも、既 入所者の健康 化等によ

る医療機関への入院が多い

施設内の介護サービスが 足もし は入居者・入

居希望者のニーズに合 ていないと感じる

 の の具体的内容

 （全 寄与していない、 からない） １（影響を与えている可能 が る）

２（やや影響を感じている） ３（影響を感じている）

４（かなり影響を感じている） ５（大いに影響していると感じる）

無回答

高齢者人 自体の  

要介護度（３ ５）人 自体の  

近隣に競合ができた（施設系サービスの充実）から

在宅での介護ニーズが高い（居宅系サービス等の充

実）から

ユニット型は入所費が従来型（多床室）に比べ高額

で るため、人気がないから

介護職員 足による影響

看護職員 足による影響

施設の建物の老朽化による影響（居室内の設備が古

い、個室が ない、バリアフリー整備の充足が足り

ていない等）

地域に対して十分に営業活 ができていない、施設

の 在を 知できていないから

地域の公的機関として特例入所・措置入所のために

空床が必要と考えているから

新規入所者よりも、既 入所者の健康 化等による

医療機関への入院が多い

施設内の介護サービスが 足もし は入居者・入居

希望者のニーズに合 ていないと感じる

 の の具体的内容



95 

④ 生じている空床への対策 

生じている空床への対策について、「対策の必要が ると考えている」が 73.7％

で最も多か た。次いで、「対策の必要はないと考えている」が 26.2％で  た。 

 

図表 ５-68 空床対策の必要 （ｎ＝650）（問 15_10） 

 

 

(1)（対策の必要が ると回答した施設）空床を埋めるための工夫 

空床を埋めるための工夫について、「地域のケアマネジャーへ空き状況を共有し

て、入所しやすい体制を  している」が 73.5％で最も多か た。次いで、「既 

ショートステイサービスを活用した入所体験や、個別に施設体験や施設見学を実施」

が 35.3％で  た。 

  

          

    

                  

対策の必要はないと考えている 対策の必要が ると考えている 無回答
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図表 ５-69 空床を埋めるための工夫（ｎ＝479）（問 15_11）（複数回答） 

 

 

⑤ 施設の空床部分の機能転換 

前問で「入所者の見込みがない、空床分の一部を の機能・施設（ショートステ

イ・サ高住等）への用途転換」を回答した施設について、施設の空床部分をどのよ

うな機能に転換したかについて、「空床部分をショートステイへ機能転換した」が

55.6％で最も多か た。次いで、「ショートステイ、サービス付き高齢者向け住宅、

グループホーム、 の 社会福祉施設以外の活用・機能転換をした」「特に空床部

分の利活用はしていない」が 18.5％で  た。  

73.5%

15.9%

35.3%

29.6%

26.1%

5.6%

4.4%

7.3%

0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域のケアマネージャーへ空き状況を共有し

て、入所しやすい体制を  している

空床部分を、特定の入所ニーズに合 せて活

用している

既 ショートステイサービスを活用した入所

体験や、個別に施設体験や施設見学を実施…

認知症 者や医療依 度の高い方等を受け入

れる体制を拡充もし は  （検討、  …

介護職員の人員 足により、空床が生じてい

るため、職員採用を進めている

入所者の見込みがない、空床分の一部を の

機能・施設（ショートステイ・サ高住等）…

特に取組を  ていない

 の の具体的内容

無回答

地域のケアマネジャーへ空き状況を共有し

て、入所しやすい体制を  している 

空床部分を、特定の入所ニーズに合 せて活

用している 

既 ショートステイサービスを活用した入所

体験や、個別に施設体験や施設見学を実施し

ている 

認知症 者や医療依 度の高い方等を受け入

れる体制を拡充もし は  （検討、  等

含む）している 

介護職員の人員 足により、空床が生じてい

るため、職員採用を進めている 

入所者の見込みがない、空床分の一部を の

機能・施設（ショートステイ・サ高住等）へ

の用途転換 

特に取組を  ていない 

 の の具体的内容 

無回答 
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図表 ５-70 空床部分の機能転換（ｎ＝27）（問 15_12）（複数回答） 

 

 

(1)（今後の取組）空床を埋めるための工夫 

空床を埋めるための工夫として、今後取組みたい内容について、「地域のケアマ

ネジャーへ空き状況を共有して、入所しやすい体制の  」が 70.9％で最も多か 

た。次いで、「既 ショートステイサービスを活用した入所体験、や、個別に施設

体験や施設見学の実施」が 35.2％で  た。 

  

     

    

    

    

     

     

    

                  

空床部分をショートステイへ機能転換した

空床部分をサービス付き高齢者向け住宅へ機能

転換した

空床部分をグループホームへ転換した

空床部分を の 社会福祉施設へ転換した

 の の具体的内容

上記以外の活用・機能転換をした  の具体

的内容

特に空床部分の利活用はしていない

無回答

空床部分をショートステイへ機能転換した

空床部分をサービス付き高齢者向け住宅へ

機能転換した

空床部分をグループホームへ転換した

空床部分を の 社会福祉施設へ転換した

上記以外の活用・機能転換をした

特に空床部分の利活用はしていない

無回答
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図表 ５-71 （今後の取組）空床を埋めるための工夫（ｎ＝650）（問 15_15）（複数回答） 

 

  

     

     

     

     

     

    

    

    

     

                  

地域のケアマネージャーへ空き状況を共有し

て、入所しやすい体制の  

空床部分を、特定の入所ニーズに合 せた活用

既 ショートステイサービスを活用した入所体

験や、個別に施設体験や施設見学の実施

認知症 者や医療依 度の高い方等を受け入れ

る体制の拡充もし は  （検討、  等含

む）

介護職員の人員 足により、空床が生じている

ため、職員採用を進める

入所者の見込みがない、空床分の一部を の機

能・施設（ショートステイ・サ高住等）への用

途転換

特になし

 の の具体的内容

無回答

地域のケアマネジャーへ空き状況を共有し

て、入所しやすい体制を  

空床部分を、特定の入所ニーズに合 せ た

活用

既 ショートステイサービスを活用した入

所体験や、個別に施設体験や施設見学 の実

施

認知症 者や医療依 度の高い方等を受け

入れる体制の拡充もし は  （検討、 

 等含む）

介護職員の人員 足により、空床が生じて

いるため、職員採用を進める

入所者の見込みがない、空床分の一部を 

の機能・施設（ショートステイ・サ高住

等）への用途転換

特になし

 の の具体的内容

無回答
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第６章 地域４区分の分析 

ここでは、都道府県調査および、市区町村調査・施設調査の空床の発生に関 る

主な結果についてまとめる。 

各調査に対して同様の設問を設けている場合、比較ができるようにグラフを再掲

した。また、結果を分析するに たり、市区町村・施設調査の回答について「自治

体区分（政令指定都市・特別区・中 市・一般市・町村）」と、下記に す「地域

区分（A～D区分）」の視点で集計を  た。 

上記の分析を踏まえ、空床発生の実態について、「特別養護老人ホームの空床発

生の状況」、「空床の課題感」、「空床の発生理由・要因」、「空床対策として既に実施

している対策」、「今後必要になると想定される対策」について考察した。 

 

１. 地域 4区分の考え方 

① 調査目的 

本調査においては、地域の特 により空床の発生状況が異なるか等を検証するた

め、全国を人 密度1および介護福祉施設数2によ て 4 区分し、空床発生に資する

結果について比較検討を実施した。 

 

② 調査方法 

全国を令和 2年度人 密度¹（対 1km²）および令和 3年度介護福祉施設数²（対千

人：以降、地域資源）によ て 4 区分した。施設は施設所在地の人 密度および地

域資源を用いた。 

地域を人 密度（高い・低い）と地域資源（多い・ ない）によ て分類するた

めに、各指標の全国平均を用いた。令和 2年度全国人 密度は 338.2（1km²）、令和

3年度の地域資源は 0.9（対人 ）で  た。 

自治体は回答者のうち、広域連合（3 所）および地域資源データがない自治体（2

所：福島県双葉町、浪江町）を除き、分析対象を 872の自治体とした。 

 
1 総務省「令和２年国勢調査 人 等基本集計」（https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200521&tstat=000001049104&cycle=0&tclass1
=000001049105&tclass2val=0）令和 7年 1月取  
2 総務省「令和３年  センサス‐活 調査 事業所に関する集計 産業横 的集計 事業所数、従
業者数」（https://www.e-stat.go.jp/dbview?sid=0004005687）令和 7年 1月取  
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施設においては施設の所在地住所より人 密度および地域資源のデータを紐 け、

分析対象を 650施設とした。 

なお、地域資源に含まれる介護福祉施設種別は、特別養護老人ホーム、介護老人

保健施設、通所・ 期入所介護事業、 問介護事業、認知症老人グループホーム、

有料老人ホーム、 の の老人福祉・介護事業で る。また、地域資源数を対人 

に変換するため、「令和２年国勢調査 人 等基本集計」の総人 を用いた。 

また、一部の設問においては各区分と全体の 2 群においてカイ二乗検定により有

意差を確認した。なお、本調査では有意  を 0.1とした。 

 

図表 ６-1 4区分の考え方 

 

③ 地域 4区分の特徴 

(1)人 密度が比較的高 、介護福祉施設数も比較的多い地域（A区分） 

1) A区分_市区町村の特徴 

政令指定都市 6 所（4.8％）、中 市 29 所（23.4％）、一般市 72 所（58.1％）、町

村 17所（13.7％）で  た。 

人 密度は平均 1616.9 人/1km²で  た。また、地域資源は平均 1.2 施設(対千

人）で  た。高齢化率は 32.2％で  た。 

特別養護老人ホームは広域型の平均施設数は 12.2 施設、平均定員数（合計）は

920.1人で  た。一方、地域密着型の平均施設数は 4.8施設、平均定員数（合計）

は 159.61人で  た。 

B
人口密度：高い

地域資源：低い

D
人口密度：低い

地域資源：低い

A
人口密度：高い

地域資源：高い

C
人口密度：低い

地域資源：高い

人口密度

地

域

資

源

市区町村

人口密度：1616.9
地域資源：1.2

施設

人口密度：2231.4
地域資源：1.1

市区町村

人口密度：3605.3
地域資源：0.7

施設

人口密度：3689.3
地域資源：0.7

市区町村

人口密度：100.2
地域資源：1.5

施設

人口密度：131.2
地域資源：1.4

市区町村

人口密度：144.4
地域資源：0.7

施設

人口密度：147.0
地域資源：0.7

※図表内の数字は各区分の人口密度・地域資源の平均値

地域資源

全国平均：0.9（対人口）

人口密度

全国平均：338.2（1km²）
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2) A区分_施設の特徴 

施設所在地の人 密度は平均2231.4人/1km²で  た。また、地域資源は平均1.1

施設(対千人）で  た。令和 5 年度の施設の平均稼働率は 89.4％で  た。また

平均定員数は 62.2人で  た。 

 

(2)人 密度が比較的高 、介護福祉施設数は比較的 ない地域（B区分） 

1) B区分_市区町村の特徴 

政令指定都市 11所（4.4％）、特別区 17所（6.9％）、中 市 14所（5.6％）、一般

市 145所（58.5％）、町村 61所（24.6％）で  た。 

人 密度は平均 3605.3 人/1km²で  た。また、地域資源は平均 0.7 施設(対千

人）で  た。高齢化率は 27.1％で  た。 

特別養護老人ホームは広域型の平均施設数は 9.4 施設、平均定員数（合計）は

769.2人で  た。一方、地域密着型の平均施設数は 2.2施設、平均定員数（合計）

は 95.9人で  た。 

 

2) B区分_施設の特徴 

施設所在地の人 密度は平均3689.3人/1km²で  た。また、地域資源は平均0.7

施設(対千人）で  た。令和 5 年度の施設の平均稼働率は 90.2％で  た。また

平均定員数は 73.7人で  た。 

 

(3)人 密度が比較的低 、介護福祉施設数は比較的多い地域（C区分） 

1) C区分_市区町村の特徴 

一般市 141所（38.0％）、町村 225所（60.6％）で  た。 

人 密度は平均 100.2 人/1km²で  た。また、地域資源は平均 1.5 施設(対千人）

で  た。高齢化率は 40.3％で  た。 

特別養護老人ホームは広域型の平均施設数は 3.2 施設、平均定員数（合計）は

226.3人で  た。一方、地域密着型の平均施設数は 1.3施設、平均定員数（合計）

は 61.8人で  た。 

 

2) C区分_施設の特徴 

施設所在地の人 密度は平均 131.2人/1km²で  た。また、地域資源は平均 1.4

施設(対千人）で  た。令和 5 年度の施設の平均稼働率は 92.6％で  た。また

平均定員数は 57.7人で  た。 
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(4)人 密度が比較的低 、介護福祉施設数も比較的 ない地域（D区分） 

1) D区分_市区町村の特徴 

一般市 44所（34.1%）、町村 85所（65.9％）で  た。 

人 密度は平均 144.4 人/1km²で  た。また、地域資源は平均 0.7 施設(対千人）

で  た。高齢化率は 36.1％で  た。 

特別養護老人ホームは広域型の平均施設数は 2.7 施設、平均定員数（合計）は

199.8人で  た。一方、地域密着型の平均施設数は 0.9施設、平均定員数（合計）

は 52.7人で  た。 

 

2) D区分_施設の特徴 

施設所在地の人 密度は平均 147.0人/1km²で  た。また、地域資源は平均 0.7

施設(対千人）で  た。令和 5 年度の施設の平均稼働率は 91.4％で  た。また

平均定員数は 62.3人で  た。 

 

図表 ６-2 市区町村回答者の分布 

（人 密度(pd)および地域資源（resource）） 

 

 

 

 

 

 

図表 ６-3 市区町村（自治体区分）と 4区分 
 

A % B % C % D % 合計 % 

政令指定都市 6 4.8 11 4.4 0 0.0 0 0.0 17 1.9 

特別区 0 0.0 17 6.9 0 0.0 0 0.0 17 1.9 

中 市 29 23.4 14 5.6 5 1.3 0 0.0 48 5.5 

一般市 72 58.1 145 58.5 141 38.0 44 34.1 402 46.1 

町村 17 13.7 61 24.6 225 60.6 85 65.9 388 44.5 

計 124 100.0 248 100.0 371 100.0 129 100.0 872 100.0 
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図表 ６-4 市区町村の人 密度と 4区分 

  最小値 1stQu. 中央値 平均値 3rdQu. 最大値 欠損値 

A 339.6 590.6 988.2 2,231.4 1,708.1 12,215.6 0 

B 349.4 991.3 1861.0 3,689.3 4,941.5 22,121.9 0 

C 3.7 60.5 105.3 131.2 189.6 333.7  0 

D 5.6 52.8 141.5 147.0 223.4 325.8  0 

合計 3.7 145.1 507.5 1,829.5 1,708.1 22,121.9 0 

 

図表 ６-5 市区町村の地域資源と 4区分 

  最小値 1stQu. 中央値 平均値 3rdQu. 最大値 欠損値 

A 0.9 1.0 1.1 1.2 1.3 3.6 5 

B 0.3 0.6 0.7 0.7 0.7 0.9 5 

C 0.9 1.1 1.3 1.5 1.6 4.0 5 

D 0.2 0.6 0.7 0.7 0.8 0.9 5 

合計 0.2 0.7 1.0 1.1 1.3 4.0 5 

 

図表 ６-6 施設回答者の分布 

（人 密度(pd)および地域資源（resource）） 

 

 

 

 

 

 

 

図表 ６-7 施設（自治体区分）と 4区分 
 

A % B % C % D % 合計 % 

政令指定都市 30  18.1  61 28.8  0 0.0  0 0.0  91  14.0  

特別区 0  0.0  11 5.2  0 0.0  0 0.0  11  1.7  

中 市 65  39.2  25 11.8  8 3.7  0 0.0  98  15.1  

一般市 63  38.0  101 47.6  142 66.4  27 46.6  333  51.2  

町村 8  4.8  14 6.6  64 29.9  31 53.4  117  18.0  

合計 166  100.0  212 100.0  214 100.0  58 100.0  650  100.0  
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図表 ６-8 施設所在地の人 密度と 4区分 

  最小値 1stQu. 中央値 平均値 3rdQu. 最大値 欠損値 

A 338.3 478.2 737.0 1,616.9 1,342.4 12215.6 5 

B 339.0 810.7 1777.0 3,605.3 4,208.9 23,182.1 5 

C 1.3 30.8 71.5 100.2 146.0 336.3 5 

D 1.8 53.6 131.4 144.4 219.2 337.6 5 

合計 1.3 68.4 247.2 1,319.3 1,004.6 23,182.1 5 

 

 

図表 ６-9 施設所在地の地域資源と 4区分 

  最小値 1stQu. 中央値 平均値 3rdQu. 最大値 欠損値 

A 0.9 1.0 1.1 1.1 1.2 3.4 0 

B 0.4 0.6 0.7 0.7 0.8 0.9 0 

C 0.9 1.1 1.3 1.4 1.5 2.9  0 

D 0.3 0.6 0.7 0.7 0.8 0.9  0 

合計 0.3 0.7 1.0 1.0 1.2 3.4 0 
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２. 特別養護老人ホームの空床発生の状況 

① 空床の発生状況 

都道府県では、広域型の「基本的に全ての施設で 員」が 0.0％、「施設によ て

空きが る」が 66.0％、「 に空きが る」が 2.1％で  た。 

地域密着型の「基本的に全ての施設で 員」が 2.1％、「施設によ て空きが る」

が 53.2％、「 に空きが る」が 2.1％で  た。 

 

市区町村では、広域型の「基本的に全ての施設で 員」が 47.1％、「施設によ 

て空きが る」が 18.8％、「 に空きが る」が 2.9％で  た。 

地域密着型の「基本的に全ての施設で 員」が 23.7％、「施設によ て空きが 

る」が 7.8％、「 に空きが る」が 1.6％で  た。 

地域区分でみると、広域型では、「基本的にすべての施設で 員」は C 区分（人

 密度低、地域資源高）の回答が多 、一方で A 区分の回答は回答が な 、全体

傾向に比べ有意な差が認められた。「施設によ て空きが る」は A 区分（人 密

度高、地域資源高）と B 区分（人 密度高、地域資源低）の回答が多 、C 区分と

D 区分（人 密度低、地域資源低）の回答が な 、全体傾向に比べ有意な差が認

められた。「 に空きが る」は各区分に傾向の違いは認められなか た。 

地域密着型では、「基本的にすべての施設で 員」は C 区分の回答が多 、一方

で B 区分は回答が な 、全体傾向に比べ有意な差が認められた。「施設によ て

空きが る」は A区分と C区分の回答が多 、全体傾向に比べ有意な差が認められ

た。「 に空きが る」は各区分に傾向の違いは認められなか た。 

 

施設では、令和 5年度の 1年間を通じて、 態的な空床は、「なか た（ に 床

に近い状態だ た。※手続き等を理由として一時的に空床となる場合を含む）」が

62.9％で最も多か た。次いで、「 態的に１割 度の空床が  た」が 28.2％、

「 態的に 2～3割 度の空床が  た」が 7.4％で  た。 

施設種別でみると、 態的な空床は「なか た（ に 床に近い状態だ た。※

手続き等を理由として一時的に空床となる場合を含む）」が、「従来型」62.5％、

「ユニット型」62.5％、「併用型」62.8％で  た。 

地域区分でみると、 態的な空床は「なか た に 床に近い状態だ た。※手

続き等を理由として一時的に空床となる場合を含む）」の回答について、「従来型」
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は A区分、D区分の回答が ない。「ユニット型」は A区分の回答が ない。「併用

型」は A区分、D区分の回答が ない状況で  た。 

 

以上のことから、特別養護老人ホームの空床発生状況は、地域区分や施設タイプ

によ て異なるが、全体的には一部で空床が発生している状況が確認できた（施設

の回答では、「 態的に 1 割 度の空床が  た」が 28.2％、「 態的に 2～3 割 

度の空床が  た」が 7.4％）。 

市区町村でみると、広域型は人 密度が高い区分のほうが「施設によ て空きが

 る」と捉えており、地域密着型は A 区分が「施設によ て空きが る」と捉えて

いる。 

施設でみると、4区分で差は確認できなか たが、「従来型・併用型」では A区分、

D 区分が比較的空床が生じている割合が高 、「ユニット型」では A 区分（人 密

度高、地域資源高）で比較的空床が生じている割合が高い可能 が る。 

 

図表 ６-10 （再掲）（都道府県）稼働状況（問 2） 

 

  

 

    

   

   

    

   

    

   

   

    

              

基本的に全ての施設で 員

施設によ ては空きが る

時期によ ては空きが る

 に空きが る

稼働状況を  していない

広域型      地域密着型      
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図表 ６-11 （再掲）（市区町村）稼働状況（問 2） 

 

 

図表 ６-12 （市区町村）広域型_稼働状況詳細（問 2） 

広域型_基本的にすべての施設で 員 

  A % B % C % D % 合計 % 

政令指定都市 1 16.7 2 18.2         3 17.6 

特別区     9 52.9         9 52.9 

中 市 5 17.2 4 28.6 1 20.0     10 20.8 

一般市 18 25.0 59 40.7 72 32.0 16 36.4 165 41.0 

町村 8 47.1 29 47.5 119 52.9 47 55.3 203 52.3 

計 32 25.8 103 41.5 192 51.8 63 48.8 390 44.7 

※表中の割合は各項目の n 数に対する割合（例：政令指定都市・A 区分 n=6 の回答 1 件・
16.7％）以下同 
※合計の回答数に対して A～D 区分の回答に差が るかを確認するためカイ二乗検定を実施
（有意差（p<0.1）が  た項目を太 ） 

 

広域型_施設によ ては空きが る 

  A % B % C % D % 合計 % 

政令指定都市 4 66.7 6 54.5         10 58.8 

特別区    10 58.8         10 58.8 

中 市 14 48.3 5 35.7 1 20.0     20 41.7 

一般市 17 23.6 32 22.1 25 11.1 9 20.5 83 20.6 

町村 2 11.8 5 8.2 22 9.8 3 3.5 32 8.2 

計 37 29.8 58 23.4 48 12.9 12 9.3 155 17.8 

※合計の回答数に対して A～D 区分の回答に差が るかを確認するためカイ二乗検定を実施
（有意差（p<0.1）が  た項目を太 ） 

     

     

     

    

     

    

     

    

    

    

    

     

                    

基本的に全ての施設で 員

施設によ ては空きが る

時期によ ては空きが る

 に空きが る

稼働状況を  していない

無回答

広域型       地域密着型       
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広域型_ に空きが る 

  A % B % C % D % 合計 % 

政令指定都市 0 0.0 1 9.1         1 5.9 

特別区    0 0.0         0 0.0 

中 市 0 0.0 0 0.0 0 0.0     0 0.0 

一般市 0 0.0 1 0.7 4 1.8 0 0.0 5 1.2 

町村 2 11.8 0 0.0 11 4.9 5 5.9 18 4.6 

計 2 1.6 2 0.8 15 4.0 5 3.9 24 2.8 

※合計の回答数に対して A～D 区分の回答に差が るかを確認するためカイ二乗検定を実施
（有意差（p<0.1）が  た項目を太 ） 

 

図表 ６-13 （市区町村）地域密着型_稼働状況詳細（問 2） 

地域密着型_基本的にすべての施設で 員 

  A % B % C % D % 合計 % 

政令指定都市 0 0.0 3 27.3         3 17.6 

特別区    0 0.0         0 0.0 

中 市 10 34.5 2 14.3 0 0.0     12 25.0 

一般市 13 18.1 25 17.2 60 26.7 11 25.0 109 27.1 

町村 3 17.6 8 13.1 39 17.3 8 9.4 58 14.9 

計 26 21.0 38 15.3 99 26.7 19 14.7 182 20.9 

※合計の回答数に対して A～D 区分の回答に差が るかを確認するためカイ二乗検定を実施
（有意差（p<0.1）が  た項目を太 ） 

 

地域密着型_施設によ ては空きが る 

  A % B % C % D % 合計 % 

政令指定都市 3 50.0 3 27.3         6 35.3 

特別区    0 0.0         0 0.0 

中 市 6 20.7 3 21.4 0 0.0     9 18.8 

一般市 6 8.3 15 10.3 10 4.4 3 6.8 34 8.5 

町村 1 5.9 0 0.0 3 1.3 1 1.2 5 1.3 

計 16 12.9 21 8.5 13 3.5 4 3.1 54 6.2 

※合計の回答数に対して A～D 区分の回答に差が るかを確認するためカイ二乗検定を実施
（有意差（p<0.1）が  た項目を太 ） 
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地域密着型_ に空きが る 

  A % B % C % D % 合計 % 

政令指定都市 0 0.0 0 0.0         0 0.0 

特別区    0 0.0         0 0.0 

中 市 0 0.0 0 0.0 0 0.0     0 0.0 

一般市 1 1.4 1 0.7 4 1.8 0 0.0 6 1.5 

町村 0 0.0 1 1.6 4 1.8 2 2.4 7 1.8 

計 1 0.8 2 0.8 8 2.2 2 1.6 13 1.5 

※合計の回答数に対して A～D 区分の回答に差が るかを確認するためカイ二乗検定を実施
（有意差（p<0.1）が  た項目を太 ） 

 

図表 ６-14 （再掲）（施設） 態的な空床状況（ｎ＝650）（問 15_4） 

  

              

        

    

                  

なか た（ に 床に近い状態だ た。  手続き等を理由として一時的に空床と

なる場合を含む）
 態的に 割 度の空床が  た

 態的に ～ 割 度の空床が  た

 態的に ～ 割 度の空床が  た

 態的に ～ 割 度の空床が  た

無回答
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図表 ６-15 （施設） 態的な空床状況「 態的な空床はなか た」の回答（施設種別）

（問 15_4） 

 

従来型 A % B %  C %  D %  合計 % 

広域型 31  57.4  31 67.4  63  67.7  13 52.0  138  63.3 

地域密

着型 
2  50.0  3 50.0  0  0.0  2 100.0  7  50.0 

計 33  56.9  34 65.4  63  66.3  15 55.6  145  62.5 

           

ユニット型 A % B %  C %  D %  合計 % 

広域型 22  52.4  51 60.0  28  60.9  14 77.8  115  63.3 

地域密

着型 
32  64.0  27 62.8  35  71.4  6 85.7  100  50.0 

計 54  58.7  78 60.9  63  66.3  20 80.0  215  62.5 

           

併用型 A % B %  C %  D %  合計 % 

広域型 40  58.8  49  64.5  75  67.0  16 51.6  180  62.7 

地域密

着型 
3  50.0  5  62.5  4  66.7  2 100.0  14  63.6 

計 43  58.1  54 64.3  79  66.9  18 54.5  194  62.8 

※従来型の定員数のみ回答施設を「従来型」、ユニット型のみ回答施設を「ユニット型」、従来
型・ユニット型い れも回答施設を「混合型」に分類 
※「 態的な空床はなか た」の回答を集計 
※合計の回答数に対して A～D 区分の回答に差が るかを確認するためカイ二乗検定を実施し
たが、本項目では有意差（p<0.1）は確認できなか た 
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② 特別養護老人ホームの稼働率 

施設の稼働率について、令和 5年度の平均は 90.9%で  た。 

特別養護老人ホームの施設種別でみると、従来型は平均 91.6%、ユニット型は平

均 90.2%、併用型は平均 91.7%で り、施設種別での差はなか た。 

4 区分でみると、最も低いのは併用型・A 区分（人 密度高、地域資源高）の

88.3％、次いで従来型・A 区分（人 密度高、地域資源高）、ユニット型・B 区分

（人 密度高、地域資源低）88.7％で り、人 密度が高い地域の稼働率が低い傾

向が確認できた。 

 

図表 ６-16 （再掲）（施設）稼働率（問 15_1） 

 ｎ 平均値 中央値 

令和3年度 650 88.2 95 

令和4年度 650 89.2 95 

令和5年度 650 90.9 95 

 

図表 ６-17 （再掲）（施設）稼働率詳細（問 15_1） 

従来型 最小値 1stQu. 中央値 平均値 3rdQu. 最大値 

A 0.0 89.3 94.0 88.7 95.0 100.0 

B 36.0 91.0 94.5 92.6 97.0 100.0 

C 72.0 92.0 95.0 93.4 97.0 100.0 

D 0.0 90.0 93.0 89.5 96.5 99.0 

合計 0.0 91.0 94.0 91.6 97.0 100.0 

 

ユニット型 最小値 1stQu. 中央値 平均値 3rdQu. 最大値 

A 0.0 90.8 95.0 90.4 97.0 100.0 

B 0.0 90.0 95.0 88.7 97.0 100.0 

C 0.0 90.5 96.0 91.4 97.0 131.0 

D 55.0 93.0 96.0 92.2 98.0 99.0 

合計 0.0 90.0 95.0 90.2 97.0 131.0 

 

併用型 最小値 1stQu. 中央値 平均値 3rdQu. 最大値 

A 0.0 90.3 94.0 88.3 96.0 100.0 

B 34.0 91.0 95.0 92.4 97.0 100.0 
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併用型 最小値 1stQu. 中央値 平均値 3rdQu. 最大値 

C 72.0 92.0 95.0 93.5 97.0 100.0 

D 0.0 90.0 94.0 90.9 97.0 99.0 

合計 0.0 91.0 95.0 91.7 97.0 100.0 

※従来型の定員数のみ回答施設を「従来型」、ユニット型のみ回答施設を「ユニット型」、従来
型・ユニット型い れも回答施設を「混合型」に分類 
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３. 空床の課題感 

都道府県は、空床について「課題感を感じている」は 38.3％で最も多か た。

「課題感を感じ始めている」25.5％、「やや課題感を感じている」17.0％、「全 感

じていない、 からない」14.9％で  た。 

 

市区町村は、空床の課題感について、「全 感じてない、 からない」が 53.7％

で最も多か た。次いで、「課題感を感じ始めている」が 17.0％で  た。 

課題感を点数化し、平均点を比較すると、全体では 1.00 点で  たのに対し、4

区分別にみるとA区分（人 密度高、地域資源高）：0.91、B区分（人 密度高、地

域資源低）：0.94、C 区分（人 密度低、地域資源高）：1.03、D 区分（人 密度低、

地域資源低）：1.09と人 密度の低い区分の点数が比較的高か た。 

 

施設は、空床への課題感について、「  に課題感を感じている」が 22.6％で最

も多か た。次いで、「課題感を感じている」が 21.7％、「課題感を感じ始めている」

「やや課題感を感じている」が 14.8％で  た。 

課題感を点数化し、平均点を比較すると、全体では 1.56 点で  たのに対し、4

区分別にみると A区分：1.33、B 区分：2.75、C 区分：2.58、D 区分：2.74と人 

密度の低い区分と B区分（人 密度高・地域資源低）の点数が比較的高か た。 

 

以上のことから、総じて、都道府県と市区町村、ならびに施設全体で空床問題に

対する認識には差異がみられる（施設の課題感は  に強 、市区町村は徐々に課

題を感じ始めている）が、特に人 密度の低い地域や地域資源が ない地域におい

ては、空床問題が深刻に受け止められていることが確認できる。 

  



114 

図表 ６-18 （再掲）（都道府県）空床への課題感（ｎ＝47）（問 10_1） 

 

図表 ６-19 （再掲）（市区町村）空床への課題感(n=877）（問 13_1） 

 

 

図表 ６-20 （市区町村）空床への課題感詳細（問 13_1） 

  A B C D 合計 

政令指定都市 2.50 2.09     2.24 

特別区   1.47     1.47 

中 市 1.07 1.14 1.20   1.10 

一般市 0.75 0.86 0.96 1.25 0.92 

町村 0.76 0.74 1.07 1.00 0.99 

計 0.91 0.94 1.03 1.09 1.00 

※「  に課題と感じている」～「全 感じていない、 からない」の回答を下記のとおり点
数化し平均点を算出した 
5点   に課題感を感じている 
4点 かなり課題感を感じている 
3点 やや課題感を感じている 
2点 課題感を感じている 
1点 課題感を感じ始めている 
0点 全 感じていない、 からない 

                    

        

                  

 （全 感じていない、 からない）  （課題感を感じ始めている）

 （やや課題感を感じている）  （課題感を感じている）

 （かなり課題感を感じている）  （  に課題感を感じている）

                    

            
                  

 （全 感じていない、 からない）  （課題感を感じ始めているている）

 （やや課題感を感じている）  （課題感を感じている）

 （かなり課題感を感じている）  （  に課題感を感じている）

無回答
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図表 ６-21 （再掲）（施設）空床の課題感（ｎ＝650）（問 15_8_1） 

 

 

図表 ６-22 （施設）空床の課題感詳細（問 15_8_1） 

  A B C D 全体 

政令指定都市 1.14 3.20     1.20 

特別区   2.27     0.91 

中 市 0.90 2.00 3.75   0.98 

一般市 1.24 2.85 2.57 2.67 1.51 

町村 0.88 1.79 2.47 2.81 1.94 

計 1.33 2.75 2.58 2.74 1.56 

※「  に課題と感じている」～「全 感じていない、 からない」の回答を下記のとおり点
数化し平均点を算出した 
5点   に課題感を感じている 
4点 かなり課題感を感じている 
3点 やや課題感を感じている 
2点 課題感を感じている 
1点 課題感を感じ始めている 
0点 全 感じていない、 からない 

  

                              

    

                  

 （全 感じていない、 からない）  （課題感を感じ始めている）

 （やや課題感を感じている）  （課題感を感じている）

 （かなり課題感を感じている）  （  に課題感を感じている）

無回答
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４. 空床の発生理由・要因 

① 空床の発生理由・要因について 

空床の発生理由・要因（市区町村 図表 4-37、施設 図表 5-66）を選択肢ごとに点

数化し、平均点を算出し比較した。 

 の結果、市区町村においては、A～D 区分共通して、「介護・看護職員の 足」

の点数が最も高か た。また、A 区分（人 密度高、地域資源高）と B 区分（人 

密度高、地域資源低）、D 区分（人 密度低、地域資源低）は、「ユニット型施設の

入所費が高額で る」の点数が高いことが共通しており、C 区分（人 密度が低 

地域資源が多い）は、「高齢者人 の  」の点数が高か た。 

施設においては、A 区分と B 区分は、共通して「近隣に競合施設ができた」、「介

護職員の 足」の点数が高か た。また、A区分は、「入所者の健康 化による医療

機関への入院」の点数が高 、B 区分は「ユニット型施設の入所費が高額で る」

の点数が高いことが特徴的で  た。 

C 区分と D 区分は、共通して「介護・看護職員の 足」と「高齢者人 の  」

の点数が高か た。また、D 区分ではさらに、「ユニット型施設の入所費が高額」

の点数が高か た。 

 

全体を通じて、市区町村と施設の両方で点数が高いのは、「介護職員と看護職員

の 足」で る。また、「ユニット型施設の高額なこと」が多 の区分で挙げられ

ている。「高齢者人 の  」は特に人 密度の低い C 区分と D 区分で共通して点

数が高か た。 

市区町村と施設の違いとして、市区町村では「職員の 足」や、「高齢者人 の

  」など、人 密度が影響を与える要因の点数が高い一方、施設の A区分と B区

分では、「近隣に競合施設ができた」ことが共通して要因と考えられている。 
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図表 ６-23 （市区町村・施設）空床理由・原因詳細まとめ 

 

 市区町村 施設 

全体 1位介護職員 足による影響 1位介護職員 足による影響 

2位看護職員 足による影響 2 位既 入所者の健康 化等に

よる医療機関への入院が多い 

3 位ユニット型は入所費が従来

型（多床室）に比べ高額で る

ため、人気がないから 

3 位近隣に競合ができた（施設

系サービスの充実）から 

A区分 

（人 密度が高 、

地域資源が多い） 

1位介護職員 足による影響 1 位近隣に競合ができた（施設

系サービスの充実）から 

2位看護職員 足による影響 2 位既 入所者の健康 化等に

よる医療機関への入院が多い 

3 位ユニット型は入所費が従来

型（多床室）に比べ高額で る

ため、人気がないから 

3位介護職員 足による影響 

B区分 

（人 密度が高 、

地域資源が ない） 

1位介護職員 足による影響 1 位近隣に競合ができた（施設

系サービスの充実）から 

2位看護職員 足による影響 

 

2 位ユニット型は入所費が従来

型（多床室）に比べ高額で る

ため、人気がないから 

3 位ユニット型は入所費が従来

型（多床室）に比べ高額で る

ため、人気がないから、在宅ニ

ーズ） 

3位介護職員 足による影響 

C区分 

（人 密度が低 地

域資源が多い） 

1位介護職員 足による影響 1位介護職員 足による影響 

2位看護職員 足による影響 2位看護職員 足による影響 

3位高齢者人 の   3位高齢者人 の   

D区分 

（人 密度が低 地

域資源が ない） 

1位介護職員 足による影響 1位介護職員 足による影響 

2位看護職員 足による影響 2位看護職員 足による影響 

3 位ユニット型は入所費が従来

型（多床室）に比べ高額で る

ため、人気がないから 

3 位 高 齢 者 人  の   , 

ユニット型は入所費が従来型

（多床室）に比べ高額で るた

め、人気がないから 
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図表 ６-24 （市区町村）空床理由・原因詳細（問 14）上位抜粋 

介護職員 足による影響（1位） 

  A B C D 合計 

政令指定都市 2.67 3.82     3.41 

特別区   1.71     1.71 

中 市 1.82 1.86 2.40   1.89 

一般市 1.45 1.72 1.91 2.67 1.84 

町村 1.82 1.97 2.14 1.94 2.07 

計 1.65 1.88 2.06 2.19 1.97 

 

 

看護職員 足による影響（2位） 

  A B C D 合計 

政令指定都市 1.83 2.55     2.29 

特別区   1.53     1.53 

中 市 1.50 1.21 2.40   1.51 

一般市 1.19 1.39 1.64 2.40 1.55 

町村 1.47 1.70 1.94 1.73 1.84 

計 1.33 1.52 1.83 1.95 1.69 

 

ユニット型は入所費が従来型（多床室）に比べ高額で るため、人気がないから（3位） 

  A B C D 合計 

政令指定都市 1.50 1.36     1.41 

特別区   1.82     1.82 

中 市 1.25 1.50 2.40   1.45 

一般市 0.86 1.01 0.90 1.95 1.05 

町村 0.82 1.23 0.98 1.06 1.03 

計 0.98 1.16 0.97 1.36 1.08 
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図表 ６-25 （施設）空床理由・原因詳細（問 15_9）上位抜粋 

介護職員 足による影響（1位） 

  A B C D 全体 

政令指定都市 2.31 2.87     2.40 

特別区   5.14     3.27 

中 市 2.67 3.44 2.00   2.57 

一般市 2.25 2.84 3.01 3.68 2.34 

町村 1.88 2.73 3.30 3.13 2.43 

計 2.51 3.14 3.18 3.72 2.45 

 

新規入所者よりも、既 入所者の健康 化等による医療機関への入院が多い（2位） 

  A B C D 全体 

政令指定都市 2.17 3.18     2.43 

特別区   3.33     2.73 

中 市 2.40 3.32 2.29   2.40 

一般市 2.51 2.81 2.49 2.00 2.28 

町村 3.38 2.50 2.28 2.85 2.25 

計 2.55 3.11 2.58 2.94 2.35 

 

近隣に競合ができた（施設系サービスの充実）から（3位） 

  A B C D 全体 

政令指定都市 2.59 4.09     2.88 

特別区   6.83     3.73 

中 市 2.46 3.83 2.43   2.51 

一般市 2.38 3.53 2.02 2.86 2.24 

町村 3.63 2.00 1.52 2.11 1.78 

計 2.60 3.80 2.08 2.97 2.34 

 

ユニット型は入所費が従来型（多床室）に比べ高額で るため、人気がないから（4位） 

  A B C D 全体 

政令指定都市 2.10 3.62     2.52 

特別区   2.10     1.91 

中 市 2.16 3.21 3.14   2.28 
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  A B C D 全体 

一般市 2.13 3.26 2.40 3.05 2.32 

町村 2.25 4.10 1.68 2.04 1.84 

計 2.28 3.44 2.39 3.00 2.28 

 

看護職員 足による影響（5位） 

  A B C D 全体 

政令指定都市 2.17 2.24     2.04 

特別区   3.63     2.64 

中 市 2.39 2.10 1.75   2.18 

一般市 2.08 2.20 2.56 2.91 2.08 

町村 1.50 2.17 2.81 2.48 2.15 

計 2.32 2.44 2.76 3.16 2.15 
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② 介護職員 足の影響 

前項の「空床の発生理由・要因」では、「介護職員の 足」が重要な理由・要因

として挙が たため、介護職員 足の影響について詳細を確認する。 

 

介護職員 足による施設運営に対する影響の状況について、施設の回答では介

護・看護職員 足による入所者受入れへの影響は、「特に影響は出ていない」が

76.2％で最も多か た。次いで、「介護職員の人員 足により入所案内を控えた」

が 14.3％、「ユニットやフ アの一部を  した」が 7.1％、「看護職員の人員 足

により入所案内を控えた」が 4.9％で  た。 

 

地域区分でみると、「特に影響は出ていない」は D 区分（人 密度低、地域資源

低）の回答の割合が低か た。「介護職員の人員 足により入所案内を控えた」は、

D 区分の回答の割合が高か たが、全体傾向との有意な差までは認められなか た。

「ユニットやフ アの一部を  した」、「看護職員の人員 足により入所案内を控

えた」は各区分と全体傾向に有意な差は認められなか た。 

 

以下のことから、人 密度が低 地域資源が ない D 区分においては、介護職員

 足が特に深刻な問題とな ており、施設運営に対する影響が大きい可能 が る。

これは、D 区分において介護職員の確保が難しいことや、地域資源の 足が介護サ

ービスの提供に制約を与えている可能 を している。一方で、本調査では有意差

まで確認できなか た。 の理由として「空床の発生理由」について職員に所感を

伺うもので り、回答者の意識に依る部分の影響も考えられる。今後は本調査結果

から られた空床の発生理由に関する客観的な指標等による分析調査が必要で る。 
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図表 ６-26 （再掲）（施設）介護看護職員 足の影響（ｎ＝650）（問 15_2）（複数回答） 

 

 

図表 ６-27 （施設）介護看護職員 足の影響詳細（問 15_2）（複数回答） 

特に影響は出ていない   

  A % B % C % D % 合計 % 

政令指定都市 22  73.3 44  72.1         66  72.5 

特別区     7  63.6         7  63.6 

中 市 45  69.2 20  80.0 5  62.5     70  71.4 

一般市 53  84.1 82  81.2 111  78.2 22  81.5 268  80.5 

町村 6  75.0 10  71.4 49  76.6 19  61.3 84  71.8 

計 126  75.9 163  76.9  165  77.1  41  70.7  495  76.2  

 

介護職員の人員 足により入所案内を控えた   

  A % B % C % D % 合計 % 

政令指定都市 4 13.3 8  13.1         8  8.8 

特別区    2  18.2         6  54.5 

中 市 13  20.0 4  16.0 0  0.0     17  17.3 

一般市 9  14.3 11  10.9 17  12.0 2  7.4 39  11.7 

町村 1  12.5 3  21.4 8  12.5 11  35.5 23  19.7 

計 27  16.3 28  13.2  25  11.7  13  22.4  93  14.3 

 

    

     

    

     

    

    

                  

ユニットやフ アの一部を  した

介護職員の人員 足により入所案内を控

えた

看護職員の人員 足により入所案内を控

えた

特に影響は出ていない

 の の具体的内容

無回答
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ユニットやフ アの一部を  した   

  A % B % C % D % 合計 % 

政令指定都市 3  10.0 5  8.2         8  8.8 

特別区     1  9.1         1  9.1 

中 市 2  3.1 0  0.0 2  25.0     4  4.1 

一般市 5  7.9 8  7.9 7  4.9 3  11.1 23  6.9 

町村 0  0.0 1  7.1 7  10.9 2  6.5 10  8.5 

計 10  6.0 15  7.1  16  7.5  5  8.6  46  7.1 

 

看護職員の人員 足により入所案内を控えた   

  A % B % C % D % 合計 % 

政令指定都市 2  6.7 4  6.6         6  6.6 

特別区     2  18.2         2  18.2 

中 市 2  3.1 3  12.0 0  0.0     5  5.1 

一般市 2  3.2 6  5.9 3  2.1 1  3.7 12  3.6 

町村 0  0.0 1  7.1 4  6.3 2  6.5 7  6.0 

計 6  3.6 16  7.5  7  3.3  3  5.2  32  4.9 

※合計の回答数に対して A～D 区分の回答に差が るかを確認するためカイ二乗検定を実施し
たが、本項目では有意差（p<0.1）は確認できなか た 
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③ 入所辞退理由 

前項の「空床の発生理由・要因」において、施設の回答の 3 位で  た「近隣に

競合ができた」の詳細を確認するため、施設における入所辞退理由の詳細を確認す

る。 

 

入所辞退理由について、施設に上位３つまでの理由をた ねたところ、「 の特

別養護老人ホームへの入所が決定した」が 83.2％で最も多か た。次いで、「本人

が死亡した」が 77.7％、「医療機関に入院した」が 49.2％、「 の の施設に入所が

決定した」26.0％で  た。 

 

地域区分でみると、「 の特別養護老人ホームへの入所が決定した」は D 区分

（人 密度低、地域資源低）の回答の割合が低か た。「本人が死亡した」は４区

分で差はなか た。「 の の施設に入所が決定した」は A 区分（人 密度高、地

域資源高）の回答の割合が高か た。しかしながら、「 の特別養護老人ホームへ

の入所が決定した」「本人が死亡した」「 の の施設に入所が決定した」は全体傾

向と比較し有意な差は認められなか た。一方で「医療機関に入院した」は、D 区

分の回答の割合が低 、全体傾向と比較し有意な差が認められた。 

 

以上のことから、「 の特別養護老人ホームへの入所が決定した」が 83.2％で最

も多 、特別養護老人ホームに対するニーズが確認できた。一方で、入所辞退理由

には地域区分によ て傾向が異なり、特に D区分においては の特別養護老人ホー

ムや医療機関への入所が ないことが分か た。これにより、人 密度が低 地域

資源が ない地域においては、申込を  ている施設から へ移 する機会が な

いことが推察できた。また、A 区分（人 密度高、地域資源高）の回答の割合が高

 、これは A 区分において の介護系施設の供給が充実しているため、利用者が 

の施設を選択する機会が多いことが推察できる。 

 

また、前問で「 の の施設に入所が決定した」を回答した施設で令和５年度で

入所 として該当する施設は「介護老人保健施設」が 65.1％で最も多か た。次い

で、「特定施設入居者生活介護（介護付き有料老人ホーム）」が 25.4％、「認知症対

応型共同生活介護（グループホーム）」が 24.9％、「特定施設入居者生活介護（サー

ビス付き高齢者住宅）」が 17.8％で  た。（図表 5-29） 
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 の の施設への入所では、「介護老人保健施設」への入所が多いことから、医

療的ケアに対するニーズが一定数 ることが推察できるとともに、「特定施設入居

者生活介護（介護付き有料老人ホーム）」や「認知症対応型共同生活介護（グルー

プホーム）」、「特定施設入居者生活介護（サービス付き高齢者住宅）」も一定数 在

し、これらの施設へのニーズが確認できた。特定施設入居者生活介護を除 「住宅

型有料老人ホーム」が 13.9％、「サービス付き高齢者向け住宅」10.1％で  たこ

とから、特定施設入居者生活介護の施設のほうに入所しているケースが多いと思 

れる。 

 

図表 ６-28 （再掲）（施設）辞退理由（問 6_2）（複数回答） 

 

  

     

     

     

     

     

     

    

     

    

    

                  

 の特別養護老人ホームへの入所が決定

した

医療機関に入院した

当 の間、在宅介護（居宅サービス利

用）の継続が可能で り、辞退した

医療ニーズへの対応が困難で ることを

 明し、入所を  した

本人または家族が入所を  した

本人が死亡した

入所費用の負担が困難で  た

 の の施設に入所が決定した

 の の具体的内容

無回答
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図表 ６-29 （施設）辞退理由詳細 上位４つ（問 6_2）（複数回答） 

 特養へ入所が決定（1位） 

  A % B % C % D % 合計 % 

政令指定都市 24  80.0 54  88.5         78  85.7 

特別区     7  63.6         7  63.6 

中 市 51  78.5 23  92.0 7  87.5     81  82.7 

一般市 59  93.7 85  84.2 122  85.9 24  88.9 290  87.1 

町村 3  37.5 12  85.7 49  76.6 21  67.7 85  72.6 

計 137  82.5 181  85.4  178  83.2  45  77.6  541  83.2  

※合計の回答数に対して A～D 区分の回答に差が るかを確認するためカイ二乗検定を実施し
たが、本項目では有意差（p<0.1）は確認できなか た 

 

本人の死亡（２位） 

  A % B % C % D % 合計 % 

政令指定都市 22  73.3 40  65.6         62  68.1 

特別区     4  36.4         4  36.4 

中 市 50  76.9 20  80.0 7  87.5     77  78.6 

一般市 50  79.4 83  82.2 116  81.7 22  81.5 271  81.4 

町村 5  62.5 12  85.7 51  79.7 23  74.2 91  77.8 

計 127  76.5 159  75.0  174  81.3  45  77.6  505  77.7  

※合計の回答数に対して A～D 区分の回答に差が るかを確認するためカイ二乗検定を実施し
たが、本項目では有意差（p<0.1）は確認できなか た 

 

医療機関への入院（３位） 

  A % B % C % D % 合計 % 

政令指定都市 14 46.7 26  42.6         40  44.0 

特別区     6  54.5         6  54.5 

中 市 34 52.3 11  44.0 5  62.5     50  51.0 

一般市 35 55.6 49  48.5 72  50.7 10  37.0 166  49.8 

町村 4 50.0 6  42.9 37  57.8 11  35.5 58  49.6 

計 87  52.4 98  46.2  114  53.3  21  36.2  320  49.2  

※合計の回答数に対して A～D 区分の回答に差が るかを確認するためカイ二乗検定を実施
（有意差（p<0.1）が  た項目を太 ） 
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 の 施設入所が決定した（4位） 

  A % B % C % D % 合計 % 

政令指定都市 7  23.3 18  29.5         25  27.5 

特別区     1  9.1         1  9.1 

中 市 22  33.8 5  20.0 1  12.5     28  28.6 

一般市 17  27.0 26  25.7 33  23.2 9  33.3 85  25.5 

町村 4  50.0 4  28.6 17  26.6 5  16.1 30  25.6 

計 50  30.1 54  25.5  51  23.8  14  24.1  169  26.0  

※合計の回答数に対して A～D 区分の回答に差が るかを確認するためカイ二乗検定を実施し
たが、本項目では有意差（p<0.1）は確認できなか た 

 

図表 ６-30 （再掲）（施設）辞退理由_ の の施設に入所が決定の入所 （ｎ＝169）

（問 7）（複数回答） 

 

65.1%

20.1%

25.4%

17.8%

1.2%

1.8%

13.6%

10.1%

24.9%

3.6%

0.6%

9.5%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①介護老人保健施設

②介護医療院

01特定施設入居者生活介護（介護付き有料老人ホーム）

02特定施設入居者生活介護（サービス付き高齢者住宅）

01特定施設入居者生活介護（養護老人ホーム）

02特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム（ケア …

⑤住宅型有料老人ホーム（⑥サ高住⑦を除 ）

⑥サービス付き高齢者向け住宅

⑦認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

01養護老人ホーム（④特定施設入居者生活介護（養護…

02軽費老人ホーム（ケア  ス）（④特定施設入居者…

03 の の具体的内容

無回答

①介護老人保健施設 

②介護医療院 

③01特定施設入居者生活介護（介護付き有料老人ホーム） 

③02特定施設入居者生活介護（サービス付き高齢者住宅） 

④01特定施設入居者生活介護（養護老人ホーム） 

④02特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム） 

⑤住宅型有料老人ホーム（⑥サ高住⑦を除 ） 

⑥サービス付き高齢者向け住宅 

⑦認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

⑧01養護老人ホーム（④を除 ） 

⑧02軽費老人ホーム（ケア  ス）（④を除 ） 

⑧03 の の具体的内容 

⑨無回答 
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図表 ６-31 （施設）辞退理由_ の の施設に入所が決定の入所 詳細（ｎ＝169）（問

7）（複数回答） 

 

  A ％ B ％ C ％ D ％ 合計 ％ 

①介護老人保健施設 35 70.0 32 59.3 33 64.7 10 71.4 110  65.1 

②介護医療院 8 16.0 13 24.1 11 21.6 2 14.3 34  20.1 

③特定施設入居者生活介護 

 01 介護付き有料老人
ホーム 

13 26.0 16 29.6 11 21.6 3 21.4 43  25.4 

 02 サービス付き高齢
者住宅 

11 22.0 13 24.1 3 5.9 3 21.4 30  17.8 

 03養護老人ホーム 0 0.0 1 1.9 1 2.0 0 0.0 2  1.2 

 04 軽費老人ホーム
（ケア  ス） 

1 2.0 0 0.0 2 3.9 0 0.0 3  1.8 

⑤住宅型有料老人ホーム
（⑥サ高住を除 ） 

10 20.0 6 11.1 5 9.8 2 14.3 23  13.6 

⑥サービス付き高齢者向
け住宅 

5 10.0 6 11.1 2 3.9 4 28.6 17  10.1 

⑦認知症対応型共同生活
介護（グループホーム） 

17 34.0 10 18.5 13 25.5 2 14.3 42  24.9 

⑧ の  

 01 養護老人ホーム
（④を除 ） 

2 4.0 0 0.0 4 7.8 0 0.0 6  3.6 

 
02 軽費老人ホーム
（④を除 ） 

0 0.0 0 0.0 1 2.0 0 0.0 1  0.6 

 
03  の の具体的な
内容 

4 8.0 9 16.7 3 5.9 0 0.0 16  9.5 

計 106  - 106  - 89  - 26  - 327  - 
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５. 空床対策として既に実施している対策 

都道府県では、空床対策として既に実施している対策について、「施設の人材確

保支援」が 58.1％で最も多か た。次いで、「特別養護老人ホームの供給調整（い

 ゆる総量規制）」51.6％、「入所見込みがない空床分の一部を の機能・施設転換」

は 3.2％で  た。（図表 3-34） 

 

市区町村では、「施設の人材確保支援」が 56.5％で最も多か た。次いで、「特別

養護老人ホームの供給量調整（い ゆる総量規制）」が 25.6％、「認知症 者や医療

依 度の高い方等を受け入れる体制の充実や受け入れ体制  に関 る支援」が

11.2％で  た。（図表 4-39） 

地域区分でみると、「施設の人材確保支援」は D 区分（人 密度低、地域資源低）

の回答の割合が低か た。「特別養護老人ホームの供給量調整（い ゆる総量規制）」

は A区分（人 密度高、地域資源高）の回答の割合が高 、D区分の回答の割合が

低か た。「認知症 者や医療依 度の高い方等を受け入れる体制の充実や受け入

れ体制  に関 る支援」は４区分で特徴的な傾向はみられなか た。 

 

施設では、空床を埋めるための工夫について、「地域のケアマネジャーへ空き状

況を共有して、入所しやすい体制を  している」が 73.5％で最も多か た。次い

で、「既 ショートステイサービスを活用した入所体験や、個別に施設体験や施設

見学を実施」が 35.3％、「認知症 者や医療依 度の高い方等を受け入れる体制を

拡充もし は  （検討、  等含む）している。」は、29.6％で  た。（図表 5-

69） 

地域区分でみると、「地域のケアマネジャーへ空き状況を共有して、入所しやす

い体制を  している」は４区分で特徴的な傾向はみられなか た。「既 ショー

トステイサービスを活用した入所体験や、個別に施設体験や施設見学を実施」は B

区分（人 密度高、地域資源低）の回答の割合が高 、Ｃ区分（人 密度低、地域

資源高）、Ｄ区分の回答の割合が低か た。「認知症 者や医療依 度の高い方等を

受け入れる体制を拡充もし は  （検討、  等含む）している。」は、Ｂ区分

の回答の割合が高 、Ｃ区分、Ｄ区分の回答の割合が低か た。 

 

以上のことから、市区町村の視点では「施設の人材確保支援」は D 区分の回答の

割合が低 、これは D区分において も も人材 足で り、人材確保策を選択し
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 らい状況で る可能 が る。また、「特別養護老人ホームの供給量調整（い 

ゆる総量規制）」は A 区分の回答の割合が高 、D 区分の回答の割合が低いことか

ら、人 密度が高い地域では供給量調整が選択されていると考えられる。 

また、施設の視点では、ケアマネジャーとの共有は、共通して実施されており、

 の 「既 ショートステイサービスを活用した入所体験や、個別に施設体験や施

設見学を実施」や「認知症 者や医療依 度の高い方等を受け入れる体制を拡充も

し は  （検討、  等含む）」は、B 区分の回答の割合が高 、C 区分と D 区

分の回答の割合が低いため、人 密度が高い地域で選択される策で ることが推察

される。 

 

図表 ６-32 （市区町村）既に実施している対策（問 16）（複数回答）上位抜粋 

施設の人材確保支援（既 特別養護老人ホームの利用者受入れ余力の向上のため）（1位） 

  A ％ B ％ C ％ D ％ 合計 % 

政令指定都市 2 100.0 7 100.0         9 100.0 

特別区     4 50.0         4 50.0 

中 市 4 44.4 3 75.0 2 100.0     9 60.0 

一般市 4 40.0 18 64.3 21 56.8 9 69.2 52 59.1 

町村 3 100.0 6 46.2 35 54.7 8 36.4 52 51.0 

計 13 54.2 38 63.3 58 56.3 17 48.6 126 56.8 

 

特別養護老人ホームの供給量調整（い ゆる総量規制）（2位） 

  A ％ B ％ C ％ D ％ 合計 % 

政令指定都市 2 100.0 3 42.9         5 55.6 

特別区     2 25.0         2 25.0 

中 市 5 55.6 2 50.0 2 100.0     9 60.0 

一般市 5 50.0 10 35.7 8 21.6 1 7.7 24 27.3 

町村 0 0.0 3 23.1 12 18.8 2 9.1 17 16.7 

計 12 50.0 20 33.3 22 21.4 3 8.6 57 25.7 

 

 

 

 

 



131 

認知症 者や医療依 度の高い方等を受け入れる体制の充実や受け入れ体制  に関 る

支援（3位） 

  A ％ B ％ C ％ D ％ 合計 % 

政令指定都市 0 0.0 1 14.3         1 11.1 

特別区     1 12.5         1 12.5 

中 市 1 11.1 0 0.0 0 0.0     1 6.7 

一般市 0 0.0 0 0.0 3 8.1 1 7.7 4 4.5 

町村 1 33.3 4 30.8 10 15.6 3 13.6 18 17.6 

計 2 8.3 6 10.0 13 12.6 4 11.4 25 11.3 

 

図表 ６-33 （施設）空床を埋めるための工夫（問 15_11）（複数回答） 

地域のケアマネジャーへ空き状況を共有して、入所しやすい体制を  している（1位） 

  A % B % C % D % 合計 % 

政令指定都市 18  75.0 39  75.0         57  75.0 

特別区     5  71.4         5  71.4 

中 市 32  65.3 12  85.7 7  87.5     51  71.8 

一般市 35  72.9 56  69.1 65  73.0 16  80.0 172  72.3 

町村 5  83.3 7  87.5 38  79.2 17  68.0 67  77.0 

計 90  74.4 119  73.5 110  75.9 33  73.3 352  73.5 

 

既 ショートステイサービスを活用した入所体験や、個別に施設体験や施設見学を実施

（2位） 

  A % B % C % D % 合計 % 

政令指定都市 8  33.3 27  51.9         35  46.1 

特別区     4  57.1         4  57.1 

中 市 19  38.8 5  35.7 3  37.5     27  38.0 

一般市 16  33.3 33  40.7 29  32.6 5  25.0 83  34.9 

町村 2  33.3 4  50.0 10  20.8 4  16.0 20  23.0 

計 45  37.2 73  45.1 42  29.0 9  20.0 169  35.3 
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認知症 者や医療依 度の高い方等を受け入れる体制を拡充もし は  （検討、  等

含む）している（3位） 

  A % B % C % D % 合計 % 

政令指定都市 7  29.2 25  48.1         32  42.1 

特別区     4  57.1         4  57.1 

中 市 18  36.7 5  35.7 1  12.5     24  33.8 

一般市 9  18.8 30  37.0 16  18.0 4  20.0 59  24.8 

町村 3  50.0 3  37.5 10  20.8 7  28.0 23  26.4 

計 37  30.6 67  41.4 27  18.6 11  24.4 142  29.6 
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６. 今後必要になると想定される対策 

都道府県では、空床対策として今後必要になると想定される対策について、「施

設の人材確保支援」が 83.0％で最も多か た。次いで「特別養護老人ホームの供給

量調整（い ゆる総量規制）」が 38.3％、「認知症 者や医療依 度の高い方等を受

け入れる体制の充実や受け入れ態勢  に関 る支援等」、「入所者の見込みがない、

空床分の一部を の機能・施設（ショートステイ・サ高住等）へ転換」が 23.4％で

  た（図表 3-36） 

 

市区町村では、「施設の人材確保支援」が 71.0％で最も多か た。次いで、「認知

症 者や医療依 度の高い方等を受け入れる体制の充実や受け入れ体制  に関 

る  に関 る支援」が 32.5％、「特別養護老人ホームの供給量調整（い ゆる総

量規制）」31.6％で  た。（図表 4-41） 

地域区分でみると、「施設の人材確保支援」、「認知症 者や医療依 度の高い方

等を受け入れる体制の充実や受け入れ体制  に関 る支援」は４区分で特徴的な

傾向はみられなか た。「特別養護老人ホームの供給量調整（い ゆる総量規制）」

は A 区分（人 密度高、地域資源高）、B 区分（人 密度高、地域資源低）の回答

の割合が高か た。 

 

施設では、空床を埋めるための工夫として、今後取組みたい内容について、「地

域のケアマネジャーへ空き状況を共有して、入所しやすい体制の  」が 70.9％で

最も多か た。次いで、「既 ショートステイサービスを活用した入所体験、や、

個別に施設体験や施設見学の実施」が 35.2％、「認知症 者や医療依 度の高い方

等を受け入れる体制を拡充もし は  （検討、  等含む）している。」が

32.9％で  た。（図表 5-71） 

地域区分でみると、「地域のケアマネジャーへ空き状況を共有して、入所しやす

い体制を  している」、「認知症 者や医療依 度の高い方等を受け入れる体制を

拡充もし は  （検討、  等含む）している。」は４区分で特徴的な傾向はみ

られなか た。「既 ショートステイサービスを活用した入所体験や、個別に施設

体験や施設見学を実施」は B 区分の回答の割合が高 、Ｄ区分（人 密度低、地域

資源低）の回答の割合が低か た。 

 

以上のことから、「施設の人材確保支援」は、都道府県・市区町村い れにおい
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ても 7 割以上の回答が ることから、今後の空床発生に対して、重要な課題で る

と認識していることが されている。 

また、市区町村の回答では、「施設の人材確保支援」と「認知症 者や医療依 

度の高い方等を受け入れる体制の充実や受け入れ体制  に関 る支援」の供給量

を維持・増加させる対策が全ての区分で重要視されている一方で、「特別養護老人

ホームの供給量調整（い ゆる総量規制）」の供給量を  させる対策については、

A 区分と B 区分の回答の割合が高 、人 密度が高い地域で特に重要視されている

ことが かる。 

施設では、「地域のケアマネジャーへ空き状況を共有して、入所しやすい体制を

  している」と「認知症 者や医療依 度の高い方等を受け入れる体制を拡充も

し は  （検討、  等含む）」は、全ての区分で重要視されている一方で、「既

 ショートステイサービスを活用した入所体験や、個別に施設体験や施設見学を実

施」については、B 区分の回答の割合が高 、D 区分の回答の割合が低いことから、

人 密度が高い地域で特に重要視されていることが推察される。 

 

図表 ６-34 （市区町村）今後必要になると想定される対策（問 20）上位抜粋 

施設の人材確保支援（既 特別養護老人ホームの利用者受入れ余力の向上（1位） 

  A ％ B ％ C ％ D ％ 合計 % 

政令指定都市 5 83.3 11 100.0         16 94.1 

特別区     11 64.7         11 64.7 

中 市 21 72.4 10 71.4 3 60.0     34 70.8 

一般市 48 66.7 102 70.3 104 46.2 38 86.4 292 72.6 

町村 12 70.6 43 70.5 153 68.0 58 68.2 268 69.1 

計 86 69.4 177 71.4 260 70.1 96 74.4 621 71.2 
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認知症 者や医療依 度の高い方等を受け入れる体制の充実や受け入れ体制  に関 る

支援（2位） 

  A ％ B ％ C ％ D ％ 合計 % 

政令指定都市 1 16.7 3 27.3         4 23.5 

特別区     8 47.1         8 47.1 

中 市 7 24.1 5 35.7 1 20.0     13 27.1 

一般市 23 31.9 43 29.7 45 20.0 19 43.2 130 32.3 

町村 6 35.3 26 42.6 72 32.0 24 28.2 129 33.2 

計 37 29.8 85 34.3 118 31.8 43 33.3 284 32.6 

 

特別養護老人ホームの供給量調整（い ゆる総量規制）（3位） 

  A ％ B ％ C ％ D ％ 合計 % 

政令指定都市 4 66.7 4 36.4         8 47.1 

特別区     7 41.2         7 41.2 

中 市 13 44.8 6 42.9 3 60.0     22 45.8 

一般市 25 34.7 50 34.5 47 20.9 16 36.4 138 34.3 

町村 6 35.3 18 29.5 57 25.3 19 22.4 100 25.8 

計 48 38.7 85 34.3 107 28.8 35 27.1 275 31.5 

 

図表 ６-35 （施設）（今後の取組）空床を埋めるための工夫詳細（問 15_15）上位抜粋 

地域のケアマネジャーへ空き状況を共有して、入所しやすい体制を  している 

  A % B % C % D % 合計 % 

政令指定都市 24  80.0 46  75.4         70  76.9 

特別区     8  72.7         8  72.7 

中 市 44  67.7 20  80.0 4  50.0     68  69.4 

一般市 49  77.8 71  70.3 95  66.9 19  70.4 234  70.3 

町村 6  75.0 8  57.1 45  70.3 22  71.0 81  69.2 

計 123  74.1 153  72.2  144  67.3  41  70.7  461  70.9  
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既 ショートステイサービスを活用した入所体験や、個別に施設体験や施設見学を実施 

  A % B % C % D % 合計 % 

政令指定都市 10  33.3 25  41.0         35  38.5 

特別区     6  54.5         6  54.5 

中 市 18  27.7 9  36.0 4  50.0     31  31.6 

一般市 18  28.6 39  38.6 47  33.1 9  33.3 113  33.9 

町村 5  62.5 8  57.1 23  35.9 8  25.8 44  37.6 

計 51  30.7 87  41.0  74  34.6  17  29.3  229  35.2  

 

認知症 者や医療依 度の高い方等を受け入れる体制を拡充もし は  （検討、  等

含む） 

  A % B % C % D % 合計 % 

政令指定都市 7  23.3 25  41.0         32  35.2 

特別区     4  36.4         4  36.4 

中 市 29  44.6 7  28.0 5  62.5     41  41.8 

一般市 21  33.3 35  34.7 39  27.5 9  33.3 104  31.2 

町村 3  37.5 3  21.4 16  25.0 11  35.5 33  28.2 

計 60  36.1 74  34.9  60  28.0  20  34.5  214  32.9  
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第７章 ヒアリング調査 

１. ヒアリング調査の概要 

① 調査の背景 

特別養護老人ホームは、入所者が可能な限り在宅復帰できることを 頭に、 時

介護が必要となる方の入所を受け入れ、入浴や食事などの日 生活上の支援や、機

能訓練、療養上の世話などを提供する施設で る。 

特別養護老人ホームの入所者は原則として、居宅での日 生活が困難な 65歳以上

の要介護 3以上の方で るが、「指定介護老人福祉施設等の入所に関する指針につい

て」（平成 26年 12月 12日老高発 1212第 1号厚生労働省老健局高齢者支援課長通

知、令和 5年 4月 7日改 ）において、居宅において日 生活を営むことが困難な

ことについてやむを ない事由が ることによる要介護 1 又は 2 の方の特例的な施

設への入所（特例入所）が認められており、特例入所の要件に該当することの判定

に際しては、以下の 4 つの考慮事情を十分に考慮すること、また、地域の実情等を

踏まえ、各自治体において必要と認める事情が れ 、 れも考慮することとされ

ている。なお、この制度の運用に た ては関係自治体と関係団体が協議をして共

同で指針を策定した上で、施設が の基 を当てはめて入所を決定することができ

るもので る。 

図表 ７-1 特例入所の 4つの考慮事項 

①認知症で る者で  て、日 生活に支障を来すような症状・  や意思疎

通の困難さが頻繁に見られること 

②知的障害・  障害等を伴い、日 生活に支障を来すような症状・  や意

思疎通の困難さ等が頻繁に見られること 

③家族等による深刻な虐待が疑 れること等により、心身の安全・安心の確保

が困難で ること 

④単身世帯で る、同居家族が高齢又は病弱で る等により家族等による支援

が期待でき 、かつ、地域での介護サービスや生活支援の供給が 十分 で

 ること 

 

特別養護老人ホームの費用負担は、 の入居施設と比して、安価で り、入所者

の看取りまで対応が可能なため、入所を希望者が多 、入所申請をして入所決定を
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待つ待機者が発生している。 方、一部の地域の特別養護老人ホームでは空床が生

じていることも  され始めている。 の背景には高齢化や人   による需給ギ

ャップ、人手 足、ユニット型移 による入居者の費用増加、 間の介護系サービ

スの増加などが想定される。 

こうした状況を踏まえ、既 の地域の社会資源を効率的に活用しつつ れぞれの

地域で必要な福祉サービスを充実させる観点でも、空床が生じている特別養護老人

ホームにおける機能転換等を  た事例の収集・横展開に資する調査が必要で る

と考えられる。 

 

② 調査目的 

ヒアリング調査は、特別養護老人ホームの多様な空床対策への取組の中で、特に

施設の機能転換や規模縮小により地域の実情に応じた適切な運用を実現する事例に

ついて の詳細を  する。 

 

③ 調査方法 

調査は以下のとおり実施した。 

図表 ７-2 調査方法 

項目 内容 

対象 市町村・広域連合、特別養護老人ホーム 

実施形式 WEB会議システムを使用したオンラインヒアリング調査 

期間 令和 6年（2024年）12月上旬～令和 7年（2025年）2月下旬 

対象者の抽出方法 アンケート調査の結果等を踏まえ、空床が発生している市区町

村・施設に対して電話による状況確認を い、対策を実施してい

る事例を選定した。 

特に、現状の  、法制度の理解と対応について取組む自治体や

特別養護老人ホームを  的に抽出した。 

 

④ 調査内容 

自治体と施設の双方が連 し、実際の取組や課題、工夫点等の 、意思決定の 

緯、背景などについて  した。 
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２. 調査結果（サマリ） 

ヒアリング実施 および空床等対策内容は以下のとおり。 

図表 ７-3 ヒアリング実施 および空床等対策 

＃ 自治体名・施設名 空床等対策 

A 北海道遠別町 

社会福祉法人湯らん福祉会 

介護職員 足対応のため、地域密着

型・ユニット型特別養護老人ホーム

を、同施設内の広域型特別養護老人ホ

ームに集約 

B 北海道芦別市 

社会福祉法人芦別慈恵園 

地域の介護ニーズに対応するため、特

別養護老人ホームをサービス付き高齢

者向け住宅（以下、サ高住）に機能転

換 

C 青森県八戸市 

社会福祉法人みろ 会 

介護職員 足対応のため、地域密着

型・ユニット型特別養護老人ホーム

を、同法人内の広域型特別養護老人ホ

ームに集約 

D 福島県福島市 

社会福祉法人多宝会 

介護職員 足対応のため、地域密着

型・ユニット型特別養護老人ホーム

を、同法人内の広域型特別養護老人ホ

ームに集約 

E 東三河広域連合 

社会福祉法人 愛知県厚生事業団 

空床による収益 化に対応するため、

特別養護老人ホームの一部を  し、

同法人内の障害者支援施設に機能転換 

 

なお、本調査結果は、空床等が発生した場合の対応を検討する自治体および施設

が、同種の取組を実施する際に参考となるように整理している。 

具体的には、事例として「施設の機能転換」と「施設の規模縮小」を取上げ、 

れぞれの事例において、機能転換や規模縮小を円滑に進めるためのポイントを整理

している。 

本調査結果を参考に、各地域の特 やニーズに合 た適切な運用の実現のための

参考として、事例を活用することを想定している。 
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① 特別養護老人ホームの機能転換、縮小、統合等に向けたポイント 

本調査研究におけるヒアリング調査から確認した、特別養護老人ホームの「施設

の機能転換」や「施設の規模縮小」に向けたポイントは、自治体と施設の双方が連

 し、現状  、計画策定、法制度の理解と対応が重要で ることが確認できた。 

連 の取り方は、事例により様々では るが、形式的・定例化された会議体等で

の連 というよりも、日 的なコミュニケーションや空床に限ら 問題・課題が生

じたときに気軽に  できる関係 が基本に り、空床課題の発生に対して双方が

連 ・協力することが施策の実 につなが ている。 

また、現状  や計画策定は、どの事例でも注力している部分で り、自治体で

はアンケートや 問調査等を通じた現状  、施設では地域の人  態や高齢化率

などの外部  や内部  を 確に  し、将来の需給 測踏まえ対応策を検討す

ることで、問題が深刻化する前に対策を講じることができている。 

さらに、施設の機能転換を実施する際は、法制の理解と対応は、事例共通して重

要で るということが されている。特別養護老人ホームは設置時に補助金を活用

されているケースが多 、場合によ ては補助金返還や財産処分の手続きが必要に

なるが、これまで まり事例がないことも り、自治体・施設双方で事務手続き等

に対する労力が必要となる部分で る。自治体では、 の現状を踏まえ積極的に、

補助金返還有無や手続きに関する情報提供を  ている例や、財産処分手続きの 

素化により施設を支援することで、極力双方の負担な 機能転換を実 する事例が

確認できた。 

 

(1)自治体のポイント 

 空床対策を実施するために、特別養護老人ホームの現状を 確に  することは必

要 可欠で り、定期的なアンケート調査や施設 問を通じて、施設の空床状況

や稼働率、待機者の状況、職員の配置状況、利用者のニーズなどを詳細に  す

る 

 施設の機能転換においては、補助金制度を十分に理解できていない状況も り、

施設が補助金を活用した施設の機能転換を進める際の手続きや要件について情報

共有する 

 施設の機能転換における事務手続きが煩雑で り、自治体・施設双方に負担が大

きいことから、手続き 素化に向けた調整を実施する 

 



141 

(2)特別養護老人ホーム（施設）のポイント 

 施設は、空床発生の課題を前に、地域の人  態や高齢化率などの外部  を 

確に  し、将来の需要を 測した上で施設の在り方を検討する 

 施設の機能転換を検討する際には、職員や利用者に移 の負担を強いることにな

るため、職員や利用者に対して丁寧な 明を い、理解を る 

 施設の機能転換においては、機能転換における補助金制度の理解が 十分な場合

が るため、早期に自治体に  し情報収集に努めるとともに、自治体へ  ・

連 しながら取組を進めてい  
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３. 調査結果（事例別） 

① 事例 A: 北海道遠別町、社会福祉法人湯らん福祉会 

遠別町の特別養護老人ホーム友愛苑では、人   ・働き手の流出により、入所

希望者はいるものの、職員の確保が困難で施設運営を維持することが困難な状況で

  た。施設を維持してい ため、広域型 50床、地域密着型 20床のうち地域密着

型を休止した。この対策により、地域の入所ニーズに対応することができた。 

 

事例のポイント 

◼ 職員確保困難な状況への対応 

 職員の確保が困難となり、施設運営を維持することが難し なる中で、地

域密着型（ユニット型居室）を休止し、規模を縮小することで施設の運営

維持が可能とな た。 

◼ 運営体制検討と意思決定 

 職員確保が困難な状況に対して、早期に休止の意思決定を い、利用者の

移 をスムーズに実施するなど、  な対応ができた。 

◼ 外部・内部  の検討と実  

 待機者数等の外部  に加えて、早期に職員の意向を確認し、問題が深刻

化する前に対策を打つことで、スムーズな規模縮小を実現した。 

 

(1)自治体概要 

人   2,520人（令和 2年） 

高齢化率  41.0％（令和 2年） 

要介護 3～5認定者数  69人（令和 5年） 

自治体内の特別養護老人

ホームの施設数 

 1か所 

 

(2)市内の状況 

 北海道の日本海側北西部に る遠別町は農業や漁業が盛んな地域で り、一定の

人 が維持されているが、昭和 33年の 8,944人をピークとして以後、人   が

進み、令和 7年 1月には 2,249人で 65歳人 が 942人と高齢化が進 している。 

 進学や就職を機に町から都市に転居することが多 、家族は札幌市や旭川市に住

んでいるため、親が施設に入る場合は遠別町よりも住まいに近い施設を選ぶ傾向
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が る。 

 遠別町には入所施設が特別養護老人ホーム（以下、特養）のみで、 の介護事業

者は居宅介護サービス関係で る。 

 

(3)空床発生の状況と対策 

1)空床発生状況と対策の内容 

 広域型 50床、地域密着型（ユニット型居室）20床を運営していた。 

 職員の子供が進学などを機に町から都市へ出てい 際、同時に職員も転居、退職

となることが毎年発生していた。令和 5 年 3 月に退職する職員が重なり、令和 5

年 4月以降の人員が確保でき 運営に支障ができることが 測されたため、令和 4

年 12月に法人内で特養の地域密着型を休止する決 をした。 

 空床が発生したら、近隣の病院に空き状況の案内をしている。 

 

2)転用までの空床状況、待機者数 

 令和４年 12月 地域密着型（ユニット型居室）の稼働率は 95％、広域型施設（従

来型居室）は 90％前後で  た。地域密着型（ユニット型居室）は 20 床と規模

が ないため稼働は維持できていた。 

 令和 5年 3月 地域密着型（ユニット型居室）の稼働状況は 90％で  たが休止

した。 れ以降、広域型施設の稼働率は 92％で る。 

 地域密着型（ユニット型居室）に入所していた 18 人について、2 人は近隣の施設

に、3 人は法人内の別の施設に移 し、残りの利用者は広域型を調整して移 し

た。 

図表 ７-4 特別養護老人ホーム友愛苑 規模縮小プ セス 

 

平成19年 令和5年3月

1

階

広域型

50床

地域密着型

ユニット型
20床

廃止

広域型

50床
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(4)補助金・財産処分への対応 

 平成 3年開設当初、遠別町が運営する施設で  たが、平成 19年に指定管理制度

が 入され、社会福祉法人湯らん福祉会が指定管理者となり運営していた。平成

22 年に 間移譲によ て社会福祉法人湯らん福祉会が建物の譲渡、土地の無償貸

与により運営することとな た。 

 令和 5 年 2 月に地域密着型の介護保険の事業所の休止届を提出した。事前に遠別

町に状況を 明し  を進めてきた。 

 特養は補助金で建設しているため、建物は譲渡されているが、事業廃止の場合に

は、財産処分・返還の可能 が る。 

 令和 5 年 3 月まで運営していた地域密着型が令和 7 年 3 月に地域密着型サービス

事業者の指定期間が 了となるため、指定更新せ 施設の廃止とする。 れに伴

い、今後の施設の活用方法について遠別町と  を進める 定で る。 

 

(5)連 体制 

 主に施設長が遠別町と連絡を取り合い、連 を図 ている。 

 地域密着型（ユニット型居室）の休止に際しても、遠別町と密に連絡を取り合い、

状況を共有しながら進めてきた。 

 遠別町より事業の休止を避け、維持・継続の要望が  たが、職員の確保が難し

い現状では維持が困難と判 している。 

 

(6)将来展望 

 人   と高齢化が進 している地域では、介護職員の確保が一層困難になるこ

とが 想される。 

 

(7) の  

 待機者が一定数 るため、施設を維持してい 必要が るが、すぐに入所できる

方がいないため、100Km  度は離れた市町村（北は稚内市、南は留萌市）に出向

き利用者を確保している状況で る。近隣市町村にも特養が設置されており利用

者の獲 競争とな ている。 

 町内を  的に入所させる方針を持ちながらも、申込者が な 、広範囲に た

 て営業活 を  ざるを ない状況で る。 
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② 事例 B: 北海道芦別市、社会福祉法人芦別慈恵園 

芦別市の特別養護老人ホーム芦別慈恵園（以下、特養芦別慈恵園）では、地域の

高齢化率が  に高 、待機者数が  している状況で り、特別養護老人ホーム

（以下、特養）の一部をサービス付き高齢者向け住宅（以下、サ高住）に転用する

取組を  た。サ高住への転用は、芦別市内にサ高住の設置がな 、 市の施設サ

ービスを利用している状況から芦別市の要望でも  た。具体的には、特養の会議

室や居室をサ高住に改 し、定員を らしてサ高住の定員を設定した。この転用に

より、在宅での生活が難しい高齢者の住み替えを可能にし、 防対策を強化するこ

とができた。 

 

事例のポイント 

◼ 地域ニーズに基    な機能転換（特養からサ高住への転換） 

 待機者数の  に対応するため、特養の一部をサ高住に転用する取組が実

施された。これにより、在宅での生活が難しい高齢者に対して、より適切

な住  を提供することが可能とな た。 

◼ 連 による 政手続きへの対応 

 芦別市介護保険係や北海道庁・空知総合振興局との連 により、サ高住に

転用する際の手続きが最終的には施設の負担軽 する形で実施できた。 

 

(1)自治体概要3 

人   11,790人 

高齢化率  48.1％ 

要介護 3～5認定者数  要介護 3：120人 

 要介護 4：96人 

 要介護 5：71人 

 要介護計 1,199人 

自治体内の特別養護老人

ホームの施設数 

 1か所 

 

 

 
3 出所：芦別市「第 9期芦別市高齢者保健福祉計画・芦別市介護保険事業計画（令和 6年 3
月）」https://www.city.ashibetsu.hokkaido.jp/fs/2/2/1/1/3/3/_/_9______________________.pdf
（2025年 2月 26日閲覧） 
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(2)市内の状況 

 芦別市は北海道の中部に位置し、人 は約 11,000人で る。高齢化率は 48％と 

 に高 、全国平均を大き 上回 ている。 

 市の中心部から車で 5 分 の旭町に特養芦別慈恵園は位置している。向かいには

  科病院（医療法人仁恵会 中野記 病院・  科病床 212床 うち 49床休中）

が立地し、空知川挟んで本町に市立芦別病院（許可病床数 99床）が立地している。 

 近年芦別市内では、新たな介護サービスの増 はない。令和 7 年 3 月に 間の病

院（病床数 40人 度）が 院する 定で り、入院している 者の受け入れ を

調整している。 

 

(3)空床の発生状況と対策 

1)空床発生状況と対策の内容 

 芦別市より市内にサ高住の設置がないため、芦別市に住 票の る方が、家族の

住む札幌市内のサ高住に入居してしまうことが り、市内でサ高住の運営したい

要望が  た。 

 施設の考えとして、芦別市は高齢化率が 45.6％（平成 30年当時）に達しており、

社会福祉法人の役割として地域全体で支える仕組みを作ることを検討していた。

利用者からは１人で暮らす自信がない、 市のサ高住を利用しているなど、市内

での住まいへの要望が挙が ていた。また、すぐの入所を希望する待機者の  

や要支援、要介護 1 の認定者も多 特養の需要も  していた。要支援から要介

護 2 の方が、元気に地域で住み続けることが 防対策につながると考え、住まい

（＝サ高住）を整備することとな た。 

 しかしながら、施設を新 する資金的余裕はないこと、職員の確保ができないこ

と、年々、待機者が な な てきていること、人 推移をみると大規模施設は

稼働率を確保することが困難で るという見込みが り特養の定員を削 し、一

部をサ高住に転用することとした。 

 平成 30 年 3 月末から令和 5 年 3 月末にかけて、人 13,855 人は 11,790 人と 

 。高齢化率は 45.6％から 48.1％と増加。要介護認定率は令和 5年 3月末におい

て 20.2％、高齢者は増えているが要介護認定率はここ 10年 度 変で ることか

ら、特養の数を らす決 をした。 

 

2)転用までの空床状況、待機者数 

 平成 27 年 4 月 待機者の   20 人前後の申込者の中ですぐに入所した人は一

桁台 
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 令和 4年～5年 95％ 度の稼働状況 

 令和 5年 1月 特養広域型を 72床から 63床に   

 

3)施設改 の内容 

 特養芦別慈恵園の会議室や居室 6室（2人室 1つ、4人室 3つ、1人室 2つ）を転

用し、定員 16名  させた。サ高住は新たに 9室（定員は最大 11名（個室 7室、

2 人室 2 つ））設置した。 のほか共有設備として、共用リビング、ダイニングキ

ッチン、共用洗濯室、共用浴室、玄関を設置した。 

 

図表 ７-5 社会福祉法人芦別慈恵園 サ高住への転用までのスケジュール 

年月 主な取組み 

平成 28年 4月 

 

 特養の転用に向けてサ高住の勉強会を法人内で開催、美唄市のサ

高住の見学 

平成 28年５月 

 

 理事会・評議員会での 明・協議・承認 

 芦別市に特養の転用について 明 

  校した小学校を利活用した「北広島団地地域サポートセンター

ともに（北海道北広島市）」の見学 

 北海道庁（建 指 係・保健福祉部）との勉強会 

 空知総合振興局（保健福祉・地域福祉）へ 明・協議 

 芦別市へ 過報告 

 

平成 28年６月  サ高住改 工事委員会を設置 

平成 29年２月  サ高住の転用する際の補助金の申請 備 

 サ高住の意見聴取、事前協議終了 

平成 29年 12月  住宅 明会を開催、(60名出席) 

平成 30年 3月 

 

 ３月 10完成（12日に内覧会を開催） 

平成 30年４月  サ高住のサービス提供開始 

  



148 

図表 ７-6 社会福祉法人芦別慈恵園 機能転換プ セス 

 
 

 

(4)施設の人員配置 

 特養からサ高住に転用する際の人員配置は、規模縮小・機能転換に向けて定年退

職等による自然 により徐々に人員  を図り、最終的には最適な人員配置に向

けて法人内 施設に再配置する対応をと ている。 

 新設したサ高住については、特養に配置している生活  員を兼務 1 名配置し業

務を  ている。 

 

図表 ７-7 社会福祉法人芦別慈恵園 機能転換時の人員配置 

 

平成19年9月 平成30年4月

2

階

1

階
サ高住

9室

令和5年1月

従来型

62床

14床減 9床減

サ高住

9室

ユニット型

24床

従来型

36床

ユニット型

36床

従来型

24床

ユニット型

39床

平成19年9月 平成30年4月

2

階

1

階
サ高住

9室

広域型

62床

14床減

ユニット型

24床

広域型

36床

ユニット型

36床

・介護職員:39.4人

・看護職員:5.5人

・栄養士:1.0人

・機能訓練指導員:1.0人

・介護支援専門員1.0人

・生活相談員:2.0人

・介護職員 34.2人

・看護職員 5.0人

・栄養士 1.0人

・機能訓練指導員1.0人

・介護支援専門員1.0人

・生活相談員 3.0人

・生活相談員 1.0人

法人内の他施設

退職等

兼務
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(5)補助金・財産処分への対応 

 サ高住への転用に際して、建設時の補助金は、現建物は平成 13 年に建設され 10

年以上 過しているため返還は 要で  た。 

 施設転用に た ては、財産処分の申請が必要で り、建設時の補助金の指令書

など古い資料を揃えることに苦労した。前例がな 慎重な対応が必要で  たが、

最終的には、北海道庁より特例包括承認事項として処理され、スムーズに進んだ。 

 芦別市は介護保険事業計画を策定する上で、サ高住に転換に関する 過報告を受

けていた。 

 サ高住への転用においては、国土交通省「スマート ェルネス住宅等推進事業費

等補助金」を活用し、総事業費約 5 千 円（うち補助金約 1 千 円）の施設改 

を実施した。 

 

(6)連 体制 

 連 体制の根底に「みんなで介護を考える会」（平成 23 年設置）が り、市内の

事業所、芦別市介護高齢課、地域包括支援センター間での月 1 回の情報交換や、

市 向けの講演会の実施などを継続している。このような自主的な連 体制が、

官 一体とな て地域の介護ニーズや将来の見込み等を地域一体とな て検討す

る機会とな ている。 

 利用者の案内は、地域包括支援センター、居宅介護支援事業所や病院と連 し、

状況の  ・情報交換をしている。 

 医療機関との連 は、医療連 協定において市立芦別病院と連絡会議を定期的に

実施している。 

 芦別市介護保険係や北海道庁・空知総合振興局との連 関係も  している。地

域密着型の施設に関連する内容は芦別市へ  するが、指定権者が北海道の場合、

北海道庁・空知総合振興局、芦別市の両方に  している。 

 

(7)将来展望 

 芦別市の高齢化率は 48％で り、2人に 1人が 65歳以上となる。健康状態のよい

利用者も多数で り、高齢者は増加している状況で るが、特別養護老人ホーム

のベッド数を  させる決 に至 た。特養芦別慈恵園では、今後も地域のニー

ズに応じたサービス提供を い、空床の発生を防ぐための取組を続けてい 。 

 また、現在の芦別市人 は約 11,000人で るが、2050年には 4,500人 度になる

ことが 測されている。 の町より人   が進んでおり、今後、介護保険施設
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だけでは法人の 営は成り立たないのではないかと危惧している。高齢者が元気

で暮らせる町を作るために介護 防にも注力していきたいと考えている。 

 

(8) の  

 サ高住のサービス内容は、有料老人ホームの住宅型に近い。自宅で食事を作るこ

とが困難な方や除雪等の作業が困難な方が入居されており、安心な生活を提供で

きることを強みとしている。また介護が重 な たらサ高住から特養へのスムー

ズな移 が可能で り、住み替えを支援する体制が整備されている。 

 特養の空床の転換について、同じ福祉施設でしか利用できないということではな

 、地域おこしのためサービス事業を実施するなど、福祉事業以外も  に実施

できる制度ができるとよい。 

 機能転換に たり、財産処分の事務に時間を要したため、手続きがスムーズにな

る制度改 が れ より転換が容易になる。 

 地域によ ては特養の施設内にサ高住以外にも、グループホームなどを設置する

ニーズが るかと思 れる。地域ニーズに合 た生活の場を作るために施設の用

途転換可能な仕組みが るとよい。また、施設の用途転換に向けて自治体からの

支援や助成金や、手続きに関する書類作成などの事務作業軽 策が るとより用

途転換の取組が広がるのではないかと考える。 
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③ 事例 C: 青森県八戸市、社会福祉法人みろ 会 特別養護老人ホーム光葉園 

八戸市の特別養護老人ホーム光葉園（以下、特養光葉園）では、広域型施設と地

域密着型施設を運営していたが、介護人材の 足や業務手順の未確立が原因で空床

が発生した。これに対応するため、地域密着型施設（ユニット型居室）の入居者を

広域型施設（従来型居室）に移 し、地域密着型施設を休止した。さらに、コ ナ

禍によりショートステイの利用が  し、稼働率が低下した際には、休止していた

ユニット型居室の地域密着型施設を地域のニーズに応じて従来型居室の広域型施設

に用途転換して再開することで、運営の安定化を図 た。 

 

事例のポイント 

◼   な用途転換による運営の安定化（地域密着型から広域型への用途転換） 

 広域型施設への一本化により、地域密着型施設のユニットに固定した人員

を配置する必要がな なり、施設の運営が  にな た。 

◼ 連 体制の強化と迅速な対応 

 八戸市と事業者の連 体制が  に強固で り、迅速な対応が可能で  

た。八戸市は介護保険事業計画を作成する上で、事業者アンケート調査を

実施し、事業者の意向を反映させている。また、空床が発生し課題を抱え

た際には、事業者から個別  を受け、迅速に対応している。 

◼ 補助金・財産処分の適切な対応 

 八戸市では、補助金を活用している施設の用途転換や休止の希望を受けた

際には、各施設のデータに基 き、財産処分に関する  に応じるなど事

業者の運営を支援している。 
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(1)自治体概要4 

人  218,732人 

高齢化率 32.1% 

要介護 3～5認定者数  要介護 3：1,900人 

 要介護 4：1,784人 

 要介護５：1,210人 

 計 4,894人 

自治体内の特別養護老人

ホームの施設数 

◼ 広域型：10か所 

 従来型 320人 

 ユニット型 264人 

◼ 地域密着型：8か所 

 従来型 115人 

 ユニット型 79人 

 

(2)市内の状況 

 八戸市は青森県の南東部に位置し、中 市に指定され人 は約 21 人で る。高

齢化率は全国平均を上回 ており、市内の高齢者人 の増加に伴い、介護サービ

スの需要も年々高ま ている。八戸市は中 市として、地域の介護サービスの提

供に重要な役割を果たしている。 

 

(3)空床発生状況と対策 

1)空床の発生状況 

 特養光葉園は、本館に設置する広域型施設（従来型/定員 60 人）とショートステ

イ（従来型/定員10人）、別館に設置する地域密着型施設（ユニット型/定員9人）

を運営していた。 

 入所希望の待機者は多い状況で  たが、介護人材の 足や業務手順が確定して

いないなど内的要因も り、広域型施設に空床が生じて稼働率を上げることが困

難で  た。 

 

2)用途転換① 

 平成 31年 3月に、広域型施設に空床が生じたこと、介護人材の確保が難しい状況

で  たことから、地域密着型施設の入居者を広域型施設に移 し、地域密着型

 
4 出所：八戸市「第 9期八戸市高齢者福祉計画」https://www.city.hachinohe.aomori.jp/material

/files/group/39/9kikeikaku.pdf（2025年 3月 21日閲覧）（2023年 9月 30日現在） 
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施設を休止した。広域型施設への移 後は 60 人定員中 55 人 度の稼働で  た。 

 地域密着型施設から広域型施設への一本化によりユニットに固定した人員を配置

する必要がな なり、施設の運営が  にな た。地域密着型施設ではユニット

ごとに専属の職員を配置する必要が  たが、広域型施設では固定の配置はな 

な た。職員たちからは、働き方の変化や個別ケアの理 が崩れるなどの懸 も

  たが、丁寧な 明により問題な 移 が可能で  た。 

 平成 31 年 4 月になり稼働状況は 60 人定員のうち地域密着型施設から移 した人

数を含めて 55人～56人の利用で  たため 60床になるように進めてい た。 

 ショートステイの利用は 20～30％の稼働で  た。 

 

図表 ７-8 特別養護老人ホーム光葉園 規模縮小プ セス① 

 
 

 

3)再度の空床発生 

 新卒入社に伴うＯＪＴ推進や業務手順の確立など業務効率化に取組み、徐々に特

養、ショートステイの稼働率が上昇し安定していたが、コ ナ禍となりショート

ステイの利用者が  した。施設内の感染症発生時は一定期間利用をキャンセル

せざるを ない状況が続き、稼働率に変 が  た。 

  の頃の施設の稼働状況は 60 人定員のうち 58～59 人 で令和 4 年まで推移して

いた。 

 

 

地域密着型

ユニットケア9床
⇒休床

広域型60床

平成31年3月

本
館(
1

階
建
て)

ショートステイ

10床

別
館

広域型・従来型

60床

地域密着型

・ユニット型
9床

平成31年4月

休床

広域型・従来型

60床

ショートステイ

10床
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4)用途転換② 

 ショートステイの利用者が  したことと、コ ナ禍で 験したユニット型の利

便 からショートステイをユニット型で運用することが効果的と考え、ユニット

型の地域密着型施設をショートステイに用途転換する  を令和 5 年 2 月に八戸

市にし、令和 5 年 5 月に地域密着型施設からショートステイへと用途転換すると

ともに、従前のショートステイとして利用していた居室を従来型居室の広域型施

設に用途転換した。 

 広域型施設 9 床について、入居者の選定から入所まで、職員への負荷を考慮し 

床とするまで 6か月 かけて増床した。 

 ショートステイは別館での運営により、感染症流 時に生じていた利用制限や 

 範囲等の制限がな なり、新規利用や再利用、 ングでの利用の問合せも増加

した。稼働率の上昇に伴い、令和 6年度稼働状況は 70％から 90％と、用途転換前

から約 2.5倍とな た。 

 

図表 ７-9 特別養護老人ホーム光葉園 規模縮小プ セス② 

 
 

 

(4)補助金・財産処分への対応 

 八戸市では、補助金を活用している施設をリスト化しており、用途転換や休止の

希望を受けた際には、補助金を活用している施設の財産処分に関する  も  

ている。 

 

地域密着型

ユニットケア9床
⇒休床

広域型60床

平成31年3月 令和5年5月

本
館(
1

階
建
て)

ショートステイ

10床

別
館

広域型60床

＋

ショートステイ

10床

広域型・従来型

60床
広域型・従来型

60床

地域密着型

・ユニット型
9床

平成31年4月

休床

広域型・従来型

60床

ショートステイ

10床

広域型・従来型

9床増床
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(5)自治体と事業者の連 体制 

 八戸市は介護保険事業計画を作成する上で、事業者を対象にアンケート調査を実

施し、事業者の意向を踏まえて計画を策定している。また、課内において情報を

共有し現状を踏まえた計画推進を  ている。 

 アンケート調査は市内の全事業者を対象に 3 年に 1 度、増床および 床の希望、

新規施設建設の希望などを確認している。また、施設への運営指 を実施してお

り、運営状況を確認している。上記のような活 を通して施設の希望を確認し、

計画に反映するなど支援を実施している。 

 事業者との協議の場などの会議体は設置していないが、施設に対する運営指 や

運営推進会議等を通してコミュニケーションを図 ている。 

 空床が発生するなどの課題を抱え、 床を希望するなどの個別  は事業者から

直接受けている。また、上記に関連し、用途転換の際に補助金が活用されている

場合、財産処分等の 明を  ている。 

 補助金を活用している施設をリスト化しており、施設の用途転換や休止の希望を

受けた際には、財産処分に関する  に対応している。 

 八戸市との連 については、電話で気軽に  できる関係が  されている。 

 した際は、八戸市が迅速に対応している。 

 

(6)将来展望 

 在宅介護のレスパイトや介護者の入院などショートステイの利用に対するニーズ

が高ま ている。医療的ケアを要する方の受入れ体制  に向けて、看護 が本

館と別館と き来せ 効率的に けるよう、本館にショートステイの一部を移す

ことも検討している。 

 館内の情報共有や記録等の効率化、ICT  入による生産 向上のため、令和６年

度の補助金を活用し全館 Wi-Fi   整備、タブレットを 入した。令和７年度は、

カメラ・ナースコール機能付き見守りセンサーやインカム等 入を 定し、さら

なる働きやすさ・生産 向上を目指す。 

 

(7) の  

 八戸市では待機者調査を実施し待機者数を確認しているが、待機者とは  まで

入所希望者で り、重複申込みや 命の状況も確認できていないため、ケアマネ

ジャーにアンケートを実施し、特別養護老人ホームへの入所が真に必要な人数を

確認している。  
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④ 事例 D: 福島県福島市、社会福祉法人多宝会 

福島市の地域密着型特別養護老人ホーム宝寿木村屋（以下、特養宝寿木村屋）で

は、コ ナ禍の影響で稼働率が低下し、空床が発生したため、施設の休止が検討さ

れた。具体的には、令和 5 年 10 月以降に事業縮小や定員数  を いながら、ス

リム化による事業を継続するが、人手 足が深刻化し令和 6 年 8 月に施設を休止し

た。これに伴い、利用者の移 が進められ、法人内の の特別養護老人ホーム（以

下、特養）や法人外の施設、在宅などにスムーズに移 するための支援策が講じら

れた。また、休止している既 施設の有効活用についても検討されている。 

 

事例のポイント 

◼ コ ナ禍による影響と早期の対応 

 特養宝寿木村屋では、コ ナ禍により利用者が  し、加えて人手 足がより

深刻化し、休止の検討を  た。選択と集中により 1事業所を休止し、職員と

利用者を の施設に移す決 することで法人全体の運営効率化を図 た。 

◼ 利用者のスムーズな移 支援 

 施設の休止に伴い、特養宝寿木村屋の利用者は法人内の の特養、法人外の施

設、在宅などにスムーズに移 できるよう支援策が講じられた。 

◼ 施設の機能転換と地域活 化 

 休止した既 施設の機能転換についても検討されており、 間事業者に建物

を貸し出すことで地域の活 化を図る取組が検討されている。 

 

(1)自治体概要5 

人  266,120人 

高齢化率 31.4％ 

要介護 3～5認定者数  要介護 3：2,314人 

 要介護 4：2,095人 

 要介護５：1,371人 

 要介護(要支援)認定者数合計 17,095人 

自治体内の特別養護老人

ホームの施設数 

◼ 広域型：22か所 

 1,524人 

◼ 地域密着型：3か所 

 73人 

 

 
5 出所：福島市「福島市の介護保険データ」https://www.city.fukushima.fukushima.jp/kaigo-s/k

enko/fukushi/kaigohoken/1351/documents/fukushimasikaigohoken_r6.pdf（2025年 3月 21
日閲覧） 
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(2)市内の状況 

 福島市は福島県の県庁所在地で り、人 は約 26 6千人で るが人 は  傾

向に り、令和 22年には 22 1千人6に  する見込みで る。 

 高齢者世帯の状況は、平成 22 年からの令和 2 年までの 10 年間で、高齢者夫婦の

みが約 1.27倍増、単身が約 1.55倍増とな ており、今後も増加が 想される。 

 要介護（要支援）認定者数は令和 8 年度には 1  8,166 人まで増加するものと推

測7され、これにより、福島市内の介護サービスの需要も高ま てい と考えられ

る。 

 福島市内の入所、入居系施設の総数は 5,144 床で り、施設の数は増加している。 

 

(3)空床の発生状況と対策 

1)空床発生状況と対策の内容 

 特養宝寿木村屋は平成 20年 1月に開設した。コ ナ禍以前は 床の日が多か た

ものの、コ ナ禍の長期化に伴い利用者が  した。 

 空床が目立ち始めたのはコ ナ禍で り、令和 5年 4月には稼働率が 76％とな 

た。コ ナの影響で、感染者が出た場合には隔離が必要となり、職員が感染して

休むことで人手 足が深刻化した。職員が 足すると利用者を らさざるを  、

令和 6年 8月には休止に至 た。 

 法人内には に 4事業所が るため、1事業所を休止して職員と利用者を移すこと

で選択と集中を図 た。利用者は法人内の の特養、法人外の施設、在宅などに

戻るなど、い れも市内施設・在宅への移 で り、スムーズに移 ができた。 

 人員配置は入所者 3 人に対し 1 人の配置では運営できないため入所者 2.5 人に対

し 1 人の配置を目標として運営している。選択と集中ができた理由として、人員

について毎月の定数管理をしている。離職者、産休・育休など入職者の管理をし、

収入に対し人件費率が高 なる施設は採算ベースに乗ら  効率な運営となるの

で休止する決 をした。 

 

 

 

 

 
6 福島市「高齢者いきいきプラン 2024（第 10次福島市高齢者福祉計画・第 9期福島市介護保
険事業計画）」https://www.city.fukushima.fukushima.jp/tyouzyu-hukushi/kenko/fukushi/kaigo
hoken/kekakushisaku/documents/2024keikaku.pdf（2025年 3月 21日閲覧） 
7 同上 



158 

2)転用までの空床状況、待機者数 

 平成 27年 4月～令和 2年頃 24床は 床傾向 

 令和５年 4月 76％の稼働とな た。 

 令和５年 10 月 地域密着型 24 床を継続、ショートステイ 8 床を らし空床利用

のショートステイとな た。 

 令和 6年 1月 地域密着型 24床から 16床に   

 令和６年 8月 休止 

図表 ７-10 地域密着型特養宝寿木村屋 規模縮小プ セス 

 

 

(4)補助金・財産処分への対応 

 特養宝寿木村屋の施設では、建設の際に補助金を活用していないため、補助金返

還の問題は発生していない。 

 

(5)連 体制 

 施設から市への日 的なコミュニケーションは、毎月の介護保険事業実施状況の

報告や重大事故発生時の報告、年度末に社会福祉施設の 免の請 を報告してい

る。また、市からの運営指 を受ける機会や、特例入所について市に  するこ

とが る。 

 市は特養宝寿木村屋の定員変更前に、空床が埋まら 集約したいと  を受けて

いた。 の後、法人から事業休止の届出が提出されたため、介護保険運営協議会

で報告を  た。 

平成20 年1 月

地域密着型

24床

令和6年8月

休止

令和5年10月 令和6年1月

法人内・外

特養

地域密着型

24床

ショートステイ

8床

地域密着型

24床

空床利用

ショートステイ

8床減

地域密着型

16床

8床減

空床利用

ショートステイ

利用者

移転
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(6)将来展望 

 休止した特養宝寿木村屋の運営を再開するには介護職員を 15名ほど確保する必要

が り、現状では確保できないため、い れ廃止せざるを ないと考えている。

建物は、別の業態に転換することを検討している。 

 

(7) の  

 特養宝寿木村屋に限ら 、立地条件と空床の関係において、山間部だから利用者

が ないということはないと認識しているが、地域に古 から る施設だとお世

話になりたいという意見が る一方で、利用者家族からは 会に き らいとい

う意見も る。都市部、山間部を問  人員は 足していると認識している。 

 市が策定する介護保険事業計画では、今後も特別養護老人ホームや有料老人ホー

ム、認知症高齢者グループホームの整備が 定されており、施設が増え続ける一

方で、人   、働き手も  ている。利用者にと ては選択肢が増える一方で、

施設間の競争も生じていると感じている。 

 特養（広域型、地域密着型）から毎年 4 月 1 日時点の入所希望者について報告を

 めている。これを施設の整備数を検討する際の参考にしているため、内容の 

査が必要と感じている。 

 空床が発生している特養等の機能転換を検討する際に、転換可能な施設の候補や、

転換時に活用可能な補助金等の支援が ると前向きに検討できる。 
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⑤ 事例 E: 東三河広域連合（設楽町）、社会福祉法人 愛知県厚生事業団 

愛知県設楽町に る特別養護老人ホーム愛厚ホーム設楽苑（以下、特養設楽苑）

は、2 階がユニット型居室で定員 60 人、1 階が従来型居室で定員 40 人、併設のシ

ョートステイ定員 10 人の合計定員 110 人で運用されていたが、令和 6 年 10 月 31

日付で従来型居室を廃止し、令和 7 年 3 月から障害者支援施設に機能転換した。設

楽町は山間過疎地域のため待機者数は  傾向に り、介護人材の確保も困難なた

め収支 でも持続的な 営が難しいと判 し、1 階部分を障害者支援施設に転用す

ることを決定した。東三河広域連合や愛知県との連 も重要な役割を果たし、最終

的に複合施設として運営を続けることとな た。 

 

事例のポイント 

◼   な機能転換による 営改善 

 待機者数の  と介護人材 足のため、1階部分を障害者支援施設に転用す

る決 をした。この転用により、従来型居室の空床の課題と、同一法人内

の障害者支援施設「愛厚すぎのきの里」の老朽化の課題を同時に解決し

た。 

◼ 連 体制 

 機能転換に際しては、東三河広域連合や愛知県との連 が重要な役割を果

たした。特に、介護保険施設と障害者支援施設の併設については前例が 

な 、介護と障害の基 の違いも踏まえて、人員配置や施設整備を検討す

る必要が  たことから、厚生労働省にも基 解釈等に関して  を実施

し問題点をクリアしてい た。 

◼ 財務管理と改 コスト削  

 障害者支援施設を移設する 1 階部分の改 については、入浴設備やトイレ

の改 など可能な限り既 施設を活用し、コストを抑えた。また、償還期

間中の事業収支の 化に対しても、  な機能転換と財務管理を うこと

で対応した。 
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(1)自治体概要8 

人  4,373人(令和 4年 10月 1日時点) 

高齢化率 51.3％(令和 4年 10月 1日時点) 

要介護認定者数  認定者数合計 541人(令和 4年 9末時点) 

自治体内の特別養護老人

ホームの施設数 

◼ 広域型：1か所、定員 60人(令和 7年 2月 12日 

WAM調べ) 

 

(2)市内の状況 

 設楽町は愛知県の北東部に位置し美濃三河高原に囲まれた山間部の町で る。過

疎法第 2 条による過疎地域に指定されており、人 は約 4,000 人で り、設楽町

の高齢化率は約 50％に達している。町内には特養設楽苑が唯一の特別養護老人ホ

ーム（以下、特養）施設で り、地域の高齢者にと て重要な役割を果たしてい

る。 

 近年、 の事業者のサービスの参入はない。 

 

(3)空床の発生状況と対策 

1)空床発生状況と対策の内容、待機者数 

 2階にユニット型（定員 60人）、1階に従来型（定員 40人）、併設のショートステ

イ（定員 10人）の合計定員 110人で運用していた。 

 令和 4 年から令和 5 年にかけて、特養設楽苑の待機者数の  、介護人材 足、

事業収支の 化、法人内の別施設（障害者支援施設愛厚すぎのきの里）の老朽化

など課題を抱えていた。 

 令和６年４月１日付で従来型居室を 40 床から 30 床に  させ、令和 6 年 10 月

31 日付で従来型居室 30 床を廃止し、令和 7 年３月付で障害者支援施設に転換し

た。ユニット型特養としては空床利用型のショートステイの指定も受けており、

ショートステイの利用状況は月平均 9人 で る。 

 現在の待機者数は 28人で るが、すぐの入所を希望している人は 2人で る。待

機者はここ 10年間の間で  している。 

 1 階の多床室を廃止した 緯について、待機者が  している中で、通年 20～30

人の退所者がおり、利用者が重な て退所することが り、待機者の希望（男女

別、居室）を加味すると入所が決まらない事例が増加していた。 

 
8 出所：設楽町高齢者福祉計画 令和６年度～令和８年度 
https://www.town.shitara.lg.jp/uploaded/life/5900_12402_misc.pdf 
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 多床室の利用者の移 について、ユニット型の希望が  た場合は 2 階ユニット

型への移 、多床室の希望が  た場合は同法人の特養、 法人の特養へ調整し

た。 

 

2)同一法人内障害者支援施設の老朽化 

 東栄町に る障害者支援施設愛厚すぎのきの里（以下 愛厚すぎのきの里）は、

静岡県との県 に立地し、敷地が狭 一部が土砂災害警戒区域に指定されており、

建て替えが困難な状況で  た。特養設楽苑の空床の課題も り、1 階部分を障

害者支援施設に転用する方向で検討を進めた。 

 

図表 ７-11 特別養護老人ホーム愛厚ホーム設楽苑 機能転換プ セス 

 

 

3)施設の人員配置 

 特別養護老人ホームの一部を障害者支援施設に転用する際の人員配置は、最適な

人員配置に向けて法人内 施設に配置するなどの対応を実施している。 

 社会福祉法人 愛知県厚生事業団は、日頃から特別養護老人ホームや障害者支援施

設を含めた法人内人事異 が り、い れの施設でも勤務可能な  を  （介

護職員として勤務していた者が生活支援員として勤務するなど）しているため、

令和6年10月 令和7年3月

2

階

1

階

障害者支援施設

50床

ショートステイ

（空床）

ユニット型

60床

従来型

30床

町
外
施
設

障害者支援施設

60床

ユニット型

60床

ショートステイ

（空床）

10月末
廃止

10床
減少

ショートステイ

10床

ショートステイ

6床
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当該施設の転用の際も、特別養護老人ホームと障害者支援施設間だけでな 、法

人全体の人事異 で最適な人員配置を実施している。 

 なお、介護保険施設と障害者施設を併設するに たり、人員配置の検討に苦慮し

た。取 できな な た加算も一部 るが、人材が 足する中でも人員基 が充

足できるよう、愛知県等に  するなどして職種ごとに兼務の可 を整理した。 

図表 ７-12 特別養護老人ホーム愛厚ホーム設楽苑 機能転換時の人員配置 

 

※看護職員については特養、障害、各々の施設で専従で る必要が る 

4)特別養護老人ホームの廃止と障害者支援施設移転に関する手続き 

 特養の廃止と障害者支援施設を移転するに たり、特養に関しては東三河広域連

合、障害者施設の  窓 は愛知県障害福祉課になるため、移転に係る図   、

人員配置について細部に たり  した。 

 特養の廃止による、定員数の  により介護保険事業計画が変更となることから、

愛知県の計画にも関係することとな た。 

 介護保険施設と障害者施設の併設について、既 施設の転用については前例がな

いことから愛知県への  だけではな 、厚生労働省に対しても  を実施した。

介護保険施設と障害者施設を併設している事例は全国に数か所 る（例え 富山

県、新潟県、東京都）が、これらの施設は自治体の要望で設置されたとのことで

 り、本事例では前例がないことから調整に時間を要した。特に介護保険施設と

障害者施設において人員の配置基 （看護 、介護職員など）や加算取 におけ

令和6年10月 令和7年3月

2

階

1

階

障害者支援施設

50床

ショートステイ

（空床）

ユニット型

60床

従来型

30床

町
外
施
設

障害者支援施設

60床

ユニット型

60床

ショートステイ

（空床）

ショートステイ

10床

ショートステイ

6床

・介護職員47.1人

・生活相談員 1.0人

・介護支援専門員1.0人

・看護職員 5.6人

・管理栄養士1.0人

・機能訓練指導員1.0人

・生活支援員30.6人

・サービス管理責任者1.0人

・看護職員3.0人

・作業療法士1.0人

・管理栄養士 1.0人

・介護職員34.3人

・生活相談員・介護支援専
門員（兼務）1.0人

・生活支援員22.5人

・サービス管理責任者1.0人

・看護職員5.8人

・管理栄養士1.0人

・機能訓練指導員(作業療
法士)1人

兼務

法人内の他施設

退職等

人事異動で法人内の

他施設で勤務

特養

障害
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る要件等を  しながら整理をした。 

 

5)移転改 にかかる費用 

 移転する 1 階部分の建物の改 については、確認調整の結果、入浴設備、トイレ

の改 （障害者の方で電 車いすを利用している人は開 スペースが狭いなど扉

の改 をした）等可能な限り既 施設を活用する改 で対応できた。 

 

(4)補助金・財産処分への対応 

 特養設楽苑の改 時に愛知県から補助金を受けていたが、事業開始から 10年以上

 過していること、継続して福祉施設として利用するため、財産処分の手続きは

必要で るが、補助金の返還は発生しなか た。 

 

(5)連 体制 

 広域連合と施設が に連絡を取り合うことはないが、施設側の  に対して個別

に対応している。既 施設の転用による特養設楽苑と障害者支援施設の統合に関

しては、前例がない事例で り、疑問点も多   たため頻繁に連絡をと た。 

 

(6) の  

 特養設楽苑はユニット型 60床、多床室 40床の配分で、改 後 10年 度で り、

令和 2年度、令和 3年度には 100～200 円 の  で  たが、令和 4年度、令

和 5 年度には 7,000  円 の  とな た。要因として、待機者の による利用

率の 、委託費など事業コストの高騰などが  た。 

 この 10～15 年後、今の 40～50 代の職員が定年退職してい 中で、事業継続す

るとなると同じ規模の運営は難しい。職員の 足について、外国人人材を活用し

ている。法人内の の特養では待機者の  、職員 足などで稼働できていない

ベッドが り、定員数通りでな 運用定員とな ている。 

  



165 

第８章 まとめ 

１. アンケート調査のまとめ 

① 特別養護老人ホームの空床発生状況 

 特別養護老人ホームの空床発生状況は地域区分や施設タイプによ て異なるが、

全体的には一部で空床が発生していることが確認された。 

 施設の回答では、「 態的に 1割 度の空床が  た」が 28.2％、「 態的に 2～3

割 度の空床が  た」が 7.4％で る。 

 令和５年度の施設稼働率は平均 90.9％で り、従来型は 91.6％、ユニット型は

90.2％、併用型は 91.7％で、大きな差はみられなか た。 

 4 区分でみると、最も稼働率が低いのは従来型・ユニット型を併用している併用

型・A 区分（人 密度高、地域資源高）の 88.3％、次いで従来型・A 区分、ユニ

ット型・B 区分（人 密度高、地域資源低）の 88.7％で、人 密度が高い地域の

稼働率が比較的低い傾向が確認された。 

 C区分（人 密度低、地域資源高）は、市区町村の回答で「基本的に全ての施設

で 員」の回答割合が高 、施設の稼働率も全体と比べて高い状況で  た。 

C区分が空床を埋める対策として、施設は地域のケアマネジャーへ空き状況を共

有し、入所しやすい体制を  する取組が最も多 、自治体は認知症 者や医療

依 度の高い方等を受け入れる体制の充実や受け入れ体制  に関 る支援に関

する取組が最も多か た。以上のことから、人 密度が低 、人 に対して地域

資源が多い地域では、ケアマネジャー間の連 の仕組みの  と自治体による医

療依 度の高い方の受け入れ体制への後方支援の組み合 せが、空床対策に対し

て効果的で  た可能 が る。 

また、第 7章ヒアリング調査の結果から確認した事実として、事例 A・B・Dは

C区分に該当し、い れの事例においても特別養護老人ホーム以外のサービス量

が ない状況で  た。 のことから、人 密度が低 、地域資源が多い状況に

おいても、特別養護老人ホーム以外の施設への入所機会が ないため、結果的に

特別養護老人ホームの稼働が高 なる可能 が る。 

 

② 空床の課題感 

 空床問題に対する認識には、都道府県、市区町村、施設間で差異が り、施設は
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強 課題を感じている一方、市区町村は徐々に課題を感じ始めている状況で  

た。 

 特に人 密度の低い地域や地域資源が ない地域では、空床問題が深刻に受け止

められている。 

 

③ 空床の発生理由・要因 

 空床の発生要因として、市区町村と施設の両方で「介護職員と看護職員の 足」

が挙げられた。 

 また、「ユニット型施設の高額なこと」や「高齢者人 の  」が特に人 密度の

低い C区分とD区分（人 密度低、地域資源低）で共通の課題とで  た。 

 市区町村や施設の C 区分・D 区分では「職員の 足」や「高齢者人 の  」が

高 評価される一方、施設の A 区分と B 区分では「近隣に競合施設ができた」こ

とが共通の要因として高 評価された。 

 最も強 空床の課題を感じている施設における空床の理由（上位 3 位）は以下の

とおり。 

図表 ８-1 施設における空床の原因・理由（上位 3つ） 

4区分 入所  

全体 1位 介護職員 足による影響 

2位 既 入所者の健康 化等による医療機関への入院が多い 

3位 近隣に競合ができた（施設系サービスの充実）から 

A区分 1位 近隣に競合ができた（施設系サービスの充実）から 

2位 既 入所者の健康 化等による医療機関への入院が多い 

3位 介護職員 足による影響 

B区分 1位 近隣に競合ができた（施設系サービスの充実）から 

2 位 ユニット型は入所費が従来型（多床室）に比べ高額で るた

め、人気がないから 

3位 介護職員 足による影響 

C区分 1位 介護職員 足による影響 

2位 看護職員 足による影響 

3位 高齢者人 の   

D区分 1位 介護職員 足による影響 

2位 看護職員 足による影響 

3位 高齢者人 の  , 

ユニット型は入所費が従来型（多床室）に比べ高額で るた

め、人気がないから 
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④ 介護職員 足の影響 

 人 密度が低 地域資源が ない D 区分では、介護職員 足が特に深刻な問題と

な ており、施設運営に大きな影響を与えている可能 が る。 

 

⑤ 特別養護老人ホームの競合関係 

 入所辞退理由については、「 の特別養護老人ホームへの入所が決定した」が

83.2％で最も多 、特別養護老人ホームに対するニーズが確認された。 

  の の施設への入所 として「介護老人保健施設」が最も多 、医療的ケアの

ニーズが ることが推察される。また、特定施設入居者生活介護の「サービス付

き高齢者住宅」「介護付き有料老人ホーム」や「グループホーム」、へのニーズも

確認された（特定施設入居者生活介護以外のサ高住・有料老人ホームへの入所は

比較的 ない）。 

 入所を辞退した理由のうち、 の の施設に入所が決定した （上位 3 位）は以

下のとおり。 

図表 ８-2 入所を辞退した理由（ の の施設に入所が決定）_入所 （上位 3位） 

4区分 入所  

全体 1位 介護老人保健施設 

2位 特定施設入居者介護生活介護（介護付き高齢者住宅） 

3位 認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

A区分 1位 介護老人保健施設 

2位 認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

3位 特定施設入居者介護生活介護（介護付き高齢者住宅） 

B区分 1位 介護老人保健施設 

2位 特定施設入居者介護生活介護（介護付き高齢者住宅） 

3位 特定施設入居者介護生活介護（サービス付き高齢者住宅） 

C区分 1位 介護老人保健施設 

2位 認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

3位 特定施設入居者介護生活介護（介護付き高齢者住宅） 

D区分 1位 介護老人保健施設 

2位 サービス付き高齢者向け住宅 

3位 特定施設入居者介護生活介護（介護付き高齢者住宅） 

特定施設入居者介護生活介護（サービス付き高齢者住宅） 



168 

⑥ 空床対策の状況 

 市区町村では「施設の人材確保支援」が重要視されている。 

 また、「特別養護老人ホームの供給量調整（総量規制）」は A 区分の回答割合が高

 、人 密度が高い地域で供給量調整が められている。 

 施設では、ケアマネジャーとの連 や入所体験の実施、認知症 者や医療依 度

の高い方の受け入れ体制の拡充が重要視されている。 

 今後の対策として、「施設の人材確保支援」や「認知症 者や医療依 度の高い方

の受け入れ体制の充実」が重要で ると考えられており、特に人 密度が高い地

域では供給量調整が必要で ると考えられている。 

 

２. ヒアリング調査のまとめ 

① 空床の発生理由・要因 

 空床対策として、機能転換・規模縮小を実施した事例の中では、空床発生の理

由・要因として、人   による介護職員 足と待機者数の  のい れか、 

るいは両方が理由として挙げられている。 

 単純な人   を理由としたもの以外に、地域での介護サービスの増加による競

争により職員確保が難し なる状況や、入所者希望者のニーズの変化（要介護度

が軽 し要支援者の希望が増加、ショートステイ需要が増加等）による待機者数

の  も確認した。 

 

② 空床対策の内容 

 今回の調査では、空床対策として規模縮小に加えて、地域ニーズに対応するため

にサービス付き高齢者向け住宅に転換した事例、地域のニーズに対応し続けるた

め、障害者支援施設に転換した事例を確認した。 

 

③ 機能転換に向けたポイント 

 機能転換においては、自治体・施設い れかの取組だけでは達成することができ

 、双方の連 ・協力が重要で る。今回確認した事例では、い れにおいても、

 営難に対する  から、法制度の理解促進、規模縮小に向けた 政手続きに対



169 

するサポートなど、自治体の協力が  て実現につなが ている。 

 

(1)自治体 

 自治体は、特別養護老人ホームの現状を 確に  し、計画を策定することが重

要で る。 

 定期的なアンケート調査や施設 問を通じて空床状況、稼働率、職員配置、利用

者ニーズを詳細に  し、地域全体の介護サービスの供給量とニーズを確認する

ことにより、介護保険事業計画を策定し、効率的な介護サービスの提供を目指す

ことが重要で る。 

 また、施設が機能転換を う際には、補助金の活用方法や手続きについて詳し 

 明し、改 工事や設備投資を支援することで施設の転用を円滑に進めることが

 められる。 

 さらに、法制度の確認を い、施設が円滑に機能転換を進められるように支援す

ることも重要で る。 

 

(2)施設 

 地域の人  態や高齢化率などの外部  を 確に  し、将来の需要を 測す

ることが重要で る。これにより、適切な運営計画を立案することが可能となる。 

 また、空床発生の原因を詳細に分析し、稼働率を向上させるための具体的な対策

を講じる必要が る。機能転換を検討する際には、職員や利用者の意見を反映さ

せ、職員の配置や業務手順を見直し、効率的な運営を図ることが められる。 

 さらに、補助金に関する法制度を十分に理解し、適切な運営と機能転換を進める

ために、自治体との連 を強化することが重要で る。 

 

３. 考察 

特別養護老人ホームは、 時介護を必要な方に生活に関する介護を提供する施設

として、地域での重要な役割を有しており、入所に対するニーズの高さを確認して

いるが、日本全体で人   が進 し、入所希望者の  、介護職員の  が深刻

化する中、空床発生という形で課題が顕在化している状況に る。 

 のような状況において、特別養護老人ホームの機能をどのように維持し、地域

のニーズに応じた介護サービスを提供するかが重要な課題で る。 

アンケート調査の結果から、特別養護老人ホームの空床発生状況は地域区分や施
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設タイプによ て異なることが確認された。全体的には平均稼働率が 90.9％で り、

比較的人 密度が高い地域で空床の発生している。今後、人   と介護職員 足

がさらに深刻化することが想定されることから、本調査で した地域 4 区分の考え

方を参考に、地域の実情を踏まえた対策を実施することが められる。 

 

① 外部・内部  の調査 

自治体と施設が連 して外部  ・内部  の分析を い、地域での役割を再検

討することが重要で る。ヒアリングで確認した事例では、詳細な調査・分析をも

とに、地域における特別養護老人ホームの在り方を検討し、場合によ ては縮小・

機能転換を実施することで、地域でのサービス消滅を避け、持続可能な介護サービ

スの提供を目指している。 

 

② 介護人材の確保 

既に対策実施 みの回答も多いが、全国的に介護職員と看護職員の確保が最  

課題で る。自治体と施設が連 し、待遇改善や研 の充実など取組を進めており、

ヒアリング調査では、人材 足に対して、外国人人材の活用による対策も確認でき

たが、教育研 や渡航費などの施設側のコスト負担の課題や、外国人人材が都市部

での勤務を希望する傾向が り定着が難しいという声も  た。 

労働人 自体が  している中で、人 密度が高い地域・低い地域い れにおい

ても課題感が強い状況で るため、介護報酬の り方、職員処遇の在り方等も含め、

人材確保に向けた対策を検討してい 必要が ると考えられる。 

 

③ 供給量調整 

一定の人 規模が確保できている地区においては、 施設との競合関係により空

床が発生する可能 が るため、市区町村においては 3 年に 1 回改訂する市区町村

介護保険事業計画の策定時に、今後の人   による需要  に注視しながら、世

帯 造の変化、要介護者（特に 3・4４）の推計、要介護者の医療機関への入院 者

数、要介護者の認知症罹 者数、施設入所者数、在宅サービス利用者数等を参考と

して、特別養護老人ホームへのサービス需要の推計することが望まれる。 の上で、

地域の特別養護老人ホーム以外の施設（特に介護老人保健施設、認知症対応型共同
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生活介護（グループホーム）、特定施設入居者介護生活介護（介護付き高齢者住宅）、

特定施設入居者介護生活介護（サービス付き高齢者住宅）））を含めた地域の介護サ

ービスの在り方、サービス量を検討することが必要で る。 

 

④ 機能転換と規模縮小 

人 密度が低い地域においては、人   により待機者数が  し、介護職員 

足により特別養護老人ホームの運営を維持することが難しい状況が一部生じている。

 のため、必要に応じて、特別養護老人ホームの規模を縮小し、地域ニーズを踏ま

え、ヒアリング調査で確認したサービス付き高齢者向け住宅や障害者支援施設など、

特別養護老人ホーム以外の介護福祉施設（介護付き有料老人ホームやサービス付き

高齢者住宅等）や、社会福祉施設（障害者支援施設、母子福祉施設、児童福祉施設、

生活困窮者等支援施設）等に転換することも検討が必要で ると考えられる。施設

の機能転換においては、施設の改 など一定の費用負担が生じる場合も るが、機

能転換の内容によ ては国・自治体の補助金等の活用により負担軽 につながる可

能 が る（ヒアリング調査ではサービス付き高齢者向け住宅への機能転換の際に

国土交通省「スマート ェルネス住宅推進等モデル事業」を活用し、施設改 を実

施した事例を紹介している）。 

また、人 密度の全国平均は 2010 年以降低下傾向9に り、将来的に人 密度の

低い C区分・D区分が増加することが推察されるため、現在人 密度の高い地域に

おいても将来の変化を捉え対策を検討することが望まれる。 

入所希望者・待機者のニーズについて、本調査においては入所辞退理由から、辞

退時の の 施設入所 までは確認できているが、 の背景（積極的に選択されて

いるか・消極的な理由なのか（待機期間が長 致し方な 辞退した等））について

は確認できておら 、今後さらなる調査により確認する必要が ると考える。 

特別養護老人ホームの在り方は、地域の特 と課題に応じて  に対応すること

が められる。人   と介護職員 足を見据え、適切な対策を講じることで、地

域全体の介護サービスの を向上させ、高齢者が安心して暮らせる社会を実現する

ことが重要で る。自治体と施設が連 し、地域のニーズに応じた効率的な運営と

サービス提供を目指すことが必要で る。本調査結果が、今後の特別養護老人ホー

ムの在り方を検討する上での一助となることを期待する。  

 

9 国勢調査「人 等基本集計」平成 12～27年 
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免責事項 

 

デ イト トーマツ グループは、日本におけるデ イト アジア パシフィック リミテッドおよび

デ イトネットワークのメンバーで るデ イト トーマツ合同会社ならびに のグループ法人

（有限責任監査法人トーマツ、デ イト トーマツ リスクアドバイザリー合同会社、デ イト 

トーマツ コンサルティング合同会社、デ イト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリー合

同会社、デ イト トーマツ税理士法人、DT弁護士法人およびデ イト トーマツ グループ合同

会社を含む）の総称です。デ イト トーマツ グループは、日本で最大級のプ フェッショナル

グループのひとつで り、各法人が れぞれの適用法令に従い、監査・保証業務、リスクアド

バイザリー、コンサルティング、ファイナンシャルアドバイザリー、税務、法務等を提供して

います。また、国内約 30都市に約 2 人の専門家を擁し、多国籍企業や主要な日本企業をクラ

イアントとしています。詳細はデ イト トーマツ グループWebサイト、 www.deloitte.com/jp

をご覧 ださい。 

Deloitte（デ イト）とは、デ イト ト シュ トーマツ リミテッド（“DTTL”）、 のグ ー

バルネットワーク組織を 成するメンバーファームおよび れらの関係法人（総称して“デ イ

トネットワーク”）のひとつまたは複数を指します。DTTL（または“Deloitte Global”）ならび

に各メンバーファームおよび関係法人は れぞれ法的に独立した別個の組織体で り、第三者

に関して 互に義務を課しまたは拘束させることは りません。DTTLおよび DTTLの各メ

ンバーファームならびに関係法人は、自らの作為および 作為についてのみ責任を負い、互い

に のファームまたは関係法人の作為および 作為について責任を負うものでは りません。

DTTLはクライアントへのサービス提供を いません。詳細は www.deloitte.com/jp/aboutを

ご覧 ださい。 

デ イト アジア パシフィック リミテッドは DTTLのメンバーファームで り、保証有限責任

会社です。デ イト アジア パシフィック リミテッドのメンバーおよび れらの関係法人は、

 れぞれ法的に独立した別個の組織体で り、アジア パシフィックにおける 100を超える都市

（オークランド、バンコク、北京、ベンガルール、 ノイ、香港、ジャカルタ、クアラルンプ

ール、マニラ、メルボルン、ムンバイ、ニューデリー、大阪、ソ ル、上海、シンガポール、

シドニー、台北、東京を含む）にてサービスを提供しています。 

Deloitte（デ イト）は、監査・保証業務、コンサルティング、ファイナンシャルアドバイザ

リー、リスクアドバイザリー、税務・法務などに関連する最 端のサービスを、Fortune 

Global    ®の約 9割の企業や多数のプライベート（ 公開）企業を含むクライアントに提供し

ています。デ イトは、資本市場に対する社会的な信頼を高め、クライアントの変革と繁栄を

促し、より豊かな  、公 な社会、持続可能な世界の実現に向けて自ら率 して取り組むこ

とを通じて、計測可能で継続 の る成果をもたらすプ フェッショナルの集団です。デ イ

トは、創設以来 175 年余りの歴史を有し、150 を超える国・地域に た て活 を展開してい

ます。 “Maki g a  impact that matters”をパーパス（ 在理由）として標榜するデ イトの 45
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 人超の人材の活 の詳細については、 www.deloitte.comをご覧 ださい。 

 

本調査研究報告書は、厚生労働省令和 6 年度老人保健健康増進等事業として、厚生労働省老健

局長より採択を受けた有限責任監査法人トーマツ（以下、「当法人」）が提供したもので り、

保証業務として実施したものでは りません。 

本調査研究報告書を受領または閲覧する名宛人（本調査研究報告書に関して当法人へ採択事業

者の通知をしている機関）以外の方（以下、「閲覧者等」）は、例外な 本調査研究報告書に記

載される事項を認識し了解したものとみなされます。 

1．本調査研究報告書は、厚生労働省令和 6年度老人保健健康増進等事業として、厚生労働省老

健局長より採択を受けた当法人が提供したもので り、閲覧者等に対して注意義務または契

約上の義務を負 て実施されたものではないこと。従 て、当法人は、本調査研究報告書及

び本調査研究報告書に関連する業務に関して、閲覧者等に対して裁判上または裁判外を問 

 いかなる義務または責任も負 ないこと。 

2．本調査研究報告書には、閲覧者等が理解し ない情報が含まれ、また、閲覧者等が必要と

する情報が必 しも網羅されていない可能 が ること。なお、本調査研究報告書に記載さ

れている以外の情報が名宛人に伝達されている可能 が ること。 

3．閲覧者等は、本調査研究報告書の受領または閲覧によ て本調査研究報告書に依拠する権

利及びこれを 用する権利を含むいかなる権利も取 しないこと。閲覧者等は本調査研究報

告書に記載された一定の前提条件・仮定及び制約について受容するとともに閲覧者等による

本調査研究報告書の利用及び利用の結果に関する全ての責任を閲覧者等自身が負うこと。 

4．閲覧者等は、当法人及び の役員、社員、職員等に対して本調査研究報告書の受領または

閲覧に関連して閲覧者等に生じるいかなる損害や 利益についても の賠償請 を   、

また、いかなる権利の 使も  ないこと。 
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